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１ 農業総合研究所の概要 

（１）組織、体制の概要 

本県の農業・食品関係試験研究機関は、明治中期以

降順次設立され、農政及び農業技術の変遷に伴って再

編整備を繰り返し、時代や研究ニーズを踏まえながら

農業技術の研究開発に努めてきた。この間、専門場所

体制の機能を発揮し、本県の農業・食品産業を全国

トップレベルに維持発展させる原動力の一つとなって

きた。 

一方、農業・食品を巡る国際環境や消費構造が大き

く変化し、農業及び食品産業については、地域の特性

を活かし消費者ニーズをとらえた新品種育成や新食品

開発をはじめ、「品質・味・健康・安全性」などを踏

まえた生産・加工技術に加えて、「形・色・包装・保

存・貯蔵性」のほか「流通・市場性・サービス」まで

含めた、幅広い条件を踏まえた試験研究体制が求めら

れるようになった。 

このため、①専門場所の研究の枠を越えた一体的な

総合研究体制、②産学官による共同研究・プロジェク

ト研究等の推進を図る連携体制と企画調整機能の強化、

③研究の高度化・効率化、研究ニーズ及び成果の収

集・提供を図る総合情報体制、④研修、交流及び技術

相談など開かれた試験研究体制、⑤国際農業技術交

流・技術研修体制など、試験研究推進体制の整備を図

ることが必要になった。 

このような状況の下で、作物研究センター、園芸研

究センター、畜産研究センター、食品研究センター、

高冷地農業技術センター、中山間地農業技術センター、

佐渡農業技術センターの７専門場所と管理部、企画情

報部、基盤研究部、アグリ・フーズバイオ研究部の共

通基盤部門による「統括型」の体制で新潟県農業の研

究を推進する。 

 

（２）所 在 

農業総合研究所 

長岡市長倉町857 

〒940-0826  TEL 0258(35)0823 

FAX 0258(39)8498 

 

農業総合研究所作物研究センター 

長岡市長倉町857 

〒940-0826  TEL 0258(35)0893 

FAX 0258(35)0021 

 

農業総合研究所園芸研究センター 

北蒲原郡聖籠町大字真野177 

〒957-0111  TEL 0254(27)5555 

FAX 0254(27)2659 

 

農業総合研究所畜産研究センター 

三条市棚鱗178 

〒955-0143  TEL 0256(46)3103 

FAX 0256(46)4865 

 

農業総合研究所食品研究センター 

加茂市新栄町2-25 

〒959-1381  TEL 0256(52)0448 

FAX 0256(52)6634 

新潟分室 

新潟市西区五十嵐３の町 13098-8 

〒950-2171  TEL 025(261)2045 

FAX 025(261)0335 

 

農業総合研究所高冷地農業技術センター 

中魚沼郡津南町大字中深見乙7910 

〒949-8311  TEL 025(765)2145 

FAX 025(765)3018 

 

農業総合研究所中山間地農業技術センター 

長岡市川口牛ヶ島135-1 

〒949-7505  TEL 0258(89)2330 

FAX 0258(89)4315 

 

農業総合研究所佐渡農業技術センター 

佐渡市中興甲351 

〒952-1211  TEL 0259(63)4102 

FAX 0259(63)3972 

 

（３）組織機構図 

農業総合研究所     管理部 

               企画情報部 

               基盤研究部 

               アグリ・フーズバイオ研究部 

               作物研究センター 

               園芸研究センター 

               畜産研究センター 

               食品研究センター 

                高冷地農業技術センター 

               中山間地農業技術センター 

               佐渡農業技術センター 

 

職員数 研究職 118 名 

    行政職  23 名   （うち普及８名） 

    現業職  51 名 

     合 計 192 名 
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２ 共同研究及びプロジェクト研究 

（１）研究課題及び調査事業一覧 

予算 

区分 
課  題  名 年 次 分  担 

 １ 共同研究   

外部資金  

 

001 

002 

003 

004 

005 

(1) 早期警戒・栽培管理支援情報伝達システムの実証（戦略

的イノベーション創造プログラム） 

ア メッシュ農業気象データの適合性の検証 

イ メッシュ農業気象データを活用した生育診断法の開発 

ウ 収穫適期予測の実証 

エ GIS と既存データを用いた生育モデルの検証 

オ 早期警戒・栽培管理支援情報伝達システムの評価 

平29～30 

 

 〃 

 〃 

 〃 

 〃 

 〃 

共同：革新支援セン

ター、農業環境セ他 

作研 

 〃 

 〃 

基盤 

作研 

外部資金  

 

 

 

 

006 

007 

 

008 

(2) 日本海側砂丘地・気候における ICT を活用した高品質小

麦の安定・省力生産技術の開発（農林水産業・食品産業科

学技術研究推進事業） 

ア 砂丘畑地における小麦栽培の開発技術による有効性評

価 

(ア) 体系技術の有効性評価 

(イ) NDVI による施肥診断方法の評価 

イ 砂丘畑地小麦の加工適性評価 

(ア) 栽培条件と小麦加工性品質の解明 

平29～31 

 

 

 

 

 〃 

 〃 

 

 〃 

共同：北陸拠点 

 

 

 

 

作研 

 〃 

 

食研 

外部資金  

 

 

009 

 

010 

(3) 新規需要開拓のためのチューリップ新品種育成と切り花等

高品質化技術の開発（農林水産業・食品産業科学技術研究推

進事業） 

ア 日持ち保証販売および輸出等に対応できる切り花向け品

種の育成 

イ 作型等に応じた切り花の品質保持技術の開発 

平26～30 

 

 

 〃 

 

 〃 

共同：野菜花き研、富山

県、埼玉県、富山県球根

農協、花の大和 

園研 

 

 〃 

外部資金  

 

011 

012 

(4) エチレン非依存性花きの品質保持技術開発研究（委託プロ

ジェクト） 

ア ユリ実用品種における効率的な形質転換系の確立 

イ ユリの老化を制御する遺伝子の特定 

平27～31 

 

 〃 

 〃 

共同：野菜花き研 

 

バイオ 

 〃 

外部資金  

 

 

013 

(5) 海外植物遺伝資源の遺伝特性解析・収集（PGRAsia 海外ナ

ス遺伝資源の特性解明）（委託プロジェクト） 

 

ア  ナス遺伝資源の特性評価および種子増殖 

平26～30 

 

 

〃 

共同：遺伝資源セ、野菜

花き研、龍谷大、愛知

県、岡山県、高知県 

園研 

外部資金  

 

 

014 

015 

(6) 植物ウイルスに対するテーラーメイド抵抗性を付与した

高付加価値花卉の開発（農林水産業・食品産業科学技術研

究推進事業） 

ア 複合抵抗性を付与した PlAMV 抵抗性ユリの作出 

イ 複合抵抗性を付与した LMoV 抵抗性ユリの作出 

平28～30 

 

 

 〃 

 〃 

共同：東京大 

 

 

バイオ 

 〃 

外部資金  

 

 

 

 

016 

 

017 

(7) 国産果実安定生産のための花粉自給率向上に繋がる省

力・低コスト花粉採取技術の開発（農林水産業・食品産業

科学技術研究推進事業） 

ア ナシ、スモモ、キウイフルーツ、オウトウにおける受

粉コスト削減のための使用花粉量削減技術の確立 

(ア) ナシの除芽、摘蕾等による花粉使用量削減効果の検

討 

(イ) ナシ自家和合性品種導入による無受粉栽培技術の検

討 

平28～30 

 

 

 

 

 〃 

 

 〃 

共同：埼玉農技セ、群

馬農技セ他 

 

 

 

園研 

 

 〃 
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予算 

区分 
課  題  名 年 次 分  担 

外部資金  

 

 

 

018 

 

 

019 

020 

021 

(8) モモ・ナシの高品質・安定生産を実現する病害防除技術

体系の実証研究（革新的技術開発・緊急展開事業） 

ア モモせん孔細菌病被害軽減のための総合的防除技術の

体系化及び実証 

(ア) 多目的防災網の効果的利用技術 

イ セイヨウナシ褐色斑点病の被害を軽減するため効果的

防除技術 

(ア) 効率的な落葉処理技術の改良と検証 

(イ) 効果的な殺菌剤の探索と散布体系 

(ウ) 防除効果の科学的検証 

平28～30 

 

 

 

 〃 

 

 

 〃 

 〃 

 〃 

共同：果樹茶業研、福

島農総セ他 

 

 

園研 

 

 

 〃 

 〃 

 〃 

外部資金  

 

 

 

 

022 

023 

(9) 果実生産の大幅な省力化に向けた作業用機械の自動化・

ロボット化と機械化樹形の開発（革新的技術開発・緊急展

開事業） 

ア 機械化栽培体系に適合したセイヨウナシ V字ジョイン

ト栽培システムの開発 

(ア) ロボット利用を可能とする新樹形開発 

(イ) 新樹形用苗木大量供給技術の開発 

平28～32 

 

 

 

 

 〃 

平28～30 

共同：果樹茶業研、神

奈川農技セ他 

 

 

 

園研 

 〃 

外部資金  

 

 

024 

 

025 

026 

027 

 

028 

(10) 次世代の果樹栽培法「根圏制御栽培法」導入実践によ

る産地活性化（革新的技術開発・緊急展開事業） 

ア モモの根圏実用性の解析 

(ア) モモの根圏栽培の実用性の検討 

イ イチジクの根圏実用性の解析 

(ア) 施肥管理の検討 

(イ) かん水管理の検討 

(ウ) 資材等の検討 

ウ 多様な根圏導入の実証 

(ア) 土地利用型農業経営体の実践 

平28～30 

 

 

 〃 

 

 〃 

 〃 

 〃 

 

 〃 

共同：栃木農試、埼玉

農技セ、東京農研セ他 

 

園研 

 

 〃 

 〃 

 〃 

 

 〃 

外部資金  

 

 

 

029 

(11) 輸出のための球根類ネット栽培体系の確立・普及（革

新的技術開発・緊急展開事業） 

ア ネット栽培に適応した栽培管理技術の開発 

 

(ア) 除草剤滴下処理によるウイルス罹病株枯殺方法の検

討 

平29～31 

 

 

 

 〃 

共同：富山県花卉球根

農協、富山県、石川

県、山口県、イセキ北

陸他 

園研 

外部資金  

 

 

030 

031 

032 

(12) 花き日持ち性向上対策実証事業（農水省補助事業） 

 

 

ア ユリ類切り花 

イ シャクヤク切り花 

ウ その他宿根切り花 

平29 

 

 

 〃 

 〃 

 〃 

共同：野菜花き研、9

府県公設試、(株)MPS

ジャパン 

園研 

 〃 

 〃 

外部資金  

 

 

 

033 

(13) 乳用牛の生涯生産性向上のための育種手法の開発（委

託プロジェクト） 

 

 

ア 乳用牛の泌乳中のエネルギーバランスにおける遺伝的

能力評価形質の探索 

平27～31 

 

 

 

 〃 

共同：畜産研、北農

研、帯畜大、酪学大、

筑波大、北海道、宮城

県他 

畜研 

外部資金  

 

 

034 

035 

036 

(14) 粗飼料自給率 100％を目指すアルファルファ単播草地

の造成・管理法と省力的な収穫・調製技術の確立（農林水

産業・食品産業科学技術研究推進事業） 

ア 積雪地域における品種特性と生産力の解明 

イ 積雪地向けの省力的な草地造成・管理技術の開発 

ウ 資材コスト低減の検討 

平28～30 

 

 

 〃 

 〃 

平29～30 

共同：畜産研、千葉畜

総研、長野畜試、山梨

酪試、（株）雪印種苗 

畜研 

 〃 

 〃 

外部資金  

 

 

037 

038 

(15) 府県における自給飼料生産利用技術の開発と実証（革

新的技術開発・緊急展開事業） 

 

ア 籾米サイレージの最大可能給与量の解明 

イ 効率的給与技術の開発と実証 

平29～31 

 

 

 〃 

〃 

共同：畜産研、栃木畜

産酪農研、東北農研、

広島畜産セ他 

畜研 

 〃 
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予算 

区分 
課  題  名 年 次 分  担 

外部資金  

 

 

 

039 

 

040 

(16) 乳用牛の泌乳平準化と AI の活用による健全性向上技術

の開発（革新的技術開発・緊急展開事業） 

 

 

ア 酪農現場における泌乳平準化による健全性向上効果の

経済評価 

イ 乾乳期短縮技術の高度化による乾乳期飼養省力化と分

娩後の健全性向上 

平28～32 

 

 

 

 〃 

 

 〃 

共同：北農研、畜産

研、動衛研、家畜改良

セ、愛知農試、茨城畜

産セ他 

畜研 

 

 〃 

外部資金  

 

 

 

 

041 

 

042 

(17) 薬用作物の国内生産拡大に向けた技術の開発 

 

 

 

 

ア 本州以南におけるトウキの栽培適性の解明と持続的栽

培技術の開発 

イ 本州以南におけるミシマサイコの栽培適性の解明と持

続的栽培技術の開発 

平27～31 

 

 

 

 

 〃 

 

 〃 

共同：（独）医薬基盤

栄養研、西日本農研、

秋田県、富山県、長野

県、愛媛県、山口県、

県立広島大 

中山間 

 

 〃 

外部資金  

 

 

 

043 

(18) 農耕地からの一酸化二窒素ガス発生を削減し作物生産

性を向上する微生物資材の開発（農林水産業・食品産業科

学技術研究推進事業） 

ア N2O 削減・植物生育促進微生物資材の開発 

(ア) 肥料添加型資材の圃場試験 

平27～29 

 

 

 

 〃 

共同：東大、東北大、

（株）ロム、十勝農協連 

 

 

基盤 

外部資金  

 

 

044 

 

045 

(19) 除草ロボット導入による省力的水稲有機栽培の実証

（革新的技術開発・緊急展開事業） 

 

ア 除草ロボット導入を前提とした中規模栽培技術体系の

構築 

イ 除草ロボットの効率的運用方法の確立と省力栽培の実

証 

平 28～31 

 

 

 〃 

 

 〃 

共同：みのる産業

（株）、泰地の会、中

央農研 

基盤 

 

 〃 

外部資金  

 

 

046 

(20) 生食用野菜の栽培過程におけるリステリアの損傷化と可

食部汚染機構の解明（委託プロジェクト） 

 

ア キャベツの栽培段階におけるリステリアの損傷化と可食

部汚染機構の解明 

平27～29 

 

 

 〃 

共同：食品研、野菜花き

研、（独）北海道新得試

験場、近畿大、九州大他 

基盤 

外部資金  

 

047 

048 

(21) 土壌実態調査による土壌管理と土壌炭素量の関係解明

（農地管理実態調査）（農水省委託事業） 

ア 定点調査 

イ 基準点調査 

平25～30 

 

 〃 

 〃 

共同：北陸農政局生産部 

 

基盤 

 〃 

外部資金  

 

 

 

 

049 

 

050 

(22) 農地土壌炭素蓄積量等基礎調査事業（農地管理技術検証）

（農水省委託事業） 

 

 

 

ア 黒ボク土壌における肥効調節型肥料の施用に伴う温室効

果ガス発生に関する調査 

イ 畑地からのN2O 発生メカニズムの解明 

平29～32 

 

 

 

 

 〃 

 

 〃 

共同：北農研、道立総研

根釧農試、山形県、福島

県、茨城県、愛知県、滋

賀県、愛媛大、熊本県、

鹿児島県 

基盤 

 

 〃 

外部資金  

 

 

051 

(23) 生産コストの削減に向けた効率的かつ効果的な施肥技

術の開発（委託プロジェクト） 

 

ア 北陸地域のグライ低地土水田におけるカリウムの適正

施肥指針の策定 

平27～31 

 

 

 〃 

共同：中央農研、山形農

総研、三重農研、宮崎総

農試、鹿児島農総セ 

基盤 
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予算 

区分 
課  題  名 年 次 分  担 

外部資金  

 

052 

053 

054 

055 

(24) 新潟県における子実加害性害虫の発生実態の解明とマメ

シンクイガ対策技術の開発（委託プロジェクト） 

ア  子実加害性害虫の発生実態 

イ  マメシンクイガの被害予測法 

ウ 薬剤防除の効果 

エ 転選機によるマメシンクイガ被害粒の除去能力 

平27～31 

 

 〃 

 〃 

 〃 

 〃 

共同：中央農研、長野農

試 

作研 

 〃 

 〃 

 〃 

外部資金  

 

056 

057 

(25) 各種堆肥・有機質資材の窒素肥効および炭素貯留評価

（委託プロジェクト） 

ア 有機質資材共通の窒素肥効評価法の開発 

イ 有機質資材の炭素貯留効果 

平27～31 

 

 〃 

 〃 

共同：中央農研他 

 

畜研 

 〃 

外部資金  

 

 

 

 

058 

059 

(26) AI を活用した病害虫早期診断技術の開発（委託プロ

ジェクト） 

ア 新潟県のトマト産地で発生する主要病害虫の発生実態

調査と被害進行に応じた電子画像データの取得と人工知

能の実証 

(ア) 主要病害虫の発生実態調査 

(イ) 被害進行に応じた電子画像データの取得 

平29～33 

 

 〃 

 

 

 〃 

 〃 

共同：中央農研他 

 

基盤、園研 

 

 

 〃 

 〃 

外部資金  

 

 

 

 

060 

(27) 新規土壌還元消毒技術を主体としたトマト地下部病害虫

の新防除体系の開発（戦略的イノベーション創造プログラ

ム） 

 

 

ア 信越におけるトマト地下部病害虫の新防除体系の実証 

平26～30 

 

 

 

 

 〃 

共同：中央農研、理研、

北海道道南試験場、青森

県野菜技術セ、千葉県、

岐阜県、富山県、石川

県、和歌山県他 

基盤 

外部資金  

 

061 

062 

(28) 農地利用効率を高める次世代ソーラーシェアリング技術

の開発（NICO市場開拓技術構築開発事業） 

ア  ソーラーパネル設置が水稲の生育、収量に与える影響 

イ  ソーラーパネル設置が大豆の生育、収量に与える影響 

平27～29 

 

〃 

〃 

共同：長岡技科大 

 

作研 

 〃 

外部資金  

 

 

 

063 

064 

065 

(29) 農地利用効率を高める次世代ソーラーシェアリング技術

の開発（NICO市場開拓技術構築開発事業） 

ア 太陽光発電モジュール設置が作物生産に与える影響の解

明 

(ア) ねぎの品質・収量に及ぼす影響 

(イ) えだまめの品質・収量に及ぼす影響 

(ウ) 太陽光発電により得られた電力の作物生産への活用

法の検討 

平28～29 

 

 

 

 〃 

 〃 

 〃 

共同：長岡技科大 

 

 

 

園研 

 〃 

 〃 

外部資金  

 

 

 

066 

067 

068 

 

069 

070 

(30) 農地利用効率を高める次世代ソーラーシェアリング技

術の開発（NICO 市場開拓技術構築開発事業） 

ア 太陽光パネル設置（遮光効果）の山菜栽培に対する影

響調査 

(ア) わらびにおける遮光効果の影響調査 

(イ) うるいにおける遮光効果の影響調査 

(ウ) みょうがにおける遮光効果の影響調査 

イ 特産作物における養液隔離ベッド栽培の検討 

(ア) なすの養液隔離ベッド栽培の検討 

(イ) ユリの高温期栽培における遮光・潅水効果 

平27～29 

 

 

 

 〃 

 〃 

 〃 

 

平 29 

 〃 

共同：長岡技科大 

 

 

 

中山間 

 〃 

 〃 

 

 〃 

 〃 

外部資金  

 

 

 

 

 

071 

072 

073 

074 

075 

(31) 実需者等のニーズに応じた加工適性と広域適応性を持つ

大豆品種等の開発（委託プロジェクト） 

 

ア  ダイズ黒根腐病耐病性育種素材の選抜と育成系統の重粘

土地域適応性評価 

(ア) 黒根腐病耐病性検定 

a 自然発生ほ場における検定 

b 有傷接種試験 

c 黒根腐病耐病性の地域変動の解明 

(イ) 大豆育成系統の系統適応性検定試験 

(ウ) 難裂莢性系統の現地適応性検定試験 

平26～30 

 

 

 

 

 

 〃 

平 29 

平 27～30 

平 26～30 

平 27～30 

共同：中央農研、岩手農

研セ、福島農総セ、長野

野菜試、愛知農総試、三

重農業研、兵庫農技セ、

愛媛農水研、佐賀農研

セ、筑波大 

作研 

 〃 

 〃 

 〃 

 〃 
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予算 

区分 
課  題  名 年 次 分  担 

外部資金  

 

 

076 

 

077 

 

 

078 

(32) 晩播、狭畦無培土栽培を用いたダイズ黒根腐病発病抑制

技術の開発と実証（委託プロジェクト） 

ア 黒根腐病被害軽減対策技術の開発 

(ア) 播種時期と狭畦無培土栽培を組み合わせた黒根腐病発

病状況調査 

(イ) 里のほほえみの播種時期の違いによる黒根腐病発病状

況 

イ 各種対策技術の実証（連絡試験） 

(ア) １回培土の黒根腐病発生抑制効果 

平27～31 

 

 

平27～29 

 

 〃 

 

 

平29～31 

共同：中央農研、秋田

県、福島県、富山県、長

野県 

作研 

 

 〃 

 

 

 〃 

外部資金  

 

 

079 

(33) 大豆多収阻害要因の実態解明と効率的な多収阻害要因改

善の実証（委託プロジェクト） 

 

ア  新潟県における大豆多収阻害要因現地実態調査 

平27～31 

 

 

 〃 

共同：中央農研、青森

県、秋田県、山形県、宮

城県他 

作研 

外部資金  

 

080 

(34) 各種有機物の特徴を生かした田畑輪換土壌の修復（委託

プロジェクト） 

ア 土壌修復効果の指標化と栽培試験による検証 

平27～31 

 

 〃 

共同：中央農研他 

 

畜研、基盤、作研 

外部資金  

 

081 

(35) 米粉に適した品種及び低コスト粉砕技術の開発（委託プ

ロジェクト） 

ア  低コスト製粉技術の開発 

平25～29 

 

 〃 

共同：作物開発セ、東洋

水産（株） 

食研 

外部資金  

 

 

 

082 

083 

(36) 米の新規需要拡大のための輸出を目指した湿熱処理技

術による保存性と生理的機能性の優れた玄米米粉開発（革

新的技術開発・緊急展開事業） 

ア 湿熱処理玄米の製粉条件の設定と生産プロセス開発 

(ア) 湿熱処理玄米の製粉技術の確立 

(イ) 湿熱処理玄米粉を用いたパン製造法の確立 

平28～30 

 

 

 

平 28～29 

平 29～30 

共同：長岡高専、新潟

製粉（株）、（株）ブ

ルボン、新潟大、新潟

薬大、東京大 

食研 

 〃 

 ２ プロジェクト研究   

県単政策  

 

 

084 

085 

086 

 

087 

088 

 

089 

090 

 

 

091 

 

092 

 

093 

 

094 

(37) にいがた農産物バイオサイエンス活用事業 

ア 水稲バイオマーカー技術の開発と実用化 

(ア) 米の品質診断技術の確立と簡易診断技術の開発 

a マーカーセットの構築と品質予測モデルの開発 

b 診断実証 

c 簡易診断技術の開発 

(イ) 出穂前の追肥診断技術の開発 

a 出穂前の環境変化が生体分子に及ぼす影響の把握 

b 水稲の生育に影響する生体分子の探索 

(ウ) バイオマーカー応用技術の検討 

a 品種特性に関係する生体分子の選抜 

b 炊飯米の物性診断技術の検討 

イ 柿イレズミ果の発生要因解明 

(ア) 障害発生園地における障害発生要因の検討 

a 障害果発生園地の障害発生様相と樹の生育におけ

る障害発生要因の検討 

b 障害果発生の再現 

(イ) 障害発生要因の検討 

a 障害の発生要因となる栽培環境と養分吸収量の検

討 

b 障害果の汚損物質の同定と発生要因となる生体内

分子の検討 

平29～31 

 

 

平 29～30 

平 29～31 

 〃 

 

平 29～30 

平 29～31 

 

 〃 

平 29～30 

 

 

平 29～31 

 

 〃 

 

 〃 

 

 〃 

バイオ、基盤、作研、園

研、畜研、食研、佐渡 

 

バイオ、基盤 

 〃 、 〃 

 〃 、 〃 

 

 〃 、 〃 

 〃 、 〃 

 

 〃 、 〃、作研 

 〃 、 〃、食研 

 

 

園研、佐渡 

 

園研 

 

基盤 

 

バイオ 



9 

－ I - 9 － 

予算 

区分 
課  題  名 年 次 分  担 

県単政策  

 

 

095 

096 

 

 

097 

098 

(38) 局所暖房を核とした越後姫の安定した高品質果実生産技

術の開発 

ア クラウン加温技術を活用した高品質果実栽培技術の開発 

(ア) クラウン加温技術が果実品質に及ぼす効果の検証 

(イ) 暖候期の培養液管理の検討 

イ カラーチャートの開発・活用による高品質果実収穫技術

の確立 

(ア) 果皮色を指標とするカラーチャートの開発 

(イ) カラーチャートに基づく収穫適期の解明 

平29～30 

 

 

 〃 

 〃 

 

 

 〃 

 〃 

園研、食研、新潟大 

 

 

園研 

 〃 

 

 

 〃 

食研 

県単政策  

 

 

 

099 

100 

 

101 

102 

103 

(39) 地域特産にんじんの定着・拡大に向けた安定生産技術の

開発 

ア 防除対策技術の開発 

(ア) 緑肥作物、天地返し等耕種的防除法の検討 

a 耐病性品種の検討 

b 反転耕の効果検討 

(イ) 土壌消毒剤等による防除効果の検討 

a 土壌消毒剤の効果検討 

b 土壌消毒剤の効果の持続性 

c 秋季茎葉散布処理の効果検討 

平26～29 

 

 

 

 〃 

 〃 

 

 〃 

 〃 

 〃 

高冷地 

 

 

 

高冷地 

 〃 

 

〃 

〃 

〃 

県単政策  

 

 

 

104 

105 

106 

 

107 

108 

(40) カキのジョイント栽培による省力・早期成園化と既存樹

若返り技術の開発 

ア 平核無、刀根早生のジョイント栽培による植栽～早期成

園化までの簡易な栽培技術の開発 

(ア) ジョイント用苗木の育成技術の開発 

(イ) 平核無、刀根早生における栽培方法の開発 

イ 平核無枝変わり等の有望品種のジョイントによる栽培特

性の解明 

ウ ジョイント栽培における積雪対策技術の開発 

エ カキの高接ぎジョイントによる若返り技術の開発 

平27～30 

 

 

 

平 27～29 

平 27～30 

 〃 

 

平 29～30 

 〃 

佐渡、園研 

 

 

 

園研 

佐渡、園研 

園研 

 

 〃 

佐渡 

県単政策  

 

109 

110 

(41) 新潟県に適した薬用作物（生薬）の選定と生産技術の開

発 

ア 本県に適する薬用植物の探索 

イ 薬用成分の分析手法の検討 

平27～31 

 

 〃 

 〃 

中山間、食研 

 

中山間 

食研 

県単政策  

 

111 

 

112 

113 

114 

115 

116 

117 

118 

119 

(42) 県産農産物の品揃えを豊かにするための有機栽培技術の

拡充 

ア 転換畑におけるサトイモ有機栽培の実証 

イ 野菜の体系的な有機栽培技術の開発 

(ア) レタス 

(イ) ニンジン 

(ウ) ダイコン 

(エ) サトイモ 

(オ) 有機ほ場輪作栽培実証・２年目 

(カ) カリフラワー・ブロッコリー 

ウ 水稲有機栽培における新たな除草技術の開発 

エ コシヒカリ有機栽培安定化のための抑草技術の改善 

平28～30 

 

 〃 

 

 〃 

 〃 

 〃 

 〃 

 〃 

 〃 

 〃 

 〃 

基盤、園研、佐渡 

 

基盤 

 

園研 

 〃 

 〃 

 〃 

 〃 

 〃 

基盤 

佐渡 
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予算 

区分 
課  題  名 年 次 分  担 

県単政策  

 

120 

 

121 

 

 

 

 

122 

 

123 

124 

 

125 

 

126 

(43) 「転作野菜２毛作」の作型及びほ場管理技術の開発 

ア 主力秋作へ繋ぐ「春作栽培法」の開発 

(ア) ５月下旬収穫春植え「寒玉系キャベツ」の栽培法の開

発 

(イ) ７月初旬どり春植えタマネギ栽培法の開発 

イ 野菜苗の活着と生育の安定性確保のための土壌管理手法

の構築 

(ア) 土壌種別の地下水位と野菜苗の活着率や野菜生育の関

係把握 

a 地下水位5㎝から15㎝に落水する定植後日数の検

討 

b 夏まきブロッコリー 

(イ) 適正土壌水分量の把握と現場レベルでの土壌管理基準

の作成 

(ウ) 表面排水を主体とした最適な土壌乾燥手法の開発 

ウ 転作野菜２毛作による所得向上 

(ア) 転作野菜春作栽培の収益性・生産性・導入条件の把握 

平28～30 

 

 〃 

 

 〃 

 

 

 

 

 〃 

 

 〃 

 〃 

 

 〃 

 

 〃 

園研、作研、基盤、企画 

 

園研 

 

 〃 

 

 

 

 

 〃 

 

 〃 

基盤 

 

作研 

 

企画 

県単政策  

 

127 

128 

129 

(44) ズワイガニの非破壊判別法の開発 

 

ア ズワイガニ身入り判別技術の開発 

イ 既存選別技術との比較 

ウ 他の水産物での非破壊測定技術の開発 

平28～29 

 

 〃 

平 29 

 〃 

食研、新潟水海研、新

潟工技総研 

 〃 

 〃 

 〃 

県単政策  

 

130 

131 

(45) フェロモントラップと画像解析技術を組み合わせたカ

メムシの自動モニタリングシステムの開発 

ア 新トラップの作製 

イ カメラ撮影条件の解明 

平28～29 

 

 〃 

 〃 

共同：新潟工技総研中越 

 

作研 

 〃 

※農業総合研究所の略称 

企 画：企画情報部 

基 盤：基盤研究部 

バイオ：アグリ・フーズバイオ研究部 

作 研：作物研究センター 

園 研：園芸研究センター 

畜 研：畜産研究センター 

食 研：食品研究センター 

高冷地：高冷地農業技術センター 

中山間：中山間地農業技術センター 

佐 渡：佐渡農業技術センター 
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（２）研究成果及び調査事業概要 

１ 共同研究 

(1) 早期警戒・栽培管理支援情報伝達システムの実

証 

研究の背景と目的 

メッシュ農業気象データや生育モデルを利用して

開発された水稲早期警戒・栽培管理支援情報伝達シ

ステムの検証を行うとともに地域ユーザの普及的視

点から評価を行い、使い勝手の向上に向け、システ

ム開発にフィードバックする。 

 

001 メッシュ農業気象データの適合性の検証 

  （東・古川） 

気温のメッシュ気象推定値は地点によっては誤差が

目立った。風速の推定値は平地の水田地帯では適合度

が高く、山間地や市街地の近隣では適合度が低くなる

傾向があった。気温の推定誤差が大きい現地において

簡易な気温測定により誤差を補正できる可能性が考え

られた。 

 

002 メッシュ農業気象データを活用した生育診断法

の開発 （古川･土田） 

栽培管理支援情報伝達システムを用いた出穂日の

予測精度には課題が残ったが、玄米タンパク含量を

一定程度に抑制しつつ基部未熟粒を最少化するため

の追肥量の指示や収穫適期の予測は適切であった。

穂揃い期の葉色も適切に誘導された。 

 

003 収穫適期予測の実証 （東・古川） 

本年の登熟条件は平年並み～やや低温だった。胴

割れ予測は実用性が認められたが、早植えで実測値

との差がやや大きかった。こしいぶきも高温登熟で

刈遅れによる品質低下がみられ、出穂後 15 日間の

最高気温が刈遅れによる品質低下との関係が強かっ

た。 

 

004 GIS と既存データを用いた生育モデルの検証 

  （本間・石井） 

早期警戒・栽培管理支援情報伝達システムにおい

て過去の作物統計データを利用して、開発されたシ

ステムで採用されている生育モデルの精度を GIS を

用いて検証した結果、推定出穂日と実測出穂日の差

は平均すると-0.14 日であったが、年次間差（－

1.66 日～＋3.96 日）が認められた。また、推定出

穂日と実測出穂日の差は、明らかに実測出穂日の早

晩に影響を受けたが、実測移植日や標高の影響は少

なかった。 

 

005 早期警戒・栽培管理支援情報伝達システムの評

価 （土田・東） 

システムで予測される出穂期の推定精度を検証し

た結果、出穂期の予測日は実測日よりも平均で 2.6

日遅れた。また、システムの使い勝手を検証するた

め、革新支援担当や普及指導センター等から利用し

てもらい、アンケート調査によって、システムに対

する要望を集約した。 

 

 

(2) 日本海側砂丘地・気候における ICT を活用した

高品質小麦の安定・省力生産技術の開発 

研究の背景と目的 

新潟市農業特区の企業による農業参入の生産法人は

水稲作を対象にしているものが多い。そこで、機械や

設備の効率的利用から、水田地帯に隣接する砂丘畑地

での小麦作について検討や試作が始まっており、これ

らの企業参入による生産法人を主な対象に普及を目指

す。開発した施肥診断技術やICT農機を利用した省力

機械化体系を利用して、生産者による現地実証試験を

行い、これらの結果から栽培マニュアルを作成する。 

 

006 体系技術の有効性評価 （川上） 

小麦の追肥と防除と水稲の耕起・代かき、田植え、

除草剤散布の競合を、開花期追肥と赤かび病防除を

溶液散布によって回避できることが明らかになった。

水稲生産農家が開発技術に新たに取り組むための初

期費用は約 120 万円と見積もられた。 

 

007 NDVI による施肥診断方法の評価 

  （樋口・川上） 

普通畑・転換畑の越冬前の生育において、越冬前

生育量と NDVI は植被率、植被率×葉色と相関が高

く、圃場による違いも小さかった。 

 

008 栽培条件と小麦加工性品質の解明 

  （諸橋・堀井） 

栽培条件と小麦加工適性との関連を検討した。小麦

粉のタンパク質含有率は省力区が標準区に比べて低く、

灰分は標準区と同等であった。醤油加工試験における

割砕小麦の粒度分布は省力区と標準区とで同等だった。

また、醤油麹のpH5.7プロテアーゼ活性も同等で、一

般的な醤油麹を上回る値であった。 

 

 

(3) 新規需要開拓のためのチューリップ新品種育成

と切り花等高品質化技術の開発 

研究の背景と目的 

本県の主要な花き品目であるチューリップの需要拡

大を図るため、チューリップ主要生産県等が連携し、

消費者の購買意欲を高めることが可能な新品種の育成

および高付加価値化技術を開発する。 

 

009 日持ち保証販売および輸出等に対応できる切り

花向け品種の育成 （渡邉・宮島・小池） 

「新潟 19 号」に続く有望系統として、「TX1003」

「TX1311」「TX1012」「TX1404」および「TX2311」

を選抜し、それぞれ「新潟 20 号」「新潟 21 号」

「新潟 22 号」「新潟 23 号」および「新潟 24 号」

とした。いずれの系統も切り花として採花可能で

あったが、「新潟 20 号」および「新潟 24 号」は到

花日数が「クリスマスドリーム」並みで、開花期や

花丈の揃いが良く、比較的作りやすかったのに対し

て、「新潟 21 号」「新潟 22 号」および「新潟 23

号」は到花日数が長かった。 

また、「新潟 19 号」において品質保持剤の併用

処理効果を確認したところ、よい状態で切り花を１

週間以上観賞できることが明らかとなった。 
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010 作型等に応じた切り花の品質保持技術の開発 

 （渡邉・宮島・小池） 

チューリップ色変わり品種を用いて、品質保持剤

処理が観賞時の花色発色に及ぼす影響について検討

したところ、品質保持剤の併用処理を行うことで、

前処理によって弱くなった発色を改善することが可

能であると考えられた。また、併用処理による発色

の改善効果には品種間差がみられ、特に‘新潟 9号’

では、併用処理でも赤色の発色が強く外観上の変化

が認められており、色変わり品種という特性を引き

出していた。 

 

 

(4) エチレン非依存性花きの品質保持技術開発研究 

研究の背景と目的 

農研機構野菜花き部門がユリから単離した老化関

連候補遺伝子を抑制する形質転換ユリを作出し、切

り花の老化特性を評価することにより老化に関連す

る遺伝子を特定する。また、雄性不稔ユリで高効率

の遺伝子導入方法と外来遺伝子を逐次導入する方法

を開発する。 

 

011 ユリ実用品種における効率的な形質転換系の確

立 （佐藤・野水） 

遺伝子組換え体の選抜に適した培地中のグルホシ

ネート濃度範囲を検討した結果、200 mg/L以下で不

定芽が得られ、その数はグルホシネート濃度が低下す

るにつれて増加した。またBar遺伝子が検出されない

不定芽はほぼ認められなかった。 

 

012 ユリの老化を制御する遺伝子の特定 

 （佐藤・野水） 

ユリ切り花の老化に関連すると推定される５種類の

遺伝子を、それぞれ抑制するためのコンストラクトを

導入したユリ球根を養成し、特定網室へ定植した。 

 

 

(5) 海外植物遺伝資源の遺伝特性解析・収集

（PGRAsia 海外ナス遺伝資源の特性解明） 

研究の背景と目的 

東南アジアのナス遺伝資源について、日本国内で

の利用を促進するため、その特性を評価するととも

に種子の増殖を図る。 

 

013 ナス遺伝資源の特性評価および種子増殖 

 （濱登・田崎） 

農研機構保有のナス遺伝資源 48 系統について特

性評価と種子増殖を行った。うち 47 系統で種子が

得られ、目標の 50g 以上の種子を得られたのは 23

系統であった。また、共同研究相手国であるラオ

ス南東部において、ナス遺伝資源の探索収集を

行った。各地で栽培されているナス属植物および

市場で販売されている果実を収集した。探索全期

間で、32 の村から 200 点のナス属遺伝資源を収集

した。 

 

 

(6) 植物ウイルスに対するテーラーメイド抵抗性を

付与した高付加価値花卉の開発 

研究の背景と目的 

ユリの栽培において近年 Plantago asiatica 
mosaic virus (PlAMV)と Lily mottle virus 
(LMoV)という２種類の植物ウイルスが発生し、大き

な問題となっている。そこで、作用機序・作用標的

の異なる複数のウイルス抵抗性遺伝子を導入したユ

リを作出し、導入した遺伝子のウイルス抵抗性を評

価する。 

 

014 複合抵抗性を付与した PlAMV 抵抗性ユリの作出 

 （佐藤・野水） 

前年度に遺伝子導入したユリカルスから選抜培養を

行い、PlAMV複合抵抗性コンストラクトを遺伝子導入

した不定芽及び球根を再生した。 

 

015 複合抵抗性を付与した LMoV 抵抗性ユリの作出 

 （佐藤・野水） 

LMoV複合抵抗性コンストラクトをユリに遺伝子導

入した。前年度に遺伝子導入したユリカルスから選抜

培養を行い、不定芽及び球根を再生した。 

 

 

(7) 国産果実安定生産のための花粉自給率向上に繋

がる省力・低コスト花粉採取技術の開発 

研究の背景と目的 

ニホンナシやキウイの輸入花粉依存から脱却するた

めの国産花粉供給技術を開発する。園研は、花粉使用

量削減技術と自家和合性品種の活用技術の開発を行う。 

 

016 ナシの除芽、摘蕾等による花粉使用量削減効果

の検討 （松本・根津） 

着果管理に要した合計時間を比較すると、慣行の摘

らい12芽区に比べ８芽に花芽数を制限した除芽８芽

区で４割短縮することが可能だった。このことから除

芽や摘らいで花芽数を制限することにより、着果管理

に要する時間を削減でき、人工受粉用の花粉消費量も

削減できる可能性が示唆された。 

 

017 ナシ自家和合性品種導入による無受粉栽培技術

の検討 （松本・根津） 

農研機構育成「なるみ」や新潟県育成「新美月」、

「新王」などの自家和合性品種について結実性の評価

を実施したところ、自家和合性に品種間差が認められ、

その差は不受精果の発生程度による差が関係している

と考えられた。 

 

 

(8) モモ・ナシの高品質・安定生産を実現する病害

防除技術体系の実証研究 

研究の背景と目的 

近年、我が国のモモ・ナシ産地で多発生しているモ

モせん孔細菌病、ナシ黒星病、セイヨウナシ褐色斑点

病の多発生により果実生産が困難となる地域が生じて

いる。園研は、多目的防災網の効果的利用技術による

モモせん孔細菌病の防除体系を確立するための栽培技

術を開発する。さらに、セイヨウナシ褐色斑点病の被
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害を軽減する効率的な落葉処理技術並びに効果的な殺

菌剤の探索と散布体系を開発する。 

 

018 多目的防災網の効果的利用技術 （松本・棚橋） 

多目的防災網の利用により防災網内は外に比べ有意

に風速を低く抑えることが可能で、それによりせん孔

細菌病の発生を明らかに抑制し、高い効果を示すこと

を明らかにした。また、防災網による果実品質や収量

への影響はなく、せん孔細菌病や鳥害などによる被害

防止効果もあり、健全果の収量が大幅に増加すること

が明らかとなった。 

 

019 効率的な落葉処理技術の改良と検証 

 （棚橋・堀川） 

落葉の収集効率や作業時間並びに収集した落葉の

処理の簡便性から、作溝収集体系の有効性が高かっ

た。連続して落葉除去を実施することにより効果が

高まることが明らかになった。堆肥化や長期堆積し

た落葉からも胞子が飛散した。さらに当年に落葉し

た病葉において、12 月下旬頃から子のう胞子の形

成が確認された。 

 

020 効果的な殺菌剤の探索と散布体系 

 （棚橋・宮嶋） 

フルオルイミド剤とピラジフルミド剤はセイヨウ

ナシ褐色斑点病の防除に有効であると考えられた。

石灰硫黄合剤等の薬剤は、本病の初期発病を抑制す

る傾向が見られた。ペンチオピラド剤とピラベンカ

ルブ剤にチウラム剤を混用すると葉の発病に対して

は効果が増強されたが、果実発病に対する効果は剤

により異なった。次年度以降も試験を実施して、防

除の安定性を検証する予定である。 

 

021 防除効果の科学的検証 （棚橋・根津・宮嶋） 

病落葉の有無が、本病の発生に強く影響していた。

落葉除去は、分生子の飛散開始を遅延させるととも

に飛散量を減少させた。雨よけ栽培は、病葉の有無

で防除効果が異なった。感染好適条件の出現状況が

園地や栽培環境により異なった。今後さらに解析を

進めることにより、園地環境の改善の指標や薬剤時

期に微気象データを活用できると考えられた。 

 

 

(9) 果樹生産の大幅な省力化に向けた作業用機械の

自動化・ロボット化と機械化樹形の開発 

研究の背景と目的 

果樹の樹冠を平面的に配置できる共通的な樹形に

よる生産技術を開発するとともに、共通的に利用可

能な自動走行車両、収穫ロボット等の画期的省力機

械を開発し、作業の省力化を図る。園研は、ロボッ

ト化機械化を想定した低樹高ジョイント樹形による

セイヨウナシの省力的栽培方法を開発する。 

 

022 ロボット利用を可能とする新樹形開発 

 （根津・松本） 

植栽３年目で初収穫が可能となった。「ル レクチ

エ」よりも「ラ・フランス」の方が収量が多かった。

側枝誘引角度の違いによる果実品質への影響は判然と

しなかった。また、棚栽培樹と比較しても品質につい

て問題となるような点はなく、低樹高ジョイント樹形

による栽培は可能であると考えられた。 

 

023 新樹形用苗木大量供給技術の開発 

 （松本・根津） 

本年は全般的に発根が遅れ生育不良となり、予定さ

れた処理が実施できなかった。 

 

 

(10) 次世代の果樹栽培法「根圏制御栽培法」導入

実践による産地活性化 

研究の背景と目的 

既存の果樹園では樹の老木化や土壌病害等による収

量・品質の低下が深刻である。また、米価低迷の中、

園芸生産も含めた水田のフル活用が求められている。

栃木県農業試験場が開発したニホンナシの「盛土式根

圏制御栽培法（以下、根圏）」は樹を直接土壌に植え

るのではなく隔離して栽培し、早期成園化や高品質多

収が可能となるため改植の推進や水田土壌での果樹導

入が期待できる。そこで、水稲との複合経営で取り組

みやすいモモとイチジクにおいて根圏の実用性を解析

する。 

 

024 モモの根圏栽培の実用性の検討 

  （若桑・種村・根津） 

定植２年目において、根圏区では収量が１ｔ/10a

となり早期に成園化できる可能性が明らかとなった。

根圏区は地植区に比べ樹体生育量が抑えられたが１樹

収量が上回ったことから、果実の生産性が高いと考え

られた。しかし、根圏区では追肥が必要となったが、

施肥労力を考慮すると全量基肥体系が望ましく、葉色

や窒素利用率、落葉の傾向などから根圏区では施肥量

が不足した可能性も考えられる。今後は根圏モモに適

するロング肥料の施肥量や溶出タイプの検討が必要で

ある。 

 

025 施肥管理の検討 （若桑・遠藤・種村） 

桝井ドーフィンにおけるリニア型肥効調節肥料の施

肥量を検討した。その結果、施肥量の増加により、新

梢長や着果、葉色などの生育には影響が少ないが、２

年生株では有意に収量が増加し、３年生株では収量が

わずかではあるが増加する傾向が見られた。これらか

ら、２～３年生株の１樹当たり施肥量は500gが適当

と考えられる。また、２年生株定植では、定植時に全

量一括施肥で良いと考えられる。 

 

026 かん水管理の検討 （若桑・遠藤・種村） 

収穫期間の日射比例かん水制御により桝井ドーフィ

ンの高糖度生産を期待したが、効果は見られなかった。 

 

027 資材等の検討 （若桑・遠藤・種村） 

培土を籾殻と牛糞堆肥の２層培土にすると、桝井

ドーフィンの１年生株では挿し木当年に一文字主枝を

形成でき、320kg/10aの収量が得られた。培土の経費

は慣行（赤玉土とバーク堆肥の混合土）の３％ほどに

削減できることが示された。 
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028 土地利用型農業経営体の実践 （若桑・遠藤） 

水田５a と転換畑５a の合計 10a にイチジクの根圏、

コンテナ、地植をそれぞれ導入した結果、根圏は２年

目ではまだ樹冠が埋まっていないためコンテナに次ぐ

収入及び労働時間で、次年度順調に主枝が延長すれば

３年目での成園化が期待できる。コンテナは成園並の

収入が得られ、労働時間も露地イチジク栽培県経営指

標の295時間と同等で、２年目でほぼ成園化したと考

えられる。地植は転換畑での生育が順調で支出が少な

いため収支累計が唯一プラスとなったものの、水田で

の湿害で主枝形成が遅れた影響で収入が少なく、成園

化の遅れが懸念される。 

 

 

(11) 輸出のための球根類ネット栽培体系の確立・

普及 

研究の背景と目的 

チューリップ球根の植込・収穫作業の大幅な省力

化が期待できるネット栽培用の植込・収穫機械につ

いて、新潟県のチューリップ球根栽培面積の３分の

２を占める砂丘畑での利用方法を検討し、球根の品

質を低下させずに収量を増加させる新たな機械化体

系を開発する。 

 

029 除草剤滴下処理によるウイルス罹病株枯殺方法

の検討 （渡邉・宮島・小池） 

生育期間中に除草剤を滴下処理することによって

ウイルス罹病株を枯死させること（枯殺）を目的に、

除草剤の種類、処理時期および品種間差等について

検討したところ、プリグロックス Lおよびタッチダ

ウン iQ とも球根枯殺効果はほぼ同等であり、今回

調査に用いた品種や処理時期の範囲では高い処理効

果を示した。しかし、両除草剤とも子球まで完全に

枯殺することはできず、掘り上げ時に罹病球根が混

在する可能性が示唆された。また、タッチダウン

iQ については枯れ始めるまでに 1週間程度の日数

がかかるため、更なる感染源になる可能性も考えら

れた。 

 

 

(12) 花き日持ち性向上対策実証事業 

研究の背景と目的 

本県が全国一の切り花産地であるユリ、チューリッ

プおよび日持ちしないアイリスについて、実用的な切

り花品質保持技術を確立することによりさらなる需要

の拡大を図るため、全国の参画機関と連携して、これ

まで開発されてきた品質保持技術の改善と実証を行う。 

 

030 ユリ類切り花 （小池・種村・渡邉） 

八重咲き品種「マイウエディング」の後処理にユ

リ・アルストロメリア用フラワーフードを用いること

で小花の開花率の向上や葉の黄化抑制、切り花の日持

ちが延長することを確認した。また、エチレンガスの

曝露処理によりLAユリにおいてエチレンの感受性が

高いことが明らかとなった。 

 

031 シャクヤク切り花 （種村・渡邉・小池） 

早切りした「滝の粧」に対する STS による前処理は、

処理濃度を0.4mMにすることにより３時間処理でも

0.2mMの 24時間処理と同等の開花率向上効果や日持

ち期間延長効果が得られることが明らかとなった。 

 

032 その他宿根切り花 （種村・渡邉・小池） 

ハナハスにおいて蒸散量を補う分の水分が花弁へ十

分に移行していない可能性が示唆された。また、10℃

の冷蔵庫で３日程度湿式保管できることを確認した。

アスチルベおよびリアトリス切り花に糖質の後処理の

効果は非常に高いことを確認した。 

 

 

(13) 乳用牛の生涯生産性向上のための育種手法の

開発 

研究の背景と目的 

乳用牛の生涯生産性や体型の改良等に資する研究開

発を行い、エネルギーバランス、耐暑性などの新たな

形質について、長命連産性との遺伝的な関係を明らか

にすることを軸に、多面的な形質を考慮した生涯生産

性評価のための新たな総合指数を作成するために必要

なデータを取得する。 

 

033 乳用牛の泌乳中のエネルギーバランスにおける

遺伝的能力評価形質の探索 （荒木） 

春季９頭、秋季８頭、延べ17頭分の泌乳試験を通

じて解析に必要なデータを取得し、試料を送付した。 

これまでの解析結果から、搾乳牛のエネルギーバ

ランスが負から正に転じる時期は分娩後 50 日頃で、

泌乳初期のエネルギーバランスが繁殖性に影響する

傾向が示された。 

 

 

(14) 粗飼料自給率 100％を目指すアルファルファ

単播草地の造成・管理法と省力的な収穫・調製技

術の確立 

研究の背景と目的 

国内で育成されたアルファルファの市販品種を対象

に品種特性を解明し、積雪地域における大型機械作業

による栽培に適した品種を選定する。また、播種期、

播種方法、刈り取り時期・回数、安価な資材の利用を

検討し、積雪地におけるアルファルファ単播草地の省

力的な造成法と管理技術を確立する。 

 

034 積雪地域における品種特性と生産力の解明 

  （長谷川） 

３品種（「ケレス」「ネオタチワカバ」「ハルワカ

バ」）を供試し、収量が若干低い可能性があるものの

耐雪性と耐倒伏性に優れる「ケレス」が積雪地におけ

る有望品種と考えられた。 

 

035 積雪地向けの省力的な草地造成・管理技術の開

発 （小柳） 

秋播き栽培での播種時期は、９月１日前後または

10月１日前後が適正と考えられた。９月16日前後の

播種は雑草（スズメノカタビラ）との競合のため不適

と考えられた。春播き栽培では、夏雑草との競合を回

避するために消雪後できるだけ早く播種することが望

ましいと考えられた。秋播き栽培での適正な刈取り間
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隔および刈取り回数として５回早刈が良いと考えられ

た。 

 

036 資材コスト低減の検討 （小柳） 

鶏ふん堆肥は造成時における安価な石灰資材兼カリ

肥料として利用できると考えられた。 

 

 

(15) 府県における自給飼料生産利用技術の開発と

実証 

研究の背景と目的 

これまで泌乳牛へ飼料用米を給与する場合、乾燥し

た飼料用玄米や籾米を破砕して他の飼料と混合する研

究が多く行われてきたが、飼料用米の低コスト貯蔵が

可能とされる籾米サイレージについては、給与試験

データがほとんどない。そこで、①サイレージ調製・

保管技術を開発、②乳牛の健康や生産性を損なうこと

なく籾米サイレージを給与する方法を検討し、最大可

能給与量を明らかにする。③さらに、効率的給与技術

を開発し、実証試験を行い、生産費低減効果を検証す

る。 

 

037 籾米サイレージの最大可能給与量の解明 （小橋） 

分離給与条件で泌乳牛９頭を用いて籾米サイレージ

を全飼料中に20％給与する飼養試験を行った。その

結果、採食量や乳生産、乳成分に影響することなく、

分離給与条件で全飼料中に乾物で籾米サイレージを

20％給与できる可能性が示された。 

 

038 効率的給与技術の開発と実証 （小橋） 

実証試験地域の佐渡における生籾を用いた籾米サ

イレージ調製方法を検討した結果、デリカ社 DHC-

4010 で水分 25～30％の生籾を破砕した場合、破砕

機排出口が詰まる可能性が高く、調製方法の改良が

必要であることが明らかになった。 

 

 

(16) 乳用牛の泌乳平準化と AI の活用による健全性

向上技術の開発 

研究の背景と目的 

乳用牛の生涯生産性を高めるために、泌乳前期にお

ける過度な泌乳量の増加を抑制しつつ泌乳量を持続さ

せる新たな飼養管理手法を開発する。 

 

039 酪農現場における泌乳平準化による健全性向上

効果の経済評価 （宮腰） 

泌乳平準化による健全性向上効果を検証するために、

県内酪農家４戸の経営概況及び育種価情報を調査した。

泌乳持続性育種価を階層別に分けて乳房炎治療費と

の関係を解析したところ、２戸の酪農家では泌乳持

続性育種価の高いグループで１頭当たりの治療費が

減少する傾向を示した。 

 

040 乾乳期短縮技術の高度化による乾乳期飼養省力

化と分娩後の健全性向上 （宮腰） 

乾乳期短縮技術による飼養省力化と分娩後の健全性

向上について検討するため、飼養試験を実施した。乾

乳期間を慣行の60日から35日に短縮すると、分娩

後の乾物摂取量と乳量は 60 日慣行区よりも少なく

なるが、35 日短縮区では初回受精が早く、受胎率

が高まる傾向を示した。 

 

 

(17) 薬用作物の国内生産拡大に向けた技術の開発 

研究の背景と目的 

トウキ、ミシマサイコ生産が見込まれる本州以南の

各地域で栽培体系・調整法、経営内容を調査し、同一

系統の種苗・栽培マニュアルに基づいて統一的に栽培

し、適した条件を解明する。 

 

041 本州以南におけるトウキの栽培適性の解明と持

続的栽培技術の開発 （諸橋） 

昨年までの栽培試験によりに当県を含む本州北部県

の収量性は良く、品質も良好であることがわかった。 

生薬会社に協力してもらい品質評価を行ったが、堅

さや、匂いが足りないとの評価であった。 

 

042 本州以南におけるミシマサイコの栽培適性の解

明と持続的栽培技術の開発 （諸橋） 

収量性は本州南の県に比べ低く、採種についても結

実しないので難しい。また、品質評価では、褐変の有

無や、堅さに課題があることが判明した。 

 

 

(18) 農耕地からの一酸化二窒素ガス発生を削減し

作物生産性を向上する微生物資材の開発 

研究の背景と目的 

窒素施肥に伴って畑地から放出される一酸化二窒素

(N2O)は強力な温室効果ガス(GHG)であり発生量削減技

術の開発が急務である。その一方、有機質肥料には養

分供給だけではなく作物の生育を促進する機能を付与

することが求められている。そこで、土壌からN2Oを

消去する微生物の肥料への適切な添加技術を確立する

とともに、GHG放出量削減と植物生育促進を両立した

画期的な微生物資材の生産を行う。 

 

043 肥料添加型資材の圃場試験 （白鳥・太田） 

微生物資材の製品化を念頭に、微生物のキャリアと

なる素材を検討し、植物繊維系素材（ココナッツピー

ト）がキャリアとして有効であり、Herbaspirillum 
54を室温にて６ヶ月以上生存させることが可能と

なった。さらに、この素材の土壌への施用により菌食

性土壌動物が繁殖・活発化してN2Oを生成する糸状菌

を摂食することにより有機質肥料からのN2O発生が約

50％低減すると考えられた。 

 

 

(19) 除草ロボット導入による省力的水稲有機栽培

の実証 

研究の背景と目的 

みのる産業（株）などが中心となって開発してき

た除草ロボットの姿勢制御システムを改良して水田

の端における自律旋回性能を向上させると共に、１

ha 以上の栽培規模においてもオペレータの作業拘

束時間が３時間/作/10a 程度となるような効率的ロ

ボット運用方法を確立し、実証する。 
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044 除草ロボット導入を前提とした中規模栽培技術

体系の実証 （白鳥・渡辺） 

専業農家の基盤整備済水田において除草ロボット

を唯一の除草手段とする有機栽培を実践し、ロボッ

トの誤動作を最小限に留めるための栽培条件を明ら

かにすると共に、雑草残草量の目標を達成した。 

稲列追従走行時（稲列を跨いでの直進走行）の誤

動作（迷走）発生頻度は、栽植密度を 50 株から 70

株/坪に高めることよって半減した。また、移植苗

が小さいとロボットが稲列を認識できないため、移

植苗の苗丈は 20cm 程度が適当と考えられた。水田

の端 （枕地）における旋回成功率向上を目的とし

て畔に畔波シートを設置したが（畔草を稲と誤認さ

せないため）、明瞭な効果は認められず、検討の余

地が残った。栽植密度 70 株/坪の条件で除草ロボッ

トを運用することにより、幼穂伸長期の雑草残草量

を 50g/m2（乾物重）以下に抑制することができた。 

 

045 除草ロボットの効率的運用方法の確立と省力栽

培の実証 （白鳥・渡辺） 

農家水田においても大苗密植により水稲移植後４

日目から自律走行による稲列追従を問題なく行えた。

一方、現状（旧式）の姿勢制御システムを搭載した

除草ロボットでは、現場対応可能な様々な対策を講

じてもロボットの旋回成功率は 10～34％に留まり、

新型の姿勢制御システムの搭載が不可欠と示唆され

た。除草ロボットによる除草効果は十分高く、幼穂

伸長期の雑草残存量は目標とする 50g/m2以下に抑

制され、収量もほぼ目標の 450kg/10a に到達した。 

 

 

(20) 生食用野菜の栽培過程におけるリステリアの

損傷化と可食部汚染機構の解明 

研究の背景と目的 

近年、欧米ではキャベツやメロンが原因食材とし

てリステリアによる食中毒が発生している。リステ

リアは農業用水や土壌中に生残することが知られて

おり、国内の生食用野菜の栽培過程において、リス

テリアによる汚染リスクを損傷化と合わせて明らか

にする。 

 

046 キャベツの栽培段階におけるリステリアの損傷

化と可食部汚染機構の解明 （前田・渡辺） 

キャベツの栽培過程において、リステリアは栽培土

壌中で損傷化するとともに栽培期間を通して一定の菌

数で生残することが明らかとなった。一方で、栽培初

期にキャベツの葉面に接種したリステリアは、収穫時

までは生残しないことが明らかとなった。 

野菜の栽培管理作業で使用するハサミの消毒条件に

ついて、リステリアを対象に検討した結果、塩素系消

毒剤10分間浸漬処理が最も有効であった。 

 

 

(21) 土壌実態調査による土壌管理と土壌炭素量の

関係解明（農地管理実態調査） 

研究の背景と目的 

温室効果ガス排出量については、温室効果ガスイン

ベントリを毎年作成し、国連気候変動枠組条約事務局

に提出することが義務付けられている。この温室効果

ガスインベントリ報告に必要なデータを収集するため、

新潟県の農地・草地における土壌の炭素量や土壌炭素

の含有量に影響を及ぼす有機物管理の方法など農地管

理の実態調査を実施する。 

 

047 定点調査 （石井・本間・水野） 

平成29年度は水田22点、普通畑１点、樹園地１点

の合計24点の定点を設置した。 

土壌群別地点数ではグライ低地土が12点（50％）

と最も多く、次いで灰色低地土５点（21％）、グライ

台地土４点（17％）、他は黒ボクグライ土と非アロ

フェン質黒ボク土、褐色森林土が各１点であった。深

さ30cmまでの土壌炭素量は、グライ低地土が

68.5t/ha、灰色低地土が60.0t/ha、グライ台地土が

68.0t/ha、黒ボクグライ土が109.1t/ha、非アロフェ

ン質黒ボクが49.0t/ha、褐色森林土が108.9t/ha

だった。 

 

048 基準点調査 （石井・本間・水野） 

深さ30cmまでの土壌炭素量は、前年同様、細粒質

表層灰色グライ低地土（有機物連用区34年）では総

合改善区が、中粒質普通灰色低地土（有機物連用区

28年）では稲わら区が多かったが、有機物を施用し

ても化学肥料単用区と同程度または、下回る区も見ら

れた。一方、2008年を基準とした稲わら区

Equivalent soil mass 法による補正（以下EMS法）

を行うと、有機物を施用した総合改善区、堆肥区、稲

わら区の３区はほぼ同等の炭素量だが、化学肥料単用

区は他の３区より少なく、有機物連用の有無による差

異が明確となった。 

 

 

(22) 農地土壌炭素蓄積量等基礎調査事業（農地管

理技術検証） 

研究の背景と目的 

環境保全型農業技術の導入により収量・品質を維

持しながら畑地への窒素投入量を削減するとともに、

温室効果ガスである一酸化二窒素(N2O)生成メカニ

ズムを把握することにより、農耕地からの N2O 発生

量を総合的に削減する技術を開発する。 

 

049 黒ボク土壌における肥効調節型肥料の施用に伴う

温室効果ガス発生に関する調査 （白鳥・太田） 

被覆燐硝安加里においても被覆硝酸カルシウムとほ

ぼ同様の削減効果が確認された。被覆燐硝安加里区、

被覆硝酸カルシウム区では土壌中の硝酸態窒素がやや

高く推移してもN2O生成がほとんど見られなかったこ

とから、本試験ほ場でのN2O生成はアンモニア態窒素

の硝化に由来するものであることが再確認された。 

 

050 畑地からのN2O 発生メカニズムの解明 

  （白鳥・太田） 

北海道農研、福島、新潟、滋賀、愛媛の５地点にお

いて、被覆硝酸カルシウムを用いたN2O 発生削減効果

の実証試験を行った結果、N2O 発生削減効果がみられ

た地点（新潟、滋賀）と、有意な削減効果がみられな
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かった（北海道、愛媛）地点、また慣行区と発生量が

同程度であった地点（福島）があり、地点によりN2O 

発生削減効果に大きな違いがみられた。今後、土壌の

物理性診断等を用いて、当該圃場が硝化と脱窒のどち

らが優先になるかを推定する技術を開発する必要があ

ると考えられた。 

 

 

(23) 生産コストの削減に向けた効率的かつ効果的

な施肥技術の開発 

研究の背景と目的 

新潟県を代表する低地土水田において無カリ栽培を

継続し、交換性カリの減少速度を把握する。また、カ

リ施用量の異なる施肥試験を実施し、交換性カリを維

持するための施肥量を検証するとともに土壌とかんが

い水からの供給量に応じた減肥指針を策定する。 

 

051 北陸地域のグライ低地土水田におけるカリウム

の適正施肥指針の策定 （水野・石井・本間） 

水稲の生育、収量及び品質にはカリ施用量による

影響は認められなかったが、稲体カリ吸収量はカリ

無施用区において少ない傾向がみられた。県内主要

河川のカリ濃度は、県北・県南に比べ県央部で高

かった。水田でのカリ収支把握試験の結果から、稲

体カリ吸収量に占めるかんがい水の寄与率は 5.8～

9.4％と推定された。 

 

 

(24) 新潟県における子実加害性害虫の発生実態の解

明とマメシンクイガ対策技術の開発 

研究の背景と目的 

栽培法や履歴が異なる多数の大豆圃場において、

マメシンクイガ等の子実害虫の発生実態調査等を行

い、トラップ誘殺数や大豆連作年数等の栽培要因と

被害量との関係を解明する。また、輪作や薬剤散布

のマメシンクイガの被害軽減効果を明らかにする。

これらにより、マメシンクイガの被害リスク推定法

の開発とその適合性の検証を行い、防除対策マニュ

アルの作成を支援する。 

 

052 子実加害性害虫の発生実態 （石本・岩田） 

大豆連作年数や圃場条件が異なる県内４地区、32

の大豆圃場でマメシンクイガのフェロモントラップ調

査、被害粒調査を行った。得られたデータは被害予測

法の開発等に供した。 

 

053 マメシンクイガの被害予測法 （石本・岩田） 

発生実態調査データを用いて、前年の被害粒率と当

年のフェロモントラップ誘殺数、当年のフェロモント

ラップ誘殺数と当年の被害粒率の関係を解析した。年

の被害粒率、当年のトラップ誘殺数は、被害予測の指

標として利用できる可能性が確認された。 

 

054 薬剤防除の効果 （石本・岩田） 

マメシンクイガに対する主要殺虫剤の防除効果を、

圃場試験により評価した。クロラントラニリプロー

ル水和剤、MEP 乳剤は十分な効果があったが、エ

トフェンプロックス乳剤の効果は低かった。ダイア

ジノン粒剤の防除効果は、４kg 散布と６kg 散布で

違いはみられなかった。 

 

055 転選機によるマメシンクイガ被害粒の除去能力  

  （岩田・石本） 

大豆生産におけるマメシンクイガの被害を査定す

るため転選機の被害粒除去能力を検討した。転選機

による形状選別はマメシンクイガによる著しい被害

粒を中心に、およそ２～３割の被害粒を除去すると

思われた。転選機以外の選別方法も考慮してマメシ

ンンクイガの被害を査定する必要がある。 

 

 

(25) 各種堆肥・有機質資材の窒素肥効および炭素

貯留評価 

研究の背景と目的 

有機質資材・有機質肥料全般に適用できる窒素肥効

評価法を開発する。さらに現場で活用できるように評

価法を簡便化する。また、共同研究機関で開発される

混合堆肥複合肥料や導入される緑肥について炭素貯留

効果を評価するとともに、混合堆肥複合肥料を活用し

た水稲栽培での減化学肥料栽培を実証する。 

 

056 有機質資材共通の窒素肥効評価法の開発 

  （小柳） 

酸性デタージェント可溶有機態窒素(ADSON)とアン

モニア態窒素を指標とした畑条件下での当年度最大窒

素肥効（30℃12週培養無機態窒素相当）と速効性窒

素（30℃４週培養無機態窒素相当）の評価法を開発し

た。 

 

057 有機質資材の炭素貯留効果 （小柳） 

土づくり効果の指標となる化学分析値として、混合

堆肥複合肥料ではADF（酸性デタージェント繊維）含

量、緑肥と混合堆肥複合肥料共通ではADL（酸性デ

タージェントリグニン）含量がそれぞれ有望であった。 

 

 

(26) AIを活用した病害虫早期診断技術の開発 

研究の背景と目的 

新規就農者や普及指導員等が、農業現場でタブレッ

ト端末等を用いて病害虫を診断し、対策するための診

断システムを開発する。新潟県はトマトを担当し、他

機関でナス、キュウリ、イチゴを開発する。 

 

058 主要病害虫の発生実態調査 

  （堀川・宮嶋・棚橋・長谷川） 

新潟県のトマト産地で問題となる主要病害虫につい

て、共済支払い件数、防除所のトマト病害虫巡回調査

のデータ、普及指導センターからの情報をもとに10

種を選抜した。 

 

059 被害進行に応じた電子画像データの取得 

  （堀川・宮嶋・棚橋・長谷川・前田・渡辺） 

電子画像データとして、うどんこ病 1122 枚、ヒラ

ズハナアザミウマ 81 枚、サビダニ 51 枚、無病徴

1621 枚を収集した。また、次年度以降に使用する病
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原菌の分離・同定を行うとともに、青枯病については

人工気象機を用いて発病条件を明らかにした。 

 

 

(27) 新規土壌還元消毒技術を主体としたトマト地下

部病害虫の新防除体系の開発 

研究の背景と目的 

トマト産地では連作等による青枯病等の土壌病害

の発生が大きな被害をもたらしている。本病害の防

除対策として、エタノールや廃糖蜜を用いた土壌還

元消毒法の有効性が示されているが、作業の煩雑さ

と資材コストが普及の妨げとなっている。そこで、

本研究では低コストで処理作業が容易な新規資材を

用いた土壌還元消毒法技術を開発する。 

 

060 信越におけるトマト地下部病害虫の新防除体系

の実証 （前田・渡辺） 

県内３地域において、糖含有珪藻土を用いた土壌

還元消毒法を実証した結果、青枯病及びネコブセン

チュウに対して高い消毒効果を示すことが明らかと

なった。また、高接ぎ木法との組み合わせ防除によ

り、消毒後にトマトを３作栽培してもその効果が維

持されることを確認することができた。 

水はけの良い砂質土壌であっても暗渠を閉めるこ

とで土壌は還元化するため、本消毒法を利用できる

ことが明らかとなった。 

 

 

(28) 農地利用効率を高める次世代ソーラーシェア

リング技術の開発 

研究の背景と目的 

同じ土地で農業と太陽光発電を両立させる「ソー

ラーシェアリング」市場が急成長し、新エネルギー

の普及と農業活性化へのニーズは将来的にも高い。

一方、本技術はまだ新しく、稲作との両立について

は事例も少ない。そこで、新規に開発された透過型

太陽電池モジュールによる日射特性が作物の生育に

与える影響を調査し、ソーラーシェアリング可能な

モジュール開発の参考とする。 

 

061 ソーラーパネル設置が水稲の生育、収量に与え

る影響 （南雲・樋口） 

水稲に対し、ソーラーシェアリングを想定して樹脂

製ネットで遮光栽培し、生育・収量を調査した。その

結果、遮光程度に従い収量への影響が示唆された。 

 

062 ソーラーパネル設置が大豆の生育、収量に与え

る影響 （藤田・川上） 

大豆に対し、ソーラーシェアリングを想定して樹脂

製ネットで遮光栽培し、生育・収量を調査した。その

結果、光の透過率が５割程度となると収量が２割以

上低下することが確認された。 

 

 

(29) 農地利用効率を高める次世代ソーラーシェア

リング技術の開発 

研究の背景と目的 

太陽光発電モジュール設置が園芸作物の品質・収量

に及ぼす影響を明らかにし，発電と作物生産両立の可

能性を評価する。 

 

063 ねぎの品質・収量に及ぼす影響 

 （長谷川・遠藤） 

モジュール設置により日射量は約４割減となったの

に対し、ねぎの収量は、９月下旬で47％減収、11月

上旬では31％の減収であった。 

 

064 えだまめの品質・収量に及ぼす影響 

 （長谷川・遠藤） 

モジュール設置により日射量は約４割減となったの

に対し、エダマメの収量は、新潟系14号が33％、新

潟茶豆が19％の減収であった。 

 

065 太陽光発電により得られた電力の作物生産への

活用法の検討 （遠藤・長谷川） 

太陽光発電した電力を利用してアスパラガスにかん

水またはかん水同時施肥を行った結果、根株重は対照

区の1.6～1.8倍に増加した。 

 

 

(30) 農地利用効率を高める次世代ソーラーシェア

リング技術の開発 

研究の背景と目的 

新規開発が見込まれる光透過型ソーラーパネルの農

用地における設置についての影響を調査する。比較的

強日射を嫌う山菜類への影響を調査する。 

 

066 わらびにおける遮光効果の影響調査 （坂牧） 

ソーラーパネル下でのわらび栽培を想定し、遮光が

わらびの収量に与える影響を調査した。60％までの遮

光であれば慣行栽培の80％以上の収量が確保される

ことが示唆された。 

 

067 うるいにおける遮光効果の影響調査 （坂牧） 

比較的強日射を嫌うみょうがについて、株養成を

ソーラーパネル下で行うことを想定し、遮光がみょう

がたけの促成栽培に与える影響について検討した。遮

光率の比較では、15 ％遮光や遮光無しよりも60 ％

及び30％遮光の方が地下茎生育量に優れ、みょうが

たけの促成栽培収量も増加した。 

 

068 みょうがにおける遮光効果の影響調査 （坂牧） 

比較的強日射を嫌ううるいについて、株養成をソー

ラーパネル下で行うことを想定し、遮光がうるいの促

成栽培に与える影響について検討した。遮光による影

響は判然としなかったが、60 ％の遮光をしても促成

栽培の収量は影響を受けなかった。 

 

069 なすの養液隔離ベッド栽培の検討 （野本） 

ソーラーパネルを電源としたかん水システムとの土

壌病害対策としてコンテナによる隔離栽培を実施した。

日射量によりかん水量は変化したが、生育及び収穫す

る上で問題はなかった。また、施肥は養液によって管

理したが、養液濃度の知見が得られた。 

 

070 ユリの高温期栽培における遮光・潅水効果 
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  （諸橋） 

オリエンタル系ユリの一部品種は夏期高温に遭遇す

ると上を向くはずの蕾が横向きするために商品性が低

下するが、昨年まで温度制御によるミスト散水による

気温低下策が有効と考えられた。しかしながら現場の

圃場では電源が無いため、太陽電池と温度センサーに

よる散水装置を試作、時間によるミスト散水と比較し

た。太陽電池によるミスト散水は蕾上向きの効果が

あったが、散水量が多い、曇りでは充電しないなどの

問題があった。 

 

 

(31) 実需者等のニーズに応じた加工適性と広域適

応性を持つ大豆品種等の開発 

研究の背景と目的 

北陸地域における大豆栽培では、立枯性病害や青立

ちの多発、成熟期の長雨による品質の低下、生育量の

減少による低収化・小粒化等多くの課題への対応が急

務となっている。そこで、現地農家ほ場等を用い、国

内外の品種・系統の黒根腐病耐病性を評価し育種素材

を選抜するとともに、発病軽減技術を開発する。また、

「エンレイ」に代わる有望な育成系統の重粘土地域で

の栽培特性を評価する。 

 

071 自然発生ほ場における検定 

 （黒田・藤田・堀・川上） 

これまでの試験で発病の少なかった、7品種の栽培

規模を拡大し黒根腐病の耐病性を評価した。その結果、

いずれの供試品種も「やや強」以上であった。早生の

「鬼裸」と中生「福井白」は秋田県と熊本県の現地試

験でも発病が少なく、作型や栽培環境に影響されず耐

病性が高い遺伝資源として有望と考えられた。 

 

072 有傷接種試験 （黒田・堀） 

有傷接種試験の耐病性検定試験への適用を検討した。

ほ場試験において「強」～「弱」と判定された9品種

について地際部に黒根腐病菌を接種し、病斑の長さと

幅を比較した。その結果、病斑幅で品種間差が認めら

れ、ほ場試験で「やや強」～「強」と判定された「福

井白」の病斑が最も小さかった。 

 

073 黒根腐病耐病性の地域変動の解明 

 （黒田・藤田・堀・川上） 

岩手県及び兵庫県と共通の12品種の発病を評価し

た。その結果、新潟県で「やや強」以上の「フクユタ

カ」と「福井白」は、他県での発病も少なかったが、

「THET LAT」はいずれの県も「やや弱」と判定した。

以上から、「フクユタカ」と「福井白」は耐病性が高

い有望な遺伝資源と考えられた。 

 

074 大豆育成系統の系統適応性検定試験 

  (藤田・川上） 

次世代作物研、東北農研、北陸研究拠点、長野野菜

試で育成された20 系統を供試した。中生の「刈系

996 号」「刈系 1015 号」「刈系 1018 号」「東山系

c945」「東山系 d238」「東山系 d480 円」「新系１

号」、晩生の「東山系d251-3」「東山系d480長」の

９系統をやや有望とした。 

 

075 難裂莢性系統の現地適応性検定試験 

 （藤田・川上） 

「エンレイ」熟期の有望系統「東山238号」につい

て、狭畦無培土栽培条件による新潟県での現地適応性

を判定した。その結果、耐倒伏性が優れ、機械刈りに

よる収量性も多いため、新潟県の現地適応性は「エン

レイ」より優れる特性であると考えられた。 

 

 

(32) 晩播、狭畦無培土栽培を用いたダイズ黒根腐

病発病抑制技術の開発と実証 

研究の背景と目的 

ダイズ黒根腐病を含む立枯性病害は、新潟県におい

て被害の大きい病害であり、本病に罹病すると結莢数、

粒径が減少して大きく減収する。黒根腐病に対する効

果的な薬剤がないことから、耕種的防除対策の開発が

急務である。そこで、晩播および狭畦無培土を中心に

黒根腐病被害軽減効果を検証し、黒根腐病対策技術を

開発する。 

 

076 播種時期と狭畦無培土栽培を組み合わせた黒根

腐病発病状況調査 （藤田・黒田） 

黒根腐病発病度および発病株率は、いずれも狭畦

無培土栽培が、培土を行う慣行栽培より低かった。

狭畦無培土栽培における標準播と晩播の比較では、

効果の差はなかった。 

 

077 里のほほえみの播種時期の違いによる黒根腐病

発病状況 （黒田・川上・藤田・堀） 

２か所自然発生ほ場を用い、５月下旬～６月下旬に

３～４回の播種時期を設定し、黒根腐病の発病を調査

した。その結果、前年度の試験同様全体として遅い播

種時期ほど発病が低下する傾向が見られた。特に５月

中の播種は発病が多く、転作を繰り返したほ場ではこ

の時期の作付を避けるべきと考えられた。 

 

078 １回培土の黒根腐病発生抑制効果 

 （黒田・藤田・堀・川上） 

２回培土を行う栽培法の２回目の時期に１回だけ培

土を行う「遅い１回培土」の黒根腐病発病抑制効果を

現地ほ場で検証した。全体的に発病が少ない条件下で、

慣行区と比べて遅い１回培土区の発病がやや少なかっ

た。収量は慣行区がやや多かったが、統計的な差はな

かった。 

 

 

(33) 大豆多収阻害要因の実態解明と効率的な多収

阻害要因改善の実証 

研究の背景と目的 

大豆の生産性は多くの要因に影響を受けていると考

えられ、収量を最も制限している要因がほ場毎に異な

るため、生産現場の状況を単純化することなく正しく

把握し、営農対策を講じることが重要である。そこで、

大豆の生産現場において、生育、収量等と耕種条件、

土壌条件等を複数県で統一的に調査し、大豆の生産性

等に影響を及ぼしている諸要因について指標化し、支

援マニュアルを策定する。 
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079 新潟県における大豆多収阻害要因現地実態調査 

 （南雲・藤田・黒田） 

長岡市、新潟市の転換畑大豆作付の５ペア10ほ場

にて調査を行った。収量に差があるペア圃場について

黒根腐病、土壌pH、雑草発生の影響が抽出された。

大豆連作により可給態窒素が減少したが収量の関係は

不明であった。 

 

 

(34) 各種有機物の特徴を生かした田畑輪換土壌の修

復 

研究の背景と目的 

有機物による土壌修復効果を化学分析値で評価

できるように指標化する。さらに、効果が特徴的

な有機物を大豆栽培等の田畑輪換により劣化した

ほ場に施用し、修復効果を検証する 

 

080 土壌修復効果の指標化と栽培試験による検証 

  （小柳・石井・南雲） 

窒素肥沃度増加効果の指標には非有効態窒素が適し

ていることを確認し、有機物の種類ごとに各修復効果

を特徴付けた。ポット試験により、ADFとしての施用

が空隙率と保水性の改善に効果的であることを示した。

圃場試験では、有機物施用による生育・収量への負の

影響はないことと、施用による保水性の向上を認めた。 

 

 

(35) 米粉に適した品種及び低コスト粉砕技術の開発 

研究の背景と目的 

日本の食料供給体制を強化するためには輸入依存

度の高い小麦粉を代替しうる米粉の利活用を促進す

ることが重要である。しかし、米粉パン等に適する

品種は十分には育成されておらず、また小麦粉と比

較して製粉が割高なことから、高品質米粉の供給は

不十分であり利用が進んでいるとは言い難い。そこ

で、米粉利用に適した品種育成とより安価な粉砕技

術を検討し、高品質な米粉の低コスト製造技術を開

発する。 

 

081 低コスト製粉技術の開発 

  （本間・細野・知野・髙橋・中島） 

「羽 775」および「ふくのこ」は割米処理により、

それぞれ吸水速度が増加する一方で、作製した各種

米粉の澱粉損傷度や平均粒径は粉砕前の浸漬時間増

加と共に低下し、製パン試験時の比容積とよく対応

していた。米粒硬度と各種の製粉時性状を比較した

結果、高い決定係数の相関が確認できた。 

 

 

(36) 米の新規需要拡大のための輸出を目指した湿

熱処理技術による保存性と生理的機能性の優れた

玄米米粉開発 

研究の背景と目的 

国の米粉原料米生産目標は頭打ち状態であり、こ

の状況を打破するためには国外市場へ目を向けるこ

とが重要と考えられる。販路拡大には輸出先のニー

ズに応じた米粉の開発が必要であるが、その場合、

従来の米粉の他、加工適性は維持しつつも、栄養性

を付与し、更には長期保存が可能な玄米粉が不可欠

である。本課題では目標に沿った玄米粉製造を実現

するための総合的な技術体系確立を行う。 

 

082 湿熱処理玄米の製粉技術の確立 

 （本間・細野・知野・髙橋・中島） 

パイロットプラントで湿熱処理を施した玄米を気

流粉砕した場合、平均粒径にはその効果が認められ

ない一方、湿熱処理圧力と時間の増加により製粉後

の澱粉損傷度が上昇する傾向あった。パイロットプ

ラントでは湿熱処理条件を 0.2MPa、45 秒以内に抑

え湿式気流粉砕することが必要条件と考えられた。 

 

083 湿熱処理玄米米粉を用いたパン製造法の確立 

 （本間・細野・知野・髙橋・中島） 

同じ湿熱処理条件で作製した玄米粉でも、パイ

ロットプラントで作製した試料の方がラボスケール

よりも製パン性が低い傾向となり、前の項目の澱粉

損傷度の結果と対応した。一方、湿熱処理時間を短

くすることにより、対照と同等の玄米粉パンが作製

可能となった。 

 

 

２ プロジェクト研究 

(37) にいがた農産物バイオサイエンス活用事業 

研究の背景と目的 

近年、農作物において温暖化等の異常気象などに

起因する原因不明の生育異常が増加している。障害

発生の早期診断及び対応等については、関係する生

体分子を明らかにし、その挙動を指標として用いる

診断技術の活用が有効である。そこで、米の品質・

物性等の変動要因及び柿のイレズミ果の発生要因を

明らかにするとともに、事象の要因となる生体分子

を指標とした生育診断及び対応技術を開発する。 

 

084 マーカーセットの構築と品質予測モデルの開発 

 （白矢・太田） 

コシヒカリの基部未熟粒、白未熟粒、整粒の各発生

歩合を開花後初期で予測できる診断式及びマーカー

セットを構築した。また、白未熟粒発生率及び基部未

熟粒発生率と整粒歩合の関係から品質低下の警戒レベ

ルを策定した。 

 

085 診断実証 （白矢・太田） 

気象及び栽培条件が異なる所内及び現地における品

質予測実証試験において、基部未熟粒などの白未熟粒

発生による品質低下リスクを開花後初期で予測可能で

あることが示された。また、マーカーによる品質予測

に基づき追肥及び収穫時期の対応を判断することで、

品質低下を回避できる可能性が示された。 

 

086 簡易診断技術の開発 （太田・白矢） 

遺伝子発現解析について、LAMP法が簡易診断法と

して適応可能であることが示された。また、マイクロ

アレイ解析やプロテオミクスの結果、糖・デンプン、

細胞壁成分、活性酸素関連分子が簡易診断マーカーと

なる生体分子候補として考えられた。 
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087 出穂前の環境変化が生体分子に及ぼす影響の把

握 （太田・白矢） 

完全人工気象下での栽培において低温少照により葉

色値が高く推移するものの幼形期後の高温多照で品質

が低下することを確認した。定量的プロテオーム解析

の結果、高温の影響を受けやすい状態では炭水化物の

合成・代謝系、窒素同化系、細胞内タンパク質輸送系

が変化することが示された。 

 

088 水稲の生育に影響する生体分子の探索 

 （白矢・太田） 

出穂前の低日射量条件では葉色が濃く推移するもの

の、稈や茎、葉の密度は低く、稲体活力は低下してい

るものと推測された。定量的プロテオーム解析から施

肥量または高温・遮光処理により変動するタンパク質

が複数同定され、それをコードする遺伝子の中に、玄

米品質、タンパク質含有率と発現量に相関がみられる

ものを複数同定した。 

 

089 品種特性に関係する生体分子の選抜 

 （神戸・白矢） 

イネの開花後初期の穎花において、19種類の遺伝

子発現についてマーカー候補となる品種間差異を見出

した。また、多品種の玄米品質予測に資する８種類の

遺伝子を選抜した。 

 

090 炊飯米の物性診断技術の検討 （相原・白矢） 

コシヒカリの玄米タンパク質含有率及び炊飯米の物

性に影響することが示唆される遺伝子を複数同定した。 

 

091 障害果発生園地の障害発生様相と樹の生育にお

ける障害発生要因の検討 （榎田・野水） 

佐渡市羽茂地区、新潟市秋葉地区で発生樹といわ

れる樹の調査を行った結果、母枝数や着果数の配置

数が異なり、樹勢に違いがあったが、イレズミ果の

発生は判然としなかった。 

 

092 障害果発生の再現 （榎田・野水） 

側枝に環状剥皮を実施して、葉果比を慣行の２倍に

調整した「環状剥皮有・葉果比調整区」の果実に、Ⅱ

型のイレズミ果が多く発生した。イレズミ果の発生は

発生程度が多いほど果重が重く、過剰な肥大促進が影

響する可能性が示唆された。 

 

093 障害の発生要因となる栽培環境と養分吸収量の

検討 （本間・白鳥・渡辺・石井・太田・水野） 

イレズミ果の発生程度と土壌環境および葉果肉中成

分濃度の関係は不明であったが、果頂部のMn/Fe比が

高い傾向があることを確認した。 

 

094 障害果の汚損物質の同定と発生要因となる生体

内分子の検討 （野水・佐藤・榎田） 

組織学的観察によりイレズミ果の黒変部分は表皮

組織が崩壊していることを確認した。黒変部分はこ

の崩壊により細胞内容物が酸化して生じたと推測さ

れた。 

 

 

(38) 局所暖房を核とした越後姫の安定した高品質果

実生産技術の開発 

研究の背景と目的 

イチゴ「越後姫」は、首都圏等県外実需者からも

高い評価を得ている一方で、果皮が軟らかく、特に

４月以降は気温上昇に伴い果実の輸送性が低い傾向

がある。このため４月以降の首都圏出荷の拡大に向

け、「越後姫」の特徴を維持しながら果皮強度を強

化し、首都圏等への輸送中に発生する果皮の傷みを

抑制する栽培技術及び収穫技術を開発する。 

 

095 クラウン加温技術が果実品質に及ぼす効果の検

証 （種村・遠藤） 

栽培試験を実施中である。越年作物のため、翌年

度に評価する。 

 

096 暖候期の培養液管理の検討 （種村・遠藤） 

栽培試験を実施中である。越年作物のため、翌年

度に評価する。 

 

097 果皮色を指標とするカラーチャートの開発 

 （種村・遠藤） 

新潟大学と連携して 10 段階のカラーチャート試

作品を作成した。 

 

098 カラーチャートに基づく収穫適期の解明 

 （佐藤・奥原・渡辺） 

越後姫の香気成分の捕集は温度条件に左右される

ことを確認できた。また、スニッフィングで特徴的

な香気成分を４種類以上確認した。 

 

 

(39) 地域特産にんじんの定着・拡大に向けた安定生

産技術の開発 

研究の背景と目的 

雪下栽培ニンジンは十日町地域を代表するブラン

ド野菜であり、全国的な認知度も向上し、ジュース

等加工業務用としても需要が増えている。一方で、

融雪期の雪腐菌核病やシミ症の多発により、減収す

るほ場が増加している。雪腐菌核病菌の被害実態を

明らかにし、防除対策技術の確立を目指す。 

 

099 耐病性品種の検討 （加納） 

罹病株残渣をすき込んだほ場で 17 品種を栽培し、

融雪期の発病株率を比較したところ、発病率の有意

な品種間差は見られなかったが、比較的発病率の低

い品種が確認できた。 

 

100 反転耕の効果検討 （加納） 

二段耕リバーシブルプラウを用いた 70cm 深反転

耕の処理効果は、区画により安定性を欠き判然とし

なかった。 

 

101 土壌消毒剤の効果検討 （加納） 

現地多発ほ場において、土壌消毒剤の処理効果を

確認した。６月に水封処理により消毒し、当年播種、

翌年春収穫評価し、一定の発生低減効果が得られた。 
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102 土壌消毒剤の効果の持続性 （加納） 

土壌消毒処理では、処理２年目まで効果が持続さ

れることが示唆された。 

 

103 秋季茎葉散布処理の効果検討 （加納） 

秋季茎葉散布で比較的効果が高い薬剤を確認した。 

 

 

(40) カキのジョイント栽培による省力・早期成園化

と既存樹若返り技術の開発 

研究の背景と目的 

新潟県果樹産地の主力品目おけさ柿は、長期の育

成期間が必要なことや全国的な栽培面積増加による

価格低迷で新・改植が進まず、生産者、栽培面積が

毎年減少している。そこで、省力栽培が可能で、育

成期間が短いジョイント栽培技術を確立し、生産者

及び栽培面積の増加を促進する。 

 

104 ジョイント用苗木の育成技術の開発 

  （榎田・根津） 

苗木を長く伸長させるために無加温温室で２年生

苗の接ぎ木時期を検討して、その後の苗の伸長状況

を明らかにした。３月 16 日接ぎ木区で育成した苗

が長く、165cm 程度に伸長した。 

 

105 平核無、刀根早生における栽培方法の開発 

  （伊藤・榎田・根津） 

渋柿品種でのジョイント栽培方法を検討した。 

「平核無」での４年目の栽培は成園目標の 100％

の側枝を確保し、収量は同約 37％を確保した。主

枝高や側枝誘引角度による生態・生育の有意な差は

認められなかった。 

「刀根早生」では側枝更新の目安を検討した。側

枝は側枝齢が高くなると太くて長くなる。主枝径と

比べて側枝基部径が太くなりすぎるとその先の主枝

径が細くなるので、側枝の基部径が主枝径の 75％

以上になると予備枝の育成等を考える必要があるこ

とが示唆された。 

 

106 平核無枝変わり等の有望品種のジョイントによる

栽培特性の解明 （榎田・根津） 

ジョイント栽培方法において、品種と生育の違い

を検討した。「刀根早生」は順調に収量を増加させ

たが、「突核無」は樹勢が強くて収量の増加が少な

かった。「平核無」は植栽３年目で着果がみられな

かった。 

 

107 ジョイント栽培における積雪対策技術の開発 

  （榎田・根津） 

過去の研究データを利用してカキの枝の破壊荷重

について推定した。また、積雪沈降力と比較すると

雪害の危険があり、主枝を補強するための支柱を設

置するなどの必要性があると考えられた。 

 

108 カキの高接ぎジョイントによる若返り技術の開発 

  （伊藤） 

高樹齢樹の骨格枝更新技術を検討した。高接ぎ

ジョイント区では更新３年目で更新面積率は 66％

となり、慣行区同 12％より進展していた。収量は

両区とも無処理区比約 60％だった。 

 

 

(41) 新潟県に適した薬用作物（生薬）の選定と生産

技術の開発 

研究の背景と目的 

主に中国からの輸入に頼る薬用植物は輸入価格の

高騰や不安定化などのリスクが増大しており、国内

での生産・供給が求められている。そこで、栽培や、

経済性の観点から本県に適した生薬の選定とその生

産技術を開発する。 

 

109 本県に適する薬用植物の探索 （諸橋） 

シャクヤク、カンゾウ、ダイオウ、トウキ、ハッ

カ、トリカブト、ミシマサイコ、キキョウ、カラス

ビシャクの 10 品目について試作をした。当年は生

育が不向き、経済性が見込めないダイオウ、トリカ

ブト、カラスビシャク、ハッカを除き栽培を行った。

シャクヤク、トウキ、ミシマサイコ、キキョウの４

品目が栽培特性や生薬メーカーからの需要を考慮し

て本県に適していると考えられた。 

 

110 薬用成分の分析手法の検討 （奥原） 

シャクヤク 13 品種と、カンゾウ１品種の成分分

析を行い、薬用成分が薬局方の基準を満たしている

ことを確認した。分光光度計による簡易評価法の検

討においては、ペオニフロリンとアルビフロリンが

ほぼ同一の吸収スペクトルであり、両成分の合計と

吸光度の相関が高いことが認められた。 

 

 

(42) 県産農産物の品揃えを豊かにするための有機栽

培技術の拡充 

研究の背景と目的 

市場競争力の高い有機農産物の生産量を増やし、

農業立県に相応しい有機農産物シェアを獲得するこ

とを最終目標として、ここでは目標達成に必要とな

る複数品種・品目における省力的有機栽培技術の開

発を目的とする。 

 

111 転換畑におけるサトイモ有機栽培の実証 

  （渡辺） 

収量は、前作緑肥区が連作区より優った。また、

追肥を施用した方が収量が優る傾向であった。基肥

量による差は傾向が判然としなかった。 

 

112 レタス （長谷川・堀川） 

春まきは、６月中下旬の高温期前に収穫できる作

型が適しており、４月 10 日頃前までに播種すれば

良品が生産された。また、有機アグレットは化学肥

料のＣＤＵ畑作と同等以上の施肥効果が認められた。 

 

113 ニンジン （長谷川・堀川） 

有機質肥料を用いて「向陽二号」「紅ひなた」の

栽培を行った。春まきニンジンの収量、品質は品種

間差によるところが大きく、「向陽二号」の方が
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「紅ひなた」より、多くの面で優れていた。一方、

夏まきはマルチの有無によるところが大きく、白黒

ダブルが優れていた。 

 

114 ダイコン （長谷川・堀川） 

発酵けいふん、有機アグレット、ＣＤＵ畑作（対

照）の３種の肥料の違いで、ダイコン根重は有意差

が認められなかった。いずれの有機質肥料も化学肥

料と同等な収量を得ることができた。 

 

115 サトイモ （長谷川・堀川） 

発酵けいふん、有機アグレット、ＣＤＵ畑作（対

照）の３種の肥料の違いで、Ａ品収量の差異は認め

られなかったが、長・Ｂ品収量、収穫総個数は発酵

けいふんが多かった。発酵けいふんは窒素成分ベー

スで最も安価なので最適と考えられた。 

 

116 有機ほ場輪作栽培実証・２年目 

  （長谷川・堀川） 

発酵けいふん単肥を用いて春まきレタス－エダマ

メ－秋まきダイコンの有機肥料 100％での輪作栽培

実証試験を行った。所々で課題はあるが、概ね良好

な結果を得た。 

 

117 カリフラワー・ブロッコリー （長谷川・堀川） 

本ぽで発酵けいふん単肥を用いてカリフラワーと

ブロッコリーの有機栽培を行った。春まきでは病害

虫の発生状況や花蕾の大きさから４月末までに、夏

まきは水田高度利用の観点から、８月 10 日前頃ま

でに播種しなければ、所期の収量を得られなかった。 

 

118 水稲有機栽培における新たな除草技術の開発 

 （白鳥） 

遮光試験の結果から、光を好むコナギやホタルイ

にはある程度の効果が見られるものの、オモダカに

は効果がないことが示唆された。また、田面水の

「濁り」は有機物施用による微細な粘土粒子と有機

物の分解産物が複合して形成されるコロイドによっ

て維持されることが示唆されたが、土性や有機物の

種類や量によってコロイド形成が異なることが想定

された。さらに、新たに開発した除草機により、水

稲への雑草害をほぼ無くすことに成功した。 

 

119 コシヒカリ有機栽培安定化のための抑草技術の

改善 （金井・中野） 

深水管理５年目ほ場において、耕起から代かきま

で 40 日近くあいた再播種条件下であるが、ノビエ

発生が皆無であった。収量はポット苗がマット苗よ

り多かった。有機栽培１年目ほ場では雑草発生量が

少なく、雑草との競合が起きなかった。菜種粕はコ

ナギを抑制したが、水稲倒伏程度が大きくなった。 

 

 

(43) 「転作野菜２毛作」の作型及びほ場管理技術の

開発 

研究の背景と目的 

本県では、水田の高度利用による収益確保が喫緊

の課題となっており、「新潟スタイル園芸」として

早生稲後や野菜２毛作による園芸導入を薦めている。  

そこで、安定的な水田転作における野菜２毛作の実

現と継続性を保つため，本県主力秋作へ繋ぐ春植え

前作の栽培技術 開発と転作野菜生産安定を目指し

た土壌管理技術を開発する。 

 

120 ５月下旬どり春植え「寒玉系キャベツ」の栽培

法の開発 （田崎・佐藤） 

４月下旬定植では、は種時期を早め、セル容積の多

いトレイによる大苗を使用し、マルチ及び不織布の保

温を施しても、目標とする６月初旬までの収穫は困難

であり、約１か月収穫が遅れた。 

 

121 ７月初旬どり春植えタマネギ栽培方法の開発 

 （田崎・佐藤） 

中生品種「アトン」を用いた12月中旬（12/12）は

種による４月下旬（4/28）定植では、定植時の葉鞘短

径4.3mm以上の苗を用いることにより、７月上旬

（7/7）収穫となり、規格内収量511kg/aを得ること

ができた。また、畦間かん水はスプリンクラーかん水

に比べて肥大性は劣るが、収穫時の腐敗球数が少なく、

規格内収量は高かった。 

 

122 地下水位 5㎝から 15 ㎝に落水する定植後日数

の検討 （長谷川・田崎） 

砂壌土と細粒グライ土の２種の土壌を用いてキャ

ベツを栽培し、地下水位５㎝から 15 ㎝に落水する

定植後日数を可変し、活着と生育量を見た。土壌の

種類に寄らず、定植時から 15 ㎝以下にすることが

適切であり、５㎝の満水期間の長いほど、生育は

劣った。 

 

123 夏まきブロッコリー （長谷川・田崎） 

砂壌土と細粒グライ土の２種の土壌を用いて地下

水位５、10、15、18 ㎝の一定でブロッコリーを 30

日間栽培したところ、地下水位が低いほど生育は大

きくなったが、10、15、18 ㎝間は大差がなかった。 

 

124 適正土壌水分量の把握と現場レベルでの土壌管

理基準の作成 （佐藤） 

水田転換畑においてキャベツ苗の活着状況を調査

した結果、定植から１週間後時点の活着率は 95～

100％と高い水準であった。その際、観測期間中の

pF の最小値は、全ての調査区で 1.8 以上であった。 

また，生育が良好な株の割合（良好株率）は

85.2～98.5％であり、定植から１週間の間の pF

（畝面下 20cm）の平均値が 2.1 以上かつ最小値が

2.0 以上で良好株率が高くなる傾向がみられた。 

 

125 表面排水を主体とした最適な土壌乾燥手法の開

発 （樋口） 

事前耕を行わない無処理区において降雨数日後の

土壌含水比は降雨前と同程度であり、事前にプラウ

耕、ロータリ耕を行った区では耕盤上の滞水は消え

なかった。排水溝の施工により時間当たりの排水量

の増加を確認した。 

 

126 転作野菜春作栽培の収益性・生産性・導入条件
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の把握 （高橋） 

調査対象法人における加工向け春植えタマネギの

収支分析を行った結果、秋植え生食向けタマネギと

同等の所得（販売単価 70 円/kg、目標収量

4.8t/10a、所得 45,000 円/10a）を得るためには、

当該年次における販売先との契約単価の条件で

4.3t/10a の収量確保が必要であった。 

 

 

(44) ズワイガニの非破壊判別法の開発 

研究の背景と目的 

新潟県産ズワイガニは「越前がに」と比べて単価

が 1/3 と低く、県内漁業者から価格の向上が常に求

められているが、単価の低い要因に、身入りのばら

つきがある。そこで、廉価な非破壊判別装置の開発

を目標として、身入り推定指数を自動計測できるシス

テムの開発をする。また、他の水産物での非破壊測定

技術も開発する。 

 

127 ズワイガニ身入り判別技術の開発 （土田） 

近赤外線 LED 照射方法で歩脚の殻を透過する画像

を取得したが、硬ガニは身と殻に隙間がないために

身入りの差が確認できなかった。そこで、ズワイガ

ニ身入り判別技術の開発を重量と甲幅のデータを基

に行うこととし、身入り推定指数を迅速簡便に自動

計測できるシステムを開発した。 

 

128 既存選別技術との比較 （土田） 

実用タイプの測定システムは、合計約 14 万円で

製作できた。この機器を用いて山北の漁港で実証実

験を行い、測定効率の有効性を検証した。その結果、

１回の測定時間は従来法の 30 秒に対し、身入り推

定指数の自動計測システムは 10 秒であったことか

ら、測定時間が 1/3 に短縮され測定の効率化が図ら

れた。 

 

129 他の水産物での非破壊測定技術の開発（土田） 

イワガキの身入り判別技術を静電容量や振動解析

など 10 種類の非破壊判別方法を検討した結果、永

久磁石 MRI で判別できる可能性があることが分かっ

た。マダラの雌雄判別技術をインピーダンス測定と

超音波測定で検討した結果、超音波測定により判別

できる可能性があることが分かった。 

 

 

(45) フェロモントラップと画像解析技術を組み合

わせたカメムシの自動モニタリングシステムの開

発 

研究の背景と目的 

現在の斑点米カメムシの発生予察方法は、７日程

度の間隔で調査水田に通い、粘着板に付着したカメ

ムシを計数する必要があり、多くの労力を要する。

画像解析技術と情報ネットワークを利用することで、

リアルタイムでのデータ取得と大幅な省力化が可能

になる可能性がある。そこでカメムシの自動モニタ

リングシステムの核となる技術を開発する。 

 

130 新トラップの作製 （岩田・石本） 

自動モニタリングシステムの核となる新たなト

ラップを試作し、カメムシの誘引性を評価した。主

にアカヒゲホソミドリカスミカメを対象に研究を進

め、粘着板を使用せず、シングルボード PC と USB

カメを搭載したフェロモントラップを作製した。そ

の誘引性は従来のトラップよりやや劣った。 

 

131 カメラ撮影条件の解明 （岩田・石本） 

自動撮影方法の設定の基礎となるカメムシの誘引

特性を明らかにするため、カメムシの誘引時刻やト

ラップ上での滞在時間を調査した。主にアカヒゲホ

ソミドリカスミカメは日中、アカスジカスミカメは

夜間に誘引されることが明らかになった。また、新

トラップにより、誘引されたアカヒゲホソミドリカ

スミカメを撮影できることを確認した。 
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３ 研 究 成 果 
（１）新技術情報 

ア 研究成果情報  

本県農林水産業や食品産業の生産現場において、直接的な導入効果が期待される技術、又は普及指導や企

業の生産活動において活用できる情報（平成30年度新潟県農林水産業研究成果集に掲載） 

No. 成  果  名 担 当 

 

１ 

２ 

 

３ 

 

４ 

５ 

 

６ 

７ 

８ 

９ 

 

10 

11 

12 

 

13 

 

14 

15 

（新潟米生産体質強化に向けた技術） 

極早生で食味が良い水稲新品種「葉月（はづき）みのり」 

水稲稚苗無加温育苗における播種時期と被覆資材の組合せのめやす 

（複合営農推進に向けた技術） 

いちご「越後姫」の間欠冷蔵処理による早期収穫技術 

 

いちご「越後姫」における CO2の日中低濃度施用による収量向上 
「接ぎ木育苗専用 LED ランプ」の開発ときゅうり抑制栽培「断根挿し接

ぎ」育苗での照射効果 
セイヨウナシ褐色斑点病に対する落葉除去の効果と効率的除去法 
早期収穫開始を可能にする「ル レクチエ」のジョイント栽培 
秋植え球根の鉢花栽培作型及び寄せ植えによる高付加価値化 
黒毛和種去勢肥育牛の肥育中期におけるビタミンＡ投与量に応じたビタミ

ンＡ欠乏時期の推定方法 
授乳中の繁殖雌豚への低コストで省力的な飼料用玄米の給与方法 
肥育前期豚への低コストで省力的な飼料用玄米の給与方法 
採卵鶏への省力的な飼料用米の給与方法 
（中山間地域に対応した技術） 

準高冷地におけるえだまめ早生茶豆品種「新潟系 14 号」の直播栽培技術 
（食品産業振興のための技術） 

長期保存できる金糸瓜の収穫期の目安 
定量 PCR による乳酸菌ウオヌマ株菌数の迅速測定法 

 

作研育種科 

作研栽培科 

 

園研育種栽培科、環境･施

設科 

園研環境･施設科 

園研育種栽培科 

 

園研環境･施設科 

園研育種栽培科 

園研育種栽培科 

畜研酪農肉牛科 

 

畜研生産・環境科 

畜研生産・環境科 

畜研生産・環境科 

 

高冷地 

 

食研園芸特産食品科 

食研園芸特産食品科 

 

イ 参考情報 

研究を進める上での基礎的知見等 

No. 成  果  名 担 当 

 

１ 

（複合営農推進に向けた技術） 

自作可能な舎内設置型低コスト飼料用玄米添加装置 
 

畜研生産･環境科 

 



 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

II 農業総合研究所・研究部  
 

組織構成図 

所 長 

副所長 

管 理 部 

農業革新支援担当 

総 務 課 

企画情報部 
企画調整室 

研究情報室 

基盤研究部 

環境保全チーム 

土壌基盤チーム 

アグリ・フーズバイオ研究部 

生物工学チーム 
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１ 研 究 概 要 

（１）研究課題及び調査事業一覧 

予算 

区分 
課  題  名 年 次 分  担 

 １ 企画情報部   

県単経常  

 

 

 

 

201 

 

202 

(1) 経営資源の高度利用による土地利用型農業法人の経営展

開方向の検討 

ア 営農支援ツール（クラウド型の農作業記録ソフト）を

活用した農作業改善による稲作生産コスト低減技術の開

発 

(ア) 稲作法人の慣行栽培における労働時間及び圃場面積

等のデータ収集 

(イ) 作業工程別の標準作業時間及び標準作業手順の策定 

平 29～31 

 

 

 

 

平 29～30 

 

 〃 

研究情報 

 

 

 

 

 〃 

 

 〃 

 ２ 基盤研究部   

県単経常  

203 

 

204 

(1) 土壌機能を活用した環境保全型農業技術の開発 

ア 自然災害軽減対策におけるケイ酸質資材の施用効果の

解明 

イ 有用微生物の機能の評価および利用技術の開発 

平 28～30 

平 29～30 

 

平 28～29 

環境保全 

 〃 

 

 〃 

県単経常  

 

205 

206 

 

207 

(2) 多様な栽培環境に対応した適正な水田土壌管理技術の開

発 

ア 用水、暗渠排水の養分実態の把握 

イ 水管理の違いが水稲の土壌養分の吸収に及ぼす影響の

解明 

ウ 地耐力と透水性を両立する暗渠効果の維持方法 

平 27～29 

 

 〃 

 〃 

 

 〃 

土壌基盤 

 

 〃 

 〃 

 

 〃 

県単政策  

 

208 

209 

210 

(3) 土壌機能増進対策事業 

ア 有機物資源連用試験 長岡圃場（細粒グライ土） 

(ア) 地力窒素発現状況 

(イ) 稲の生育、収量および品質 

イ 有機物資源連用試験 滝谷圃場（中粗粒灰色低地土） 

 

 

昭 59～ 

 〃 

平２～ 

土壌基盤 

 

 〃 

 〃 

 〃 

 ３ アグリ・フーズバイオ研究部   

県単経常  

 

211 

 

 

212 

 

213 

(1) 新しい産業を創出するための基礎的なバイオ技術の開発 

ア インパクトがある青いユリの選抜 

(ア) 遺伝子導入ユリの栽培と商品化できる青いユリの選

抜 

イ 生育障害の要因解明 

(ア) 高温障害によるユリの横向きの要因解明 

ウ 有用遺伝子の探索と利用 

(ア) 発色誘導遺伝子と開花促進遺伝子のユリへの導入 

平 29～31 

 

 〃 

 

 

 〃 

 

平 29～30 

生物工学 

 

 〃 

 

 

 〃 

 

 〃 
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（２）研究成果及び調査事業概要 

１ 企画情報部 

(1) 経営資源の高度利用による土地利用型農業法人

の経営展開方向の検討 

研究の背景と目的 

稲作経営体の大規模化は今後とも進展が見込まれ

るが、大規模化に向かうためにはより一層の労働時

間削減が求められる。さらに園芸導入を成功させる

ためにも既存稲作部門の労働時間削減は必須である。 

このため、稲作労働時間の削減を目的にした作業

工程管理の考え方を法人経営に取り入れ、稲作経営

における作業工程管理手法を開発する。 

 

201 稲作法人の慣行栽培における労働時間及び圃場

面積等のデータ収集 （高橋） 

農業経営支援ソフト「アグリノート」を導入して

いる法人の労働時間記録等から作業別の当該法人に

おける標準労働時間の設定を試みたものの、データ

が平成 29 年分の１年分しかないため一層のデータ

蓄積が必要である。 

 

202 作業工程別の標準作業時間及び標準作業手順の

策定 （高橋） 

農業経営支援ソフト「アグリノート」の労働時間

記録からほ場１枚毎の基幹作業別の平均労働時間を

把握した。しかし、農機具格納庫からほ場まで、あ

るいはほ場間の移動時間のデータが得られていない

ため標準作業時間の策定については現状で策定まで

至っていない。 

 

 

２ 基盤研究部 

(1) 土壌機能を活用した環境保全型農業技術の開発 

研究の背景と目的 

土壌の持つ様々な機能を活かし、環境にやさしく、

かつ農業生産基盤、競争力の強い安定的な農業を確

保する技術を開発するため、施肥や有機物施用によ

る土づくりに加え、土壌への炭素貯留と作物への養

分供給を最適化するため、新たに土壌の生物・物理

性診断を加味した土壌診断技術を開発する。さらに、

農業生態系に生息する微生物、藻類、底生生物等の

性質や機能を活用し、機能性物質やエネルギーの生

産技術開発を行う。 

 

203 自然災害軽減対策におけるケイ酸質資材の施用

効果の解明 （白鳥・太田） 

2016 年、2017 年の葉と茎のケイ酸含有率と収量比

との相関関係を見ると、茎のケイ酸含有率が高いほ

ど収量比が高くなる傾向が見られた。葉のケイ酸含

有率との相関は茎よりも低かった。ケイ酸質資材の

施用により、根の活性が高まり水分吸収能が向上し

たこと、さらに茎のケイ酸含有率が高まって強風へ

の耐性が向上したことが、フェーン現象による障害

を抑制していると考えられた。 

 

204 有用微生物の機能の評価および利用技術の開発

 （太田・白鳥） 

県内分離微生物 Botryococcus braunii AY1-1 株は

炭素数 30～33 の炭化水素を産生し、Race-B に分類

されることが明らかとなった。 

 

 

(2) 多様な栽培環境に対応した適正な水田土壌管理

技術の開発 

研究の背景と目的 

異なる用排水条件や水管理、品種など多様な栽培

においても効率的な施肥、土づくり等養分供給を可

能にし、土壌養分を維持するとともに暗渠効果を維

持するための水田土壌の管理技術を開発する。 

 

205 用水、暗渠排水の養分実態の把握 （水野） 

県内の主要な用水の実態および土壌化学性との関 

係性を調査した。かんがい水中のカリウム濃度やケ

イ酸濃度には地域差がみられ、柏崎や長岡など中越

の平場で高かった。また、季節変動や年次変動が大

きな地域がみられた。カリウム濃度は土壌の交換性

カリと正の相関関係が認められたが、ケイ酸濃度と

土壌可給態ケイ酸に関係性は認められなかった。 

 

206 水管理の違いが水稲の土壌養分の吸収に及ぼす

影響の解明 （本間・石井） 

水管理の違いが水稲の養分吸収に与える影響を検

討した。出穂前後３週間を湛水・間断潅水および節

水管理を行った結果、節水管理により収量低下、整

粒歩合の低下、基部未熟粒の増加傾向がみられたが、

間断管理は湛水管理と同等であった。湛水は間断管

理および節水管理と比較し、茎葉の鉄濃度が高く Mn

濃度およびケイ酸濃度が低い傾向となり、ゴマ葉枯

病の罹病が懸念された。 

 

207 地耐力と透水性を両立する暗渠効果の維持方法  

  （細貝） 

営農手法や暗渠排水施設の維持管理についてアン

ケート調査をした結果、適期の中干しで田面にヒビ

を入れ透水性を高めること、また補助暗渠を実施す

ることが暗渠排水機能の持続につながることが認め

られた。 

 

 

(3) 土壌機能増進対策事業 
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研究の背景と目的 

有機物の連用が水稲の生産・収穫及び土壌の理化

学生に及ぼす影響を調査する。 

 

208 地力窒素発現状況 （石井・本間・水野） 

移植直後から地温が平年より高く、窒素発現は移

植直後から成熟期まで一貫して平年より多く推移し

た。特に総合改善区、わら堆肥区で多くなった。 

 

209 稲の生育、収量および品質 

 （石井・本間・水野） 

出穂期までの乾物重や窒素吸収量は平年より少な

く、精玄米重は平年をやや下回った。出穂期のフェ

ーンと後半の倒伏で品質は平年より劣り、特に倒伏

程度の高い稲わら区で整粒歩合は 62％と低かった。 

 

210 有機物資源連用試験滝谷圃場  

 （石井・本間・水野） 

ほ場インキュベーションによる窒素発現は平年を

下回り、処理区による差異は小さかった。精玄米重

は、穂数が確保されたため、平年並となった。出穂

がやや遅かったため、８月初頭のフェーンの影響は

少なく、無窒素区で以外では品質も平年を上回り良

好だった。 

 

 

３ アグリ・フーズバイオ研究部 

(1) 新しい産業を創出するための基礎的なバイオ技

術の開発 

研究の背景と目的 

新潟県内には探索や評価されていない手付かずの地

域固有の有用資源が豊富にあり、それらを利用した新

しい産業の創出が期待されている。本課題では、遺伝

子導入技術や組織培養技術を活用し有用資源を開発す

るとともに、ユリの生育障害の要因解明や有用遺伝子

の探索を行う。 

 

211 遺伝子導入ユリの栽培と商品化できる青いユリ

の選抜 （野水・佐藤） 

青色遺伝子と複数の修飾遺伝子を組み合わせて遺

伝子導入したユリ球根を養成し、定植可能となった

1077 系統の球根のうち、491 系統を特定網室に定植

した。 

 

212 高温障害によるユリの横向きの要因解明 

  （佐藤・野水） 

ユリ品種「シーラ」を昼温 25℃一定とし、夜温度

を 15～20℃に変えて栽培すると花蕾の角度は夜温

15℃で最も上向きとなったことから、夜温が花蕾の

向きに影響することが示唆された。 

 

213 発色誘導遺伝子と開花促進遺伝子のユリへの導

入 （野水・佐藤） 

着色促進に関連すると推測される遺伝子と開花を

早める可能性のある遺伝子を、それぞれユリに遺導

子導入し形質転換体を作出した。 
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２ 研 究 成 果 

（１）新技術情報 

ア 研究成果情報  

本県農林水産業経営や食品産業の生産現場において、直接的な導入効果が期待される技術、又は普及指導や

企業の生産活動において活用できる情報（平成30年度新潟県農林水産業研究成果集に掲載） 

なし 

 

イ 参考情報 

研究を進める上での基礎的知見等 

なし 

 

（２）研究発表 

ア  学会誌等投稿 

論  文  名 

（執筆者名） 
掲載誌名等 発行年月 

Predominant but Previously-overlooked Prokaryotic Drivers of 

Reductive Nitrogen Transformation in Paddy Soils,Revealed by 

Metatranscriptomics（増田曜子・伊藤英臣・白鳥 豊・磯部一夫・

大塚重人・妹尾啓史） 

Microbes 

Environ.32(2):180-183 

平 29. 6 

異なる水田土壌におけるコシヒカリ環１号の無機成分含有率とごま

葉枯病罹病リスクの評価（本間利光・白鳥 豊・大峽広智・土田 徹・

牧野知之・安部 匡・石川 覚） 

日本土壌肥料学雑誌 

88(3),213-220 

平 29．6 

Rice breeding line ‘TJTT8’ is practicable for cleaning up 

cadmium contaminated in paddy fields（T.Abe・M.Ito・R.Takahashi・

T.Honma・N.Sekiya・K.Shirao・M.Murakami and S.Ishikawa） 

Soil Science and Plant 

Nutrition,63,388-395 

平 29．7 

Nitrous oxide (N2O)-reducing denitrifier-inoculated organic 

fertilizer mitigates N2O emissions from agricultural soils（Nan 

Gao・Weishou Shen・Estefania Camargo・白鳥 豊・磯部一夫・西澤

智康・Xinhua He・妹尾啓史） 

Biology and Fertility of 

Soils;53,Issue 8,885-898 

平 29.11 

 

イ  講演発表 

発 表 題 名 

（発表者名） 

学会・研究会名 

（掲載誌名等） 
開催年月日 

新潟県における糖含有珪藻土を用いた土壌還元消毒法によるトマト

青枯病の防除効果（前田征之・太田沙由理・古川勇一郎・白鳥 豊・

原澤良栄・中保 一浩） 

日本植物病理学会 平29. 4.26

～28 

新規資材糖含有珪藻土を用いた土壌還元消毒法における細菌群集の

変化（李 哲揆・飯田敏也・角野晶大・三澤知央・加賀友紀子・前田

征之・川部眞登・松田絵里子・大谷洋子・村元靖典・渡辺秀樹・中保

一浩・大熊盛也） 

日本植物病理学会 平29. 4.26

～28 

高温登熟により発生した白未熟米粒の定量的プロテオーム解析（白矢  

武士・三ツ井敏明） 

北陸植物学会第７回講演会 平29. 6.10

～11 

生食用野菜の栽培段階が食中毒菌の損傷化と可食部汚染に及ぼす影

響（前田征之） 

損傷菌研究会 平29. 6.23 

ハツカダイコン栽培段階におけるリステリアの可食部汚染機構の解

明（本城賢一・須田千尋・城 聖実・李 重延・木嶋伸行・前田征之

・益田時光・宮本敬久） 

日本食品科学工学会 平29. 8.28

～30 
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雄性不稔ユリ'ティアラ'に適した高効率アグロバクテリウム形質転

換系の開発（近藤正剛・小池洋介・野水利和・奥原宏明・渋谷健市・

小林 仁） 

第35回日本植物細胞分子生

物学会 

平29. 8.29

～31 

糖含有珪藻土を用いた土壌還元消毒法によるトマト青枯病に対する

防除効果（前田征之・渡辺喜芳・中保一浩） 

環境微生物系合同学会 平29. 8.29

～31 

水田土壌で発生する硫化水素の「見える化」について（白鳥 豊・太

田沙由理） 

日本土壌肥料学会 2017 年

度仙台大会 

平29. 9. 5

～ 7 

陸域環境における脱窒微生物群集組成の比較（畔上洋一・藤村玲子・

磯部一夫・魏 魏・角田洋子・白鳥 豊・西澤智康・木庭啓介・大手

信人・大塚重人・妹尾啓史） 

日本土壌肥料学会 2017 年

度仙台大会 

平29. 9. 5

～ 7 

間断灌漑期水田における気相率，酸化還元電位および溶存ヒ素・カド

ミウム濃度の関係 （１）収縮を考慮した気相率の推定（加藤英孝・

中村 乾・牧野知之・伊藤正志・本間利光・武久邦彦・佐野修司） 

日本土壌肥料学会講演要旨

集 (63), 3 

平29. 9. 5

～ 7 

間断灌漑期水田における気相率，酸化還元電位および溶存ヒ素・カド

ミウム濃度の関係 （２）気相率と酸化還元電位，溶存ヒ素・カドミ

ウム濃度の関係（中村 乾・加藤英孝・牧野知之・伊藤正志・本間利

光・武久邦彦・佐野修司） 

日本土壌肥料学会講演要旨

集 (63), 4 

平29. 9. 5

～ 7 

メッシュ農業気象データを利用した水田地温の推定と有機質含有肥

料の窒素無機化パターン推定への応用（本間利光・土田 徹・石井勝

博・大峽広智・石郷岡康史・桑形恒男・大野宏之） 

日本土壌肥料学会講演要旨

集 (63), 127 

平29. 9. 5

～ 7 

品種・資材・水管理を組み合わせた玄米のヒ素・カドミウム同時低減

技術の開発（牧野知之・伊藤正志・本間利光・蜂巣恒平・太田黒駿・

野雄大・佐野修司・原田夏子・白尾謙典・松本真吾・中村 乾・加藤

英孝・須田碧海・馬場浩司・石川 覚・赤羽幾子・山口紀子・川崎晃

・荒尾知人） 

日本土壌肥料学会講演要旨

集 (63), 149 

平29. 9. 5

～ 7 

水稲のフェーン害に対するケイ酸質資材の施用効果について（白鳥 

豊・太田沙由理・名畑越夫・齋藤麗子） 

日本土壌肥料学会 2017 年

度関東支部神奈川大会 

平29.11.25 

高温登熟による炊飯米物性の変化に関係する細胞壁合成遺伝子の同

定（白矢武士・太田沙由理・三ツ井敏明・佐藤 徹・東 聡志) 

第 40 回日本分子生物学会

年会 

平29.12. 6

～ 9 

Complete genome sequence of lily virus X isolated in Japan（藤

本祐司・二條貴通・岡野由香里・近藤正剛・奥原宏明・細江尚唯・橋

本将典・前島健作・山次康幸・難波成任） 

第８回国際植物医科学会 平29.12.11 

土壌伝染性病害の防除対策（接ぎ木、土壌消毒）（前田征之） トマト・キュウリサミット 平30. 1.18

～19 

国内のユリから検出されたユリXウイルスの全ゲノム解析（藤本祐司

・二條貴通・岡野夕香里・近藤正剛・奥原宏明・細江尚唯・橋本将典

・前島健作・山次康幸・難波成任） 

平成 30 年度日本植物病理

学会 

平30. 3.25

～27 

白未熟粒発生による炊飯米物性の変化に関係するタンパク質の同定

（白矢武士・太田沙由理・三ツ井敏明・佐藤 徹・東 聡志) 

第 59 回植物生理学会年会 平30. 3.28

～30 

 

（３）現地指導 

ア  研究成果情報名：多段接ぎ木法によるナス青枯病と半身萎凋病の防除（平成 28 年度） 

担当部署 

担 当 者 

担当普及指導センター 

対象農業者 
実施場所 

実施回数 

年月日 
指 導 内 容 

基盤 

前田征之 

上越普及指導センター 上越市 ６回 

平29. 5. 6

～10.10 

多段接ぎ木ナスの防除技術としての導入

基準、実証試験を通じた病害抑止効果に

ついて指導。 
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３  技術援助及び行政対応活動 

（１）指針及び行政資料の執筆 

なし 

 

（２）成果発表会、研修会、関係会議等 

開催年月日 成果発表会・研修会・会議等の名称 
参集人数

（人） 
講 師 等 

平 29. 6.22 関東東海北陸農業試験研究推進会議経営部会 60 高橋一裕 

平29. 8.23 施設土壌管理技術向上研修会 80 前田征之 

平29.11.27 JA えちご上越越の丸なす部会技術対策検討会 15 前田征之 

平29.12.23 豊栄ハウス園芸協会総会 50 前田征之 

平30. 2. 7 群馬県農林水産業関係機関成果発表会 250 高橋一裕 

平30. 2.15 集落営農塾 180 高橋一裕 

 

（３）農業大学校 

なし 

 

（４）農業大学校研究科 

教 科 名 
授業時間（時間） 

講    師 
講義 演習 実習 計 

農業起業化論Ⅰ 30   30 高橋一裕 

 

（５）その他講師派遣 

年月日 主 催 者 行  事 内  容 講  師 

平29. 5.18 経営普及課 普及指導員３年次研修 法人の事業継承と働きや

すい職場づくり 

高橋一裕 

平29. 7.10 新潟大学理学部 授業科目「科学・技術

と社会」講義 

農業研究における基礎研 

究の活用例について 

白矢武士 

平29. 8.31 新発田農業普及指導セ

ンター 

経営者セミナー 従業員が辞めない職場環

境とは 

高橋一裕 

平29.10.30 三条農業普及指導セン

ター 

農業就農者の確保及び

定着支援研修会 

風通しの良い職場づくり

のヒント 

高橋一裕 

平29.12.14 経営普及課 専門技術向上研修（作

物） 

新潟県における大規模水

稲作法人の現状と課題 

高橋一裕 

 

（６）研修生受け入れ 

氏 名 所  属 研修目的 受け入れ期間 受け入れ部・科 

渡辺真結 長岡技術科学大学 実務訓練 平29.10. 6 

～30. 1.31 

バイオ 

 

（７）取材対応 

なし 
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４ 総 務 報 告 

（１）施設（農業総合研究所・作物研究センター） 

所 在 地 長岡市長倉町 857 番地 

建物面積 延 10,268 ㎡ 

圃場面積 田 14.51ha、畑 4.25ha 

 

（２）事業予算 （単位：千円） 

科    目 予算額 
財     源 

国補 手数料 財産収入 その他 一般財源 

運営費 9,905          9,905  

維持管理費 41,588      51  62  41,475  

経常研究費 3,690          3,690  

ほ場・飼育管理費 0          0  

受託試験費 2,632        2,632  0  

食品生産改善事業 0          0  

政策研究費 34,406        23,227  11,179  

備品整備費 437          437  

施設整備費 0          0  

庁舎修繕費 1,349          1,349  

その他 5,514          5,514  

その他（他課事業） 17,489          17,489  

合   計 117,010  0  0  51  25,921  91,038  

注）その他（他課事業費）は農業総合研究所費以外の予算 

 

（３）職員一覧 

所  属 職  名 氏  名 所  属 職  名 氏  名 

 所長 

副所長 

原澤 良栄 

萩原 正次 

（土壌基盤） 専門研究員 

 〃 

 〃 

主任研究員 

   〃 

技術員 

 〃 

本間 利光 

細貝 知広 

石井 勝博 

佐藤 太郎 

水野 貴文 

室橋 浩一 

長谷川 裕 

管理部・総務課

（庶務） 

 

管理部長・総務課長 

副参事 

主査 

主査 

主事 

技術員 

西片 一喜 

後藤 淳 

五十嵐かな子 

室橋 恵 

青木 和徳 

今井 隆志 アグリ・フーズ

バイオ研究部 

アグリ・フーズバイ

オ研究部長 

専門研究員 

主任研究員 

 〃 

 〃 

専門研究員 

主任研究員 

 〃 

 〃 

大坪 貞視 

 

小林 仁 

佐藤 和人 

野水 利和 

白矢 武士 

榎田 暢美(兼務) 

神戸 崇(兼務) 

山家 崇(兼務) 

相原浩太郎(兼務) 

企画情報部 

企画調整室 

 

 

研究情報室 

 

 

 

企画情報部長 

企画調整室長 

専門研究員 

 〃 

研究情報室長 

専門研究員 

 〃 

 〃 

萩原 正次 (兼務) 

高橋 聡 

神田 尚樹 

水沢 誠一 

眞島 操 

髙野 隆 

関  誠 

高橋 一裕 

基盤研究部 

（環境保全） 

基盤研究部長 

専門研究員 

   〃 

主任研究員 

   〃 

本永 尚彦 

白鳥 豊 

渡辺 喜芳 

前田 征之 

太田沙由理 

農業革新支援担

当 

副参事 

 〃 

 〃 

主査 

牛腸奈緒子 

石川 浩司 

吉川 力 

服部 誠 
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（４）職員の異動 

発令月日 転出入 氏 名 新所属・職名 旧所属・職名 

平成29年 

４月１日付 

転出 

〃 

〃 

〃 

〃 

〃 

〃 

〃 

〃 

〃 

〃 

〃 

転入 

〃 

〃 

〃 

〃 

〃 

〃 

〃 

〃 

〃 

〃 

秋本 隆司 

本永 尚彦 

原澤 良栄 

大源 正明 

佐野 賢明 

土田 徹 

高橋 一裕 

荒木 雪子 

馬場 純恵 

近藤 正剛 

奥原 宏明 

古川 勇一郎 

原澤 良栄 

大坪 貞視 

本永 尚彦 

高橋 聡 

後藤 淳 

高橋 一裕 

室橋 恵 

佐藤 和人 

佐藤 太郎 

白矢 武士 

水野 貴文 

退職 

農総研・基盤研究部長 

農総研・所長 

食研・食品工学科長 

三条整備部・庶務課副参事 

作研栽培科・専門研究員 

企画・専門研究員 

長岡工高・庶務係長 

長岡農林部・農地整備課主査 

長岡農林部・農業企画課主査 

食研園芸特産食品科・主任研究員 

作研栽培科・主任研究員 

農総研・所長 

農総研・バイオ研究部長 

農総研・基盤研究部長 

企画・企画調整室長 

管理部総務課・副参事 

企画・専門研究員 

管理部総務課庶務係・主査 

バイオ・主任研究員 

基盤・主任研究員 

バイオ・主任研究員 

基盤・研究員 

農総研・所長 

農総研・バイオ研究部長 

基盤・基盤研究部長 

企画・企画調整室長 

管理部総務課・副参事 

基盤・専門研究員 

基盤・専門研究員 

長岡工高・庶務係長 

基盤・主任研究員 

バイオ・主任研究員 

バイオ・主任研究員 

基盤・主任研究員 

農総研・基盤研究部長 

食研・穀類食品科長 

農総研・バイオ研究部長 

園研・育種栽培科長 

長岡整備部・庶務課副参事 

基盤・専門研究員 

出納管理・主査 

食研・主任研究員 

巻農業部・主任 

作研・主任研究員 

佐渡農林部・普及指導員 

 

（５）購入研究備品 

なし 

 

（６）派遣研修者 

なし 

 

（７）参観者数 

農 業 者 行政関係 そ の 他 合    計 

－回 －回 －回 32回 

－人 －人 －人 563 人 

 

（８）無体財産権など 

ア 特許権 

発 明 の 名 称 発明者 
出願番号 

年月日 

公開番号 

年月日 

登録番号 

年月日 

植物細胞への遺伝子導入方法及び遺伝

子導入用植物細胞装置 

星 洋介・近藤正剛・

小林 仁・松本伊左尾 

特願 

2002-88554 

平 14. 3.27 

特開 

2003-274953 

平 15. 9.30 

特許 

第 3887658 号 

平 18.12. 8 

暗渠充填材 白鳥 豊・中川芳雄・

渡辺秀一 

特願 

2002-97535 

平 14. 3.29 

特開 

2003-293352 

平 15.10.15 

特許 

第 3948611 号 

平 19. 4.27 
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ユリへの遺伝子導入法 星 洋介・近藤正剛・

小林 仁・松本伊左尾 

特願 

2002-362239 

平 14.12.13 

特開 

2004-187628 

平 16. 7. 8 

特許 

第 3940768 号 

平 19. 4.13 

水稲のカドミウム吸収抑制資材 門倉綾子・本間利光・

前田征之・大峡広智 

特願 

2009-236195 

平 21.10.13 

特開 

2011-83194 

平 23. 4.28 

特許 

第 5282344 号 

平 25. 6. 7 

花弁にデルフィニジンを含有するユリ

の生産方法 

田中良和・中村典子・

小林 仁・奥原宏明・

近藤正剛・小池洋介・

星 洋介・野水利和 

特願 

2012-534074 

国際出願 

PCT/JP2011/07

1271 

平 23. 9.16 

国際公開  

WO/2012/03629

0 

平 24. 3.22 

特許 

第 5945747 号 

平28. 6.10 

 

イ 実用新案権 

なし 

 

ウ 意匠権 

なし 

 

エ 登録品種 

なし 

 

（９）栄 誉 

なし 

 

javascript:GoKouhou('2100','JP','01','B','5282344','newWindow')


 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

III 作物研究センター  
 

組織構成図 

育 種 科 新品種開発チーム 

原種生産管理チーム 

高品質栽培チーム 

水田高度利用チーム 

病害虫チーム 

栽 培 科 

作物研究センター長 
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１ 研 究 概 要 

（１）研究課題及び調査事業一覧 

予算 

区分 
課  題  名 年 次 分  担 

 １ センター内プロジェクト   

県単経常  

 

 

301 

302 

303 

 

304 

305 

306 

307 

 

308 

309 

 

310 

311 

312 

313 

314 

315 

(1) 新潟米ブランド強化のための食味を重視した水稲栽培管

理技術 

ア 高品質生産を可能にする栽培技術の改善 

(ア) 水稲気象感応調査 

(イ) 主要３品種の生育特性調査 

(ウ) 被覆資材の検討 

(エ) 基肥一発肥料における有機質穂肥の効果確認 

a 基肥一発における有機 100％穂肥追肥 

b 新しい基肥一発肥料の生育・収量・品質の比較 

(オ) 実肥の効果確認 

（カ）人工的なフェーン被害の作出とフェーン耐性の検討 

イ 低コスト稲作栽培技術の開発 

(ア)無コーティング湛水直播栽培法の確立 

 (イ) 多収性品種の極多肥栽培特性 

ウ 晩生新品種の種子資質特性の把握 

(ア) 移植時期及び栽植密度が種子資質に及ぼす影響 

(イ) 収穫時期が種子資質に及ぼす影響 

(ウ) 晩生新品種の種子休眠の把握 

(エ) 晩生新品種の種子に最適な浸種方法の検討 

エ 水稲種子生産における割籾発生軽減技術の検討 

オ 大豆「里のほほえみ」種子生産での小粒化のための特

殊管理技術の検討 

平28～30 

 

 

〃 

〃 

〃 

 

〃 

〃 

〃 

〃 

 

〃 

〃 

 

平 28～30 

〃 

 〃 

〃 

平 29～30 

〃 

育種科、栽培科 

 

 

栽培科 

〃 

〃 

 

〃 

〃 

〃 

〃 

 

〃 

〃 

 

育種科 

〃 

〃 

〃 

育種科 

〃 

県単政策  

 

316 

317 

 

318 

319 

320 

(2) 奨励品種決定調査事業 

ア 水稲奨励品種決定調査 

(ア) 基本調査（本調査） 

(イ) 現地調査（Ａ試験） 

イ 大豆優良品種の選定 

(ア) 本調査 

(イ) 現地調査 

ウ 麦類の優良品種の選定 

平29 

 

 〃 

〃 

 

 〃 

 〃 

 〃 

育種科、栽培科 

 

育種科 

〃 

 

栽培科 

 〃 

 〃 
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 ２ 育種科   

県単経常  

321 

322 

323 

 

 

324 

 

325 

 

 

326 

327 

328 

329 

(1) 水稲の基幹品種の育成 

ア 粳、酒、糯、新形質米の有望系統の育成 

イ 多収性を備えた有望系統の育成 

ウ 直播適性を備えた有望系統の育成 

エ ＤＮＡマーカー選抜法を用いたいもち病ほ場抵抗性系

統の育成 

(ア) ＤＮＡマーカー選抜法を用いた葉いもちほ場抵抗

性系統の育成 

(イ) 「新之助」穂いもちほ場抵抗性同質系統の育成 

オ 米飯の物性及び糊化特性に対する高温登熟の影響の把

握 

(ア) 米飯物性の評価 

(イ) 糊化特性の評価 

カ 超硬質米系統の育成及び農業特性の把握 

キ 新系統 

平９～ 

 〃 

平 29～ 

 〃 

 

 

 〃 

 

 〃 

 

 

 〃 

 〃 

 〃 

 〃 

育種科 

 〃 

 〃 

 〃 

 

 

 〃 

 

 〃 

 

 

 〃 

 〃 

 〃 

 〃 

県単政策  

330 

(2) 多収性の主食用品種の検討 

ア 多収性の主食用品種の検討 

平28～29 

 〃 

育種科 

 〃 

県単政策  

 

331 

 

332 

333 

 

334 

335 

336 

(3) 高温耐性新品種の開発 

ア 極早生有望系統の育成 

(ア) 育種規模及び育成系統の特性評価 

(イ) 育成系統の高温耐性の評価 

a 温水かけ流し検定による高温耐性の評価 

b 人工気象室による高温耐性の評価 

(ウ) 有望系統の米飯物性及び糊化特性の評価 

a米飯物性の評価 

b糊化特性の評価 

(エ) 新系統 

平28～32 

 

 〃 

 

 〃 

 〃 

 

 〃 

 〃 

 〃 

育種科 

 

 〃 

 

 〃 

 〃 

 

 〃 

 〃 

 〃 

 ３ 栽培科   

県単政策  

 

337 

338 

 

339 

(1) 携帯情報端末のカメラを利用した水稲簡易葉色診断技術の

確立 

ア 簡易計測葉色と慣行計測葉色との関係の解明 

イ 計測条件が簡易葉色計測に与える影響の解明と計測技術

の開発 

ウ 簡易計測葉色による穂肥量基準の作成 

平29～30 

 

 〃 

 〃 

 

 〃 

栽培科 

 

 〃 

 〃 

 

 〃 
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県単政策  

 

340 

 

341 

342 

 

343 

344 

345 

346 

 

347 

348 

 

 

349 

350 

351 

352 

 

353 

 

354 

(2) 新之助の食味・品質の確保に向けた安定生産技術の確立 

ア 良食味高品質米のための安定生産技術の確立 

(ア) 区分集荷のための葉色めやすの設定 

(イ) 適正生育量を確保するための生育制御技術の確立 

a 苗質と初期生育 

b 中干し時期と生育制御 

(ウ) 穂肥施用時の生育診断技術の確立 

a 分施：穂肥診断 

b 分施：3回目穂肥 

c 一発施肥試験（化成肥料の種類と追肥） 

d一発施肥試験（有機入肥料と追肥） 

(エ) 地域別・土壌タイプ別減化学肥料栽培基準の策定 

a 地域別・土壌タイプ別減化学肥料栽培基準の策定 

b 特別栽培米生産のための雑草防除体系の検討 

 イ 病害虫防除技術試験 

(ア) いもち病の発生程度に応じた防除方法の検討 

a 葉いもち発生程度と穂いもち防除回数の検討（現地） 

b 葉いもち発生程度と穂いもち防除回数の検討（所内） 

c 葉色と穂いもち感受性の関係 

 （イ）紋枯病防除技術の開発 

 （ウ）斑点米カメムシの発生リスク評価と防除対策 

a カメムシ類の発生リスク評価と防除削減が可能な条

件 

b カメムシ類の薬剤防除法 

平29～31 

 

 〃 

  

〃 

 〃 

  

〃 

 〃 

〃 

 〃 

 

〃 

 〃 

 

 

〃 

 〃 

〃 

〃 

 

〃 

 

 〃 

栽培科 

 

 〃 

 

 〃 

 〃 

  

〃 

〃 

〃 

〃 

 

〃 

〃 

 

 

〃 

〃 

 〃 

〃 

 

〃 

 

 〃 

県単経常  

 

 

355 

356 

357 

 

358 

359 

 

360 

361 

362 

 

 

363 

364 

 

365 

366 

367 

(3) 品種の多様化に対応した水稲、大豆病害虫の防除技術の開

発 

ア 水稲品種の多様化に対応した病害虫防除体系の開発 

(ア) 稲こうじ病耐病性品種間差の評価 

(イ) 多収性品種の紋枯病耐病性 

(ウ) いもち病菌のQoI剤感受性 

(エ) 多収用米等の害虫の発生実態と防除対策 

aチョウ目害虫の発生予察技術の開発 

b 多収米における害虫の発生実態 

イ 大豆新品種の病害虫防除体系の開発 

(ア) 「里のほほえみ」の紫斑病防除時期の検討 

(イ) ウコンノメイガの発生実態 

(ウ) ウコンノメイガ要防除水準の適合性 

ウ 主食用米の減農薬栽培の高度化、安定化技術の開発 

(ア) 植生に着目した雑草管理方法 

a 高刈りの効果検証 

b 新たな植生管理技術の開発 

(イ) アカスジカスミカメの発生生態と管理技術 

a アカスジカスミカメの発生消長と幼虫の発生要因 

b 成・幼虫数と斑点米率の関係 

c フェロモン剤の誘引力の製品間の違い 

平28～30 

 

 

  〃 

 〃 

 〃 

 

 〃 

 〃 

  

 〃 

 〃 

〃 

 

 

 〃 

 〃 

  

 〃 

 〃 

 〃 

栽培科 

 

 

  〃 

 〃 

 〃 

 

〃 

 〃 

  

 〃 

〃 

〃 

 

 

 〃 

 〃 

  

 〃 

 〃 

 〃 

県単政策  

368 

369 

(4) 水稲病害発生動態調査事業 

ア 県内のいもち病菌レース 

イ 新レース発生地点におけるレースのモニタリング 

平17～ 

 〃 

 〃 

栽培科 

〃 

〃 
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県単経常  

370 

 

 

371 

372 

373 

 

 

374 

375 

 

 

376 

 

377 

 

378 

379 

 

380 

381 

382 

383 

(5) 水田フル活用をサポートする水田高度利用技術の開発 

ア 非主食用米等における省力・安定多収技術の確立 

イ 大豆耕うん同時畝立て狭畦無培土栽培を用いた作業省略

体系の開発 

(ア) 「里のほほえみ」の好適栽培条件の検討 

(イ) 「里のほほえみ」狭畦無培土栽培の好適条件の検討 

(ウ) 狭畦無培土栽培における、土壌処理除草剤残効期間の

影響 

ウ 麦類の高品質・安定多収を狙う効率的施肥体系の確立 

(ア) 大麦試験 

(イ) 小麦試験 

エ ICT技術等を取り入れた、生育診断や機械操作等の作業 

支援技術の確立 

(ア)小型レーザースキャナによる水稲生育量計測技術の開

発 

(イ)低コスト水田水位センサの探索 

オ 県内産家畜ふん堆肥の施肥効果の検証 

(ア)県内産鶏ふんでの栽培試験 

(イ)追肥作業機の乗用機械化 

カ 気象感応調査 

(ア) 大豆気象感応調査(エンレイ) 

(イ) 大豆気象感応調査(里のほほえみ) 

(ウ) 大麦・小麦気象感応調査（大麦） 

(エ) 大麦・小麦気象感応調査（小麦） 

平28～30 

 〃 

 

 

平 28～29 

 〃 

平 29 

 

 

平 29～30         

 〃 

  

  

平 28～30 

 

 〃 

  

 〃 

 〃 

  

 〃 

 〃 

 〃 

平 29～30 

栽培科 

 〃 

 

 

 〃 

 〃 

 〃 

  

  

 〃 

 〃 

 

 

 〃 

 

 〃 

  

〃 

〃 

 

 〃 

 〃 

 〃 

〃 
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（２）研究課題及び調査事業概要 

１ センター内プロジェクト 

(1) 新潟米ブランド強化のための食味を重視した水

稲栽培管理技術 

研究の背景と目的 

TPP 交渉参加への検討が開始され、産地間及び国

際競争の激化が予想される。国内では担い手不足や

高齢化などが問題となっており、低コスト・省力技

術が求められている。また、近年の登熟期の高温に

よる深い休眠が発芽率の低下や出芽のバラつきを生

じさせ、育苗作業に支障を来している。そのため、

水稲の省力・低コスト栽培技術及び安定した優良種

子の生産を改善するための基礎技術を構築する。 

 

301 水稲気象感応調査 （東・中村） 

「コシヒカリ」、「こしいぶき」及び「新之助」

について気象感応調査を実施した。分げつ期の５月

末～６月中旬は低温となった。出穂前後の７月中下

旬、８月中下旬は多雨少照で気温日較差が小さかっ

た。登熟期間は平年～やや低温で推移した。「コシ

ヒカリ」の 10a 当たり収量は平年並みの 583kg とな

った。 

 

302 主要３品種の生育特性調査 （東・中村） 

「こしいぶき」、「コシヒカリ」は中干し前までに発

生した分げつが穂になる割合が高かったが、「新之助」

は中干し開始後の6/20頃まで有効茎の発生が多く、５

号以上の上位の分げつでも有効茎が多かった。 

 

303 被覆資材の検討  （中村・東） 

稚苗無加温育苗における被覆資材には、適度な保温

性とヤケ苗を防止できるシルバー（表白）又は発泡シ

ートが適する。また、シルバーと不織布の二重被覆は

温度が高まりやすく、ヤケ苗のリスクが高い。アルミ

蒸着は５月上旬播種の育苗ハウスでも高温を抑制でき

る。 

 

304 基肥一発における有機100％穂肥追肥  

 （中村・土田） 

有機 100％穂肥施用による、高温登熟の品質向上効

果については、適正籾数で平年並の登熟気温であった

ことから、その効果は判然としなかった。 

 

305 新しい基肥一発肥料の生育・収量・品質の比較 

 （中村・土田） 

新しい基肥一発肥料の生育・収量・品質は、従来の

基肥一発肥料と同等であり、各新基肥一発肥料の速効

性窒素の割合や被覆窒素の違いによる差はなかった。 

 

306 実肥の効果確認 （古川･土田） 

登熟期間が高温ではない条件においても、稲体が養

分不足と推定される場合には (例えば出穂期６日前の

SPAD値が33以下)、出穂期３日前から穂揃期の実肥施

用により、玄米タンパク質含有率を 6.5％以下に抑制

しながら、未熟粒を減少できる可能性が示された。 

 

307 人工的なフェーン被害の作出とフェーン耐性の検

討 （東・中村） 

「コシヒカリ」、「こしいぶき」を鉢上げしたポット

稲に対して、出穂後の夜間のフェーン処理により品質

低下させることができた。異なる栽培条件でのフェー

ン処理による玄米品質はやや異なったが、その差は明

瞭ではなかった。 

 

308 無コーティング湛水直播栽培法の確立 

 （土田・東） 

無コーティング種子は土壌中に埋没させると著しく

苗立率が低下し、苗立率を高めようと播種後落水する

と推定鳥害率が高まった。水管理の違いだけで安定し

た苗立を確保するための播種位置である浅い土中に播

種することは難しいと思われた。 

 

309 多収性品種の極多肥栽培特性 （古川・東） 

低日照に起因すると考えられる籾数不足により、全

品種 (つきあかり、ちほみのり、ゆきん子舞、北陸251

号、いただき、あきだわら) で精玄米収量は概ね600kg

台に留まった。食味成績は総じて基準コシヒカリより

も劣るものの、安価な業務用米として需要には耐え得

ると総括した。 

 

310 移植時期及び栽植密度が種子資質に及ぼす影響 

 （高添・岩津） 

移植時期及び栽植密度が「新之助」の種子資質に

及ぼす影響は小さかった。移植時期では 5/2 及び

5/16 植えは発芽勢及び整粒歩合がわずかに高く、栽

植密度では 50 株及び 60 株の整粒歩合がわずかに高

かった。 

 

311 収穫時期が種子資質に及ぼす影響 （高添・岩津） 

「新之助」の種子は、収穫時期が遅いと整粒歩合

が高かったことから、種子としてより適切な収穫時

期は出穂後の積算気温 1000℃以上であると推察さ

れた。 

 

312 晩生新品種の種子休眠の把握 （高添・岩津） 

「新之助」の休眠程度は、コシヒカリと同程度で、

「こしいぶき」よりやや深い傾向が見られ、「五百

万石」より浅かった。 
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313 晩生新品種の種子に最適な浸種方法の検討 

 （岩津・高添） 

「新之助」当年産種子、貯蔵種子ともに発芽率

90％以上確保できる浸種条件は、浸種水温が 10～

15℃、浸種期間が積算水温 60～140℃・日であった。

また、苗の初期生育並びに揃いが良好な浸種条件は、

浸種水温が 12～15℃、浸種期間が積算水温 60～

140℃・日であった。 

 

314 水稲種子生産における割籾発生軽減技術の検討 

  （福嶋・岩津・高添） 

割籾率は、中間追肥および穂肥施用の有無による

差が見られなかった。このため、中間追肥の効果お

よび穂肥の適切な施用時期は把握できなかった。 

 

315 大豆「里のほほえみ」種子生産での小粒化のた

めの特殊管理技術の検討 （岩津・福嶋） 

「里のほほえみ」に対して開花期１週間後から着

莢期（開花期２週間後）に摘心・剪葉を行うと、粒

肥大が抑制され小粒化した。 

 

 

(2) 奨励品種決定調査事業 

研究の背景と目的 

主要農作物における新潟県産ブランドを強化して

農業所得を確保するためには、実需者等のニーズを

踏まえた良食味・高品質な品種を県奨励品種に選定

して普及推進する必要がある。このため、主要農作

物種子法に基づき奨励品種決定調査を行う。 

 

316 基本調査（本調査） （福嶋・岩津・高添） 

３品種・系統を供試し、有望を１系統（新潟 119

号）、やや有望を２品種・系統（新潟 120 号、コシ

ヒカリ環１号）とした。 

 

317 現地調査（Ａ試験） （高添・福嶋） 

「つきあかり」及び「ちほみのり」は有望又は再

検討、北陸 251 号は再検討、「いただき」は有望と

評価された。 

 

318 大豆優良品種の選定本調査 （川上・藤田） 

東北184号、東北179号をやや有望と評価した。水

田転換畑ではダイズ黒根腐病が多発し、子実重・百粒

重・粗蛋白含量が低下した。特に被害が大きかった系

統は、東山238号、関東135号、東山231号、四国27

号であった。 

 

319 大豆優良品種の選定現地調査 （川上・藤田） 

東山238号は、上越で品質が良好とされたが、佐渡、

村上で子実重が少ないことから、栽培特性について再

検討とする。また、ダイズ黒根腐病について、現地で

の発生程度について確認を行う。東山 231 号は、所内

調査でやや有望と評価したため次年度以降も継続調査

とする。 

 

320 麦類の優良品種の選定 （川上・藤田） 

大麦は北陸皮糯58号、北陸皮60号、北陸皮61号、

北陸皮62号を再検討とした。小麦は東山56号、東北

235号を有望とした。 

 

 

２ 育種科 

(1) 水稲の基幹品種の育成 

研究の背景と目的 

新潟県農業の特徴は、稲作を中心とする土地利用

型農業である。新潟県の稲作が今後とも産地間競争

に打ち勝つためには、全国に先駆けて商品性の高い

新たな品種を開発し、実用化することが極めて重要

である。将来にわたり食料供給県としての地位を維

持するため、本県での栽培に適する優良水稲基幹新

品種を育成する。 

 

321 粳、酒、糯、新形質米の有望系統の育成 

 （橋本・重山・神戸・板谷越・石橋） 

育成中の44系統を有望とし、そのうち４系統に新潟

番号を付与した（新潟122号、新潟123号、新潟124

号、新潟酒125号）。 

 

322 多収性を備えた有望系統の育成 （橋本） 

高収量が期待できる 20 品種、系統を供試し、収量

が80kg/a以上でかつ倒伏程度が2.0以下の新潟118

号を有望とした。 

 

323 直播適性を備えた有望系統の育成 （重山） 

倒伏程度が3.5以下、収量が60.0kg/a以上、玄米品

質4.5以下で、食味総合評価が-1.00を上回った５系

統を有望とした。 

 

324 ＤＮＡマーカー選抜法を用いた葉いもちほ場抵

抗性系統の育成 （神戸） 

B5F2世代６集団についてバイオアナライザーを用

いた遺伝子型解析により、pi21またはPi39をホモ型

でもつB5F3世代種子を、各集団２～13系統確保した。

また、各集団の出穂期、穂揃日数は原品種と一致した。 

 

325 「新之助」穂いもちほ場抵抗性同質系統の育成

 （神戸） 

バイオアナライザー分析により、戻し交配に用いる

F1世代各4個体がPb1とpi21またはPi39をヘテロで
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もつことを確認し、各集団４個体に「新之助」を戻し

交配し、27および57粒の B1F1世代稔実種子を得た。 

 

326 米飯物性の評価 （板谷越） 

高温登熟条件で栽培した水稲収穫物の米飯の物理

性を比較評価したところ、高温区では、食味官能評

価の総合・外観及び粘りが不良もしくは弱くなり、

米飯物性は表層の粘りが減少した。 

 

327 糊化特性の評価 （板谷越） 

高温登熟が食味に与える影響を解明するため、高

温登熟条件で栽培した水稲収穫物の米粉の糊化特性

を比較評価したところ、高温区では、糊化開始温度、

最高粘度、ブレークダウンが高くなり、糊化開始温

度は、食味官能評価の総合及び外観と有意な相関を

示した。 

 

328 超硬質米系統の育成及び農業特性の把握 

 （板谷越） 

長 2418 は、十分に固定した系統と考えられた。特

性は、玄米外観が白濁し、みかけの白米アミロース

含有量が高く、超硬質米としての特徴がみられた。 

 

329 新系統 （橋本、重山、神戸、板谷越、石橋） 

新潟 124 号（新潟92号／山形97号、中生、食味

極良、品質良、葉いもち極強、穂いもち強、やや多

収）、新潟酒 125 号（長1755／山形酒86号、酒米、

多収、耐倒伏性やや強、葉いもちやや強）。 

 

 

(2) 多収性の主食用品種の検討 

研究の背景と目的 

近年、米の消費形態は家庭購入から中食・外食へ

のシフトが見られ、中食・外食向け市場規模が拡大

してきている。主食用途では、実需者から一定の品

質・食味と価格競争力を持つ米の安定供給が強く求

められていることから、本県で普及奨励する多収性

の水稲主食用品種を選定する。 

 

330 多収性の主食用品種の検討 （福嶋・岩津・高添） 

多収性品種４品種・系統を供試し、有望を２品種・

系統（「つきあかり」「北陸 251 号」）、やや有望

を２品種（「ちほみのり」「いただき」）とした。 

 

 

(3) 高温耐性新品種の開発 

研究の背景と目的 

他県産良食味品種との産地間競争が激化し、新潟

米のシェア拡大が課題とされているため、消費者の

根強い早場米ニーズに対応し、作期分散も可能とな

る極早生良食味の高温耐性品種を開発する。 

 

331 育種規模及び育成系統の特性評価 

 （重山・橋本・神戸・板谷越・石橋） 

育成中の 20 系統を有望とし、２系統に新潟番号を

付与した（新潟 122 号、新潟 123 号）。 

 

332 温水かけ流し検定による高温耐性の評価 （石橋） 

温水かけ流し検定により育成系統の高温耐性を評

価した。育成中の極早生４系統を含む 21 系統が、高

温耐性を備えた系統として有望と考えられた。 

 

333 人工気象室による高温耐性の評価 （石橋） 

人工気象室を用いて育成系統の高温耐性を評価し

た。育成中の極早生３系統を含む７系統が、高温耐

性を備えた系統として有望と考えられた。 

 

334 米飯物性の評価 （板谷越） 

極早生及び早生の有望系統について、新潟 119 号

は「ゆきん子舞」、新潟 120 号及び 121 号は「新之

助」と近い米飯物性を有することが示された。 

 

335 糊化特性の評価 （板谷越） 

極早生及び早生の有望系統について、糊化開始温

度と最終粘度の関係では、新潟89号及び121号は「な

ごりゆき」及び「コシヒカリ」、新潟 83 号、115 号

及び 119 号は「ゆきん子舞」及び「こしいぶき」に

比較的近い位置づけだった。 

 

336 新系統 （重山・橋本・神戸・板谷越・石橋） 

新潟 122 号（長 1820／東北 180 号、極早生、耐冷

性強、収量やや多）新潟 123 号（長 1850／新潟 t71

号、早生、収量やや多、耐倒伏性やや強、穂発芽や

や難） 

 

 

３ 栽培科 

(1) 携帯情報端末のカメラを利用した水稲簡易葉色

診断技術の確立 

研究の背景と目的 

近年多発する異常気象条件下では、作物の葉色変化

をこまめに診断し、適正な肥培管理を行う必要がある。

現場で簡易に葉色診断を行えるようにするため、カメ

ラを用いた生育診断・穂肥診断のツールを開発する。 

 

337 簡易計測葉色と慣行計測葉色の関係の解明 

 （樋口） 

SPAD値を葉の色から推定できるものと考えられ、７

月中旬頃の群落の見かけ上の葉色は生育調査で用いる

完全展開第 2 葉の葉色値よりも小さくなるものと考え
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られた。 

 

338 計測条件が簡易葉色計測に与える影響の解明と

計測技術の開発 （樋口） 

南側から撮影した画像から得た群落色相値の葉色板

色相値対比とSPAD値との相関が高かった。雲により明

るさが変動する条件下で葉色板撮影画像の RGB 輝度値

は明るさにより変化したが、色相値では比較的安定し

ていた。 

 

339 簡易計測葉色による穂肥量基準の作成（樋口） 

SPAD 値及び群落葉色(群落色相値/葉色板色相値)と

玄米タンパク質含有率に相関関係が見られたが、SPAD

値に比べ群落色相値/葉色板色相値と玄米タンパク質

含有率との相関は低かった。 

 

 

(2) 新之助の食味・品質の確保に向けた安定生産技術

の確立 

研究の背景と目的 

水稲晩生新品種「新之助」は平成29年から一般栽培

されるが、区分集荷の指標となる葉色のめやすや減減

栽培法は未検討、生育の目標値に誘導するための生育

制御技術・生育診断技術は未確立の状況である。そこ

で「新之助」の玄米タンパク基準を満たす葉色値の設

定、理想生育に誘導する生育制御技術、生育診断技術

の確立、減化学肥料栽培基準の確立、有機入り基肥一

発肥料栽培の確立、適正な病害虫防除技術の確立を目

指す。 

 

340 区分集荷のための葉色めやすの設定 

  （古川･土田） 

「新之助」の精玄米タンパク質含有率を6.3％以下

とするための止葉葉色の指標は、SPAD値で出穂10日

後に39以下、17日後に38以下、24日後に34以下、

と示唆された。6.3％を超えることがないように安全を

見越して上記SPAD値－３に葉色誘導した場合、玄米タ

ンパク含量の平均は5.4％にまで低下し、目標値5.8％

を割り込むと予測された。 

 

341 苗質と初期生育 （東・古川） 

苗質による分げつ数、穂数及び精玄米重は苗の乾物

重及び充実度の大きい順に比例し、多くなった。移植

前追肥により分げつ数は増加したが、穂数の増加は認

められなかった。健苗（20日苗）は、老化苗（26日及

び33日苗）よりも下位分げつの穂が穂数に占める比率

がやや大きかった。 

 

342 中干し時期と生育制御 （東・古川） 

生育量がやや小さい条件での検討となった。中干し

の早い区で葉色が淡くなり、低収となる傾向がみられ

た。中干開始時の茎数が目標穂数の50％の区では雑草

発生が水稲生育に影響する可能性が考えられたほか、

幼穂形成期以降の乾物生産が劣った。 

 

343 分施：穂肥診断 （土田・古川） 

「新之助」の生育診断技術を開発するため、幼穂形

成期の生育と穂肥窒素量が総籾数と出穂期の葉色値に

及ぼす影響を検討した。穂肥窒素１kg/10ａの２回施用

によって、無施用に比べて総籾数は１回目1340粒/㎡、

２回目750粒/㎡の増加、出穂期の葉色値は１回目0.86、

２回目0.88の上昇が見込まれた。 

 

344 分施：３回目穂肥 （土田・古川） 

「新之助」の３回目穂肥効果を検討した。簡易 OTC

による高温処理によって乳白粒等が増加して整粒歩合

が低下したが、２㎏ N/10a の穂肥施用によって整粒歩

合が高まる傾向がみられた。 

 

345 一発施肥試験（化成肥料の種類と追肥） 

 （中村・東） 

化成基肥一発肥料の窒素配合割合（基肥と穂肥窒素

割合）、被覆尿素の違いによる、生育、収量、品質の差

は見られなかった。 

 

346 一発施肥試験（有機入肥料と追肥） （中村・東） 

有機入り基肥一発肥料と分施では生育、収量、品質

の差は見られなかった。また、化成基肥一発肥料との

違いについても見られなかった。 

 

347 地域別・土壌タイプ別減化学肥料栽培基準の策定

 （中村・東） 

県内普及センター調査ほ場の土壌と生育との関係を

調査した。基肥窒素量は、土壌の可給態窒素の大小に

よって基肥量が調節され、土壌タイプによる基肥量の

差は小さかった。 

 

348 特別栽培米生産のための雑草防除体系の検討 

 （東・中村） 

「新之助」の特別栽培米生産における雑草防除体系

は、初期剤と移植後14日の一発処理剤の体系処理のほ

うが優れていると考えられた。 

 

349 葉いもち発生程度と穂いもち防除回数の検討（現

地） （堀・黒田） 

感染好適条件の出現頻度が極度に少なく、現地では

極少発生となったため、「新之助」の葉いもち発生程度

と穂いもち被害程度の関係は検討できなかった。 

 



49 

－ III  - 11 － 

350 葉いもち発生程度と穂いもち防除回数の検討（所

内） （堀・黒田） 

施肥や防除強度を変えて「新之助」の葉いもち発生

量と穂いもち被害程度を検討したところ、発病穂率と

精玄米重に関連が見られ、5％以上の減収を防ぐには概

ね発病穂率が 10％を超えないように管理する必要が

あると考えられた。 

 

351 葉色と穂いもち感受性の関係 （黒田・堀） 

基肥および穂肥水準を変えたポットイネにいもち

病菌を噴霧接種した。出穂期前の葉色が高まると「新

之助」の穂いもち感受性も高まったが、感受性が急

激に増加する閾値は見られなかった。 

 

352 紋枯病防除技術の開発 （黒田・堀） 

紋枯病は病斑高率が高まると千粒重が小さくなり、

発病株率や被害度が高まればくず米割合が高まり、

品質への影響があると考えられた。天候が病勢進展

に影響すると考えられるが、7月上旬に防除を行っ

た場合、7月下旬や 8月上旬に防除を行った場合と

比べて防除効果が高かった。 

 

353 カメムシ類の発生リスク評価と防除削減が可能な

条件 （石本・岩田） 

「新之助」における主要カメムシはアカスジカスミ

カメであり、斑点米発生リスクはコシヒカリと同等か

低いとみられた。共同防除地区内の新之助圃場ではカ

メムシ防除を省略できる可能性が高いと思われた。 

 

354 カメムシ類の薬剤防除法 （石本・岩田） 

水田で、ジノテフラン粒剤、エチプロール粒剤を処

理した稲へのアカスジカスミカメの放飼試験を行った。

いずれも被害粒低減効果が認められたが、その効果は

低かった。 

 

 

(3) 品種の多様化に対応した水稲、大豆病害虫の防

除技術の開発 

研究の背景と目的 

飼料用米や多収性水稲品種の生産拡大に伴い、一部

の病害虫の多発生が懸念される。大豆では新品種の「里

のほほえみ」の普及が見込まれる。品種、栽培法の多

様化に対応した効果的な病害虫防除体系を構築する。

また、「コシヒカリ」等の減農薬栽培の安定化・高度化

を実現するための対策技術を開発する。 

 

355 稲こうじ病耐病性品種間差の評価 （黒田・堀） 

晩性品種は、稲こうじ病発病リスクが高いことが

知られていることから、「いただき」と「あきだわ

ら」の稲こうじ病耐病性を「コシヒカリ」と比較し

た。発病株率、発病穂率、株あたり発病もみ数にお

いて、「いただき」は「コシヒカリ」とほぼ同等で

あったが、「あきだわら」はいずれの数値も「コシ

ヒカリ」より有意に高かったことから、「あきだわ

ら」はやや弱いと考えられた。 

 

356 多収性品種の紋枯病耐病性 （黒田・堀） 

多収性品種「新潟次郎」、「いただき」、「あき

だわら」の紋枯病耐病性を評価するため、耐病性の

弱い「こしいぶき」と病勢進展を比較した。新潟次

郎は水平・垂直進展とも「こしいぶき」と同等かや

や劣る程度であった。「あきだわら」は「こしいぶ

き」より水平・垂直進展でやや劣った。「いただき」

は「こしいぶき」よりかなり強いと考えられた。 

 

357 いもち病菌のQoI剤感受性検定 （堀・黒田） 

県内で採取したいもち病菌 755 菌株および過年度に

未検定の412菌株について培地でQoI剤感受性を調査

した。QoI 剤耐性菌は一般ほ場では確認されず、ほぼ

同一ほ場を継続調査している重点調査地域では同一地

域で３年間、耐性菌が確認された。 

 

358 チョウ目害虫の発生予察技術の開発 

 （岩田・石本） 

コブノメイガのフェロモントラップとしてコーント

ラップと SE トラップの有用性を比較した。SE トラッ

プはコーントラップよりも誘殺数が多く、市販品を利

用できることから、コーントラップより実用性が高い

と考えられた。また、イチモンジセセリは垂直粘着ト

ラップに付着した個体を計数することでモニタリング

できると考えられた。 

 

359 多収米における害虫の発生実態 （岩田・石本） 

数種の多収性品種で、害虫の発生量を比較、検討し

た。斑点米カメムシ類の主要種は、早生品種では主に

アカヒゲホソミドリカスミカメ、晩生品種では、主に

アカスジカスミカメであることが示唆された。カメム

シ類以外の害虫はいずれも少発生であった。 

 

360 「里のほほえみ」の紫斑病防除時期の検討 

 （黒田・堀） 

８月下旬の里のほほえみの紫斑病防除を検討した。

アゾキシストロビン水和剤と銅水和剤の開花期５-６

週間後散布の防除効果を調査した結果、両剤とも５週

間後の防除で無処理と比べて紫斑粒率に有意な差が認

められたが、銅水和剤の効果は不十分であった。６週

間後の防除では、いずれの剤も効果が認められなかっ

た。 

 

361 ウコンノメイガの発生実態 （岩田・石本） 
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作物研究センターの大豆圃場で「里のほほえみ」と

「エンレイ」を栽培し、ウコンノメイガの発生を比較

した。「里のほほえみ」は「エンレイ」よりもウコンノ

メイガの発生量が多くなりやすいと考えられた。葉巻

の発生時期は２品種ともほぼ一致し、「里のほほえみ」

におけるウコンノメイガの防除時期は、「エンレイ」に

準じることが妥当と思われた。 

 

362 ウコンノメイガ要防除水準の適合性 

  （岩田・石本） 

ウコンノメイガによる葉巻数について、2017年度の

データを用いて、既存の葉巻数予測式の「里のほほえ

み」に対する適合性を検討した。2017年度はウコンノ

メイガの発生時期が遅かったため、既存の予測式では

最多発生時の葉巻数を過小評価した事例があった。 

 

363 高刈りの効果検証 （岩田・石本） 

現地圃場において、一旦イネ科が優占した畦畔を、

高刈りと地際刈りで管理し、植生の変化を比較した。

一旦イネ科が優占した畦畔においても、高刈りは、地

際刈りよりイネ科以外の植被率が高かった。高刈りを

継続すると、徐々にイネ科以外の草種の植被率が高ま

ると考えられたが、畦畔によってその程度は異なる可

能性が示唆された。 

 

364 新たな植生管理技術の開発 （岩田・石本） 

現地圃場において、自走式除草機を用いて草を刈る

高さを変えて管理し、植生の変化を調査した。自走式

除草機を使用する場合も、草を刈る高さを変えると植

生は変化すると考えられた。また、草を刈る高さを高

くすると、イネ科以外の草種の植被率が高まり、イネ

科雑草を抑制することが示唆された。 

 

365 アカスジカスミカメの発生消長と幼虫の発生要因 

 （石本・岩田） 

２地区、15のコシヒカリ圃場において、アカスジカ

スミカメの発生実態を調査した。幼虫が12圃場で確認

され、幼虫数が多いと斑点米率が高い傾向が認められ

た。幼虫は、イネに産下された卵に由来する可能性が

高いと考えられた。 

 

366 成・幼虫数と斑点米率の関係 （石本・岩田） 

  2013～2017年の延べ69のコシヒカリ圃場の調査デ

ータにより、アカスジカスミカメ成幼虫数と斑点米率

の関係を解析した。27の幼虫発生圃場があり、幼虫数

と斑点米率の間に正の相関が認められた。登熟初期の

成虫数と登熟後期の幼虫数、斑点米率の間には有意な

正の関係が認められ、登熟初期の成虫数により斑点米

率を予測できると考えられた。 

 

367 フェロモン剤の誘引力の製品間の違い 

 （石本・岩田） 

アカヒゲホソミドリカスミカメ用フェロモン剤２製

品、アカスジカスミカメ用フェロモン剤２製品のカメ

ムシ誘引性を比較した。アカヒゲホソミドリカスミカ

メ誘引性は製品間で違いがなかったが、アカスジカス

ミカメ誘引性は製品化で違いがあり、アースバイオケ

ミカル社製の誘引性は低かった。 

 

 

(4) 水稲病害発生動態調査事業 

研究の背景と目的 

県内に分布するいもち病菌のレースを把握し、コシ

ヒカリ BL の構成品種とその比率を決定するための資

料とする。 

 

368 県内のいもち病菌レース （堀・黒田） 

前年度から、コシヒカリ新潟BL３号、11号に替わっ

てBL４号、BL13号が構成品種に加わっている。BL３号

に病原性を持つレースが低頻度ながら確認された。

2014 年度に確認された BL11 号に病原性を持つレース

は確認されなかった。 

 

369 新レース発生地点におけるレースのモニタリング 

 （堀・黒田） 

平成21年に BL侵害いもち病菌が確認された６地域

のうち５地域で追跡調査を行った。前年度から、コシ

ヒカリ新潟BL３号、11号に替わってBL４号、BL13 号

が構成品種に加わり、１号、２号、４号に病原性を持

つレースでは 65%の構成品種が感染可能になっている

が、分離頻度の上昇はなかった。BL１号、２号、３号

に病原性を持つレースの頻度も低かった。 

 

 

(5) 水田フル活用をサポートする水田高度利用技術

の開発 

研究の背景と目的 

農業経営において、水田を効率的に利用するために

は周年活用が基本となるが、新潟県の水田作は１年１

作体系がほとんどであり、水田における耕地利用率は

全国平均よりも５％程度低い。そこで、水田利活用の

改善のために、耕地利用率を上げて生産性を向上し、

経営体の所得確保を図る栽培技術を開発する。さらに、

このような営農体系を大規模の圃場で実施できる、省

力的かつ効率的排水対策、技術体系を確立する。 

 

370 非主食用米等における省力・安定多収技術の確立 

 （樋口） 

40日、70日タイプの２種類の緩効性肥料を用いて乾

田直播栽培を行ったが収量等に肥料による差は見られ
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なかった。前作水稲圃場では追肥によって収量は増加

した。 

 

371 「里のほほえみ」の好適栽培条件の検討 

 （川上・藤田） 

播種日が早いほど倒伏程度および立枯程度は大きく、

整粒歩合が低下する傾向があるため、早播きは品質の

低下を助長することが示唆された。また、栽植密度は

収量構成要素および品質に対し影響は少ないことも示

唆された。 

 

372 「里のほほえみ」狭畦無培土栽培の好適条件の検

討 （藤田・川上） 

狭畦無培土栽培では、栽植密度は 13.3 株/㎡が望ま

しいが、最適播種日は５月中の播種では倒伏、立枯及

び裂皮粒が発生し、６月上旬では立枯と百粒重の低下

に伴う縮緬じわ粒を誘発し、６月下旬では成熟期が晩

限となることから、選定は困難であった。 

 

373 狭畦無培土栽培における、土壌処理除草剤残効期

間の影響 （藤田・川上） 

残効性の異なる土壌処理除草剤による雑草抑制効果

の違いは、群落内部では明確ではなく、群落外周部で

は、残効期間が長い方が抑制効果が高かった。大豆の

成熟期生育及び収量は残効期間による差は無かった。 

 

374 麦類の高品質・安定多収を狙う効率的施肥体系の

確立－大麦試験 （川上・藤田） 

苗立期追肥量により越冬前の茎数確保、葉色の維持

が図られたが、収量に有意差は認められなかった。基

肥及び苗立期追肥の違いによる、硝子率への影響は見

られなかった。 

 

375 麦類の高品質・安定多収を狙う効率的施肥体系の

確立－小麦試験 （藤田・川上） 

基肥では増肥すると穂数が増加したが収量の違いは

なかった。播種２週間後頃の苗立期追肥の施用では、

増肥すると穂数が多くなり、増収効果が見られた。し

かし整粒歩合が低くなり、細麦の発生を助長すること

が懸念された。 

 

376 小型レーザースキャナによる水稲生育量計測技術

の開発 （樋口） 

小型無人航空機(ドローン)での搭載を想定した小型

のレーザースキャナを用いて水稲を計測した結果、汎

用のレーザースキャナと同様に草丈を計測できた。 

 

377 低コスト水田水位センサの探索 （樋口） 

固定した距離センサから水面上のフロートまでの距

離を記録する水位計を試作し、１時間毎の平均水位と

慣行水位計の１時間間隔の読取り値とを比較した。差

は１cm 程度であり計測に用いることができるものと

考えられた。 

 

378 県内産鶏ふんでの栽培試験 （南雲） 

県内２カ所の養鶏場の鶏ふんペレットについて、湛

水培養法により窒素肥効を測定した結果、約２％、３％

であった。これを当初窒素肥効 2.5％と推定してコシ

ヒカリを栽培した結果、市販有機入り配合肥料と同等

の生育・収量が得られた。 

 

379 追肥作業機の乗用機械化 （樋口） 

田植機の側条施肥ユニットを用いて穂肥散布を行う

方法を試作し、安定した走行性が得られる耕起体系を

検討した。耕起鎮圧-代かき体系で機体の沈下を抑える

ことができたが、沈下の変動は慣行体系に比べ大きか

った。 

 

380 大豆気象感応調査（エンレイ） （川上・藤田） 

莢伸長期（８月中下旬）は、気温が高く日射量が少

なく、子実肥大期から成熟期（９月上中旬）は気温が

低くかったため、有効莢数が平年を下回り、百粒重が

小さかったため、子実重は平年より少なかった。縮緬

じわ粒の発生が多く、品質は低下した。 

 

381 大豆気象感応調査（里のほほえみ） 

 （川上・藤田） 

莢伸長期（８月中下旬）は、気温が高く日射量が少

なく、子実肥大期から成熟期（９月上中旬）は気温が

低くかったため、１莢粒数が前年を下回り、百粒重が

小さかったため（標準播）、子実重は前年より少なかっ

た。縮緬じわ粒の発生が多く、品質は低下した。 

 

382 大麦・小麦気象感応調査（大麦） （川上・藤田） 

平成29年産大麦は、根雪の始まりが遅く越冬前の生

育量を確保することができ、根雪の期間も短かったた

め、穂数が多くなった。しかし、４月から５月までの

気温が高く、日射量が多く経過したが、降水量が少な

く「枯れ熟れ」のような状況になり、収量・品質は平

年より低下した。 

 

383 大麦・小麦気象感応調査（小麦） （藤田・川上） 

小麦の気象条件と生育、収量との関係を調査し、作

柄を解析した。越冬前茎数が確保され、また根雪期間

が短かったために、穂数が平年に比べ多く、子実重は

平年より大きかった。しかし、容積重は平年並みだが

タンパク質含有率が平年より低下した。 
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２ 研 究 成 果 

（１）新技術情報 

ア 研究成果情報  

本県農林水産業や食品産業の生産現場において、直接的な導入効果が期待される技術、又は普及指導や企

業の生産活動において活用できる情報（平成30年度新潟県農林水産業研究成果集に掲載） 

No. 成  果  名 担 当 

 

１ 

２ 

（新潟米生産体質強化に向けた技術） 

極早生で食味が良い水稲新品種「葉月（はづき）みのり」 

水稲稚苗無加温育苗における播種時期と被覆資材の組合せのめやす 

 

作研育種科 

作研栽培科 

 

イ 参考情報 

研究を進める上での基礎的知見等 

なし 

 

（２）研究発表 

ア  学会誌等投稿 

論  文  名 

（執筆者名） 
掲載誌名等 発行年月 

ダイズの耕うん同時畝立て狭畦栽培における適性栽植密度―密植適

応性が異なる新潟県ダイズ奨励品種の比較―（藤田与一・川上修・黒

田智久・服部誠・樋口泰浩・南雲芳文・高橋能彦） 

日本作物学会紀事第86巻

第２号 

平 29. 4 

幼穂形成期の生育診断によるコシヒカリの籾数推定と穂肥施肥法（佐

藤 徹） 

米麦改良 平 29. 5 

アカヒゲホソミドリカスミカメとアカスジカスミカメの混発におけ

る広域防除の効果（石本万寿広・岩田大介） 

北陸病害虫研究会報第66

号 

平 29.12 

アカスジカスミカメのモニタリングにおける屋根付き粘着式フェロ

モントラップの有効性（石本万寿広・岩田大介） 

北陸病害虫研究会報第66

号 

平 29.12 

新潟県のダイズにおけるウコンノメイガの発生消長（石本万寿広・岩

田大介） 

北陸病害虫研究会報第66

号 

平 29.12 

水稲品種「わたぼうし」における穂いもち発病予測モデル（黒田智久・

松澤清二郎・堀 武志） 

北日本病害虫研究会報第 6

8 号 

平 29.12 

「コシヒカリ新潟ＢＬ」の開発とその利用（重山博信） 農業および園芸第93巻第

１号 

平 30. 1 

食味が良く高温登熟性に優れる水稲晩生新品種「新之助」（重山博信） JATAFFジャーナル Vol｡

6.No.1 

平 30. 1 

極良食味で高温登熟性に優れる水稲「新之助」（重山博信） 米麦改良 平 30. 2 

新潟県における水稲品種開発と晩生新品種「新之助」の育成（重山博

信） 

北陸作物学会報第53号 平 30. 2 

畑作物の収量・品質の向上及び作業省略体系に関する研究（藤田与一） 北陸作物学会報第 53 号 平 30. 2 

ウコンノメイガに対する殺虫剤の防除効果（石本万寿広・岩田大介） 新潟県農業総合研究所研

究報告第16号 

平 30. 3 

大豆大粒品種「里のほほえみ」の生育特性及び加工適性（川上 修・

藤田与一・諸橋敬子） 

新潟県農業総合研究所研

究報告第16号 

平 30. 3 

 

  



53 

－ III  - 15 － 

イ  講演発表 

発 表 題 名 

（発表者名） 

学会・研究会名 

（掲載誌名等） 
開催年月日 

水稲における高窒素鶏ふん堆肥の活用（南雲芳文） 新潟県土壌医の会  H29. 6.18 

ソーラーシェアリングを想定した水稲に対する直達光遮光栽培の影

響について（南雲芳文・樋口泰浩・藤田与一・川上 修・山田 昇） 

北陸作物・育種学会第 54

回講演会  

平29. 7.14

～15 

新潟県におけるコムギの製パン適性を高める穂揃期追肥（藤田与一・

諸橋敬子・川上 修・樋口泰浩・南雲芳文） 

北陸作物・育種学会第 54

回講演会  

平29. 7.14

～15 

畑作物の収量・品質の向上及び作業省略体系に関する研究（奨励賞）

（藤田与一） 

北陸作物・育種学会第 54

回講演会  

平29. 7.14

～15 

新潟県大豆の多収阻害要因の実態解明－第2報（南雲芳文・藤田与一

・黒田智久・川上 修・樋口泰浩・石井勝博・本間利光・吉村亜希子

・瑞慶村知佳・原口暢朗） 

日本土壌肥料学会 2017 年

仙台大会  

平 29. 9. 5 

～ 7 

「エンレイ」難裂莢性系統「えんれいのそら」の新潟県における機械

収穫適性（藤田与一・高橋浩司・川上 修・黒田智久・高橋 幹） 

日本作物学会第 244 回講演

会 

平29. 9.14 

～15 

アカスジカスミカメによる「コシヒカリ」の斑点米多発事例と要因（

石本万寿広・岩田大介） 

第 70 回北陸病害虫研究会 平30. 2.15

～16 

里のほほえみとエンレイの害虫発生実態比較試験（岩田大介・石本万

寿広） 

第 71 回北日本病害虫研究

発表会 

平30.2 .15

～16 

画像解析技術を利用して斑点米カメムシを自動でモニタリングする

フェロモントラップの試作（岩田大介・小林 豊・石本万寿広） 

第 62 回日本応用動物昆虫

学会大会 

平30. 3.25

～3.27 

ダイズ黒根腐病耐病性変動要因の解析（黒田智久・藤田与一・堀 武

志・川上修） 

平成 29 年度日本植物病理

学会大会 

平29. 4.26

～28 

晩生新品種「新之助」の稲こうじ病、紋枯病耐病性(黒田智久・堀 武

志) 

第 70 回北陸病害虫研究会 平30. 2.15

～16 

胚軸への有傷接種によるダイズ品種の黒根腐病耐病性評価（黒田智久

・藤田与一・堀 武志・川上 修） 

平成 30 年度日本植物病理

学会大会 

平30. 3.25

～27 

新潟県育成晩生新品種「新之助」のいもち病感受性の評価と防除対応

（堀 武志・黒田智久・松澤清二郎） 

第 70 回北陸病害虫研究会 平30. 2.15

～16 

新潟県におけるQoI剤耐性イネいもち病菌の発生状況（堀 武志・黒

田智久・松澤清二郎・山口吉博・藤巻雄一・石川浩司・藤 晋一） 

平成 30 年度日本植物病理

学会大会 

平30. 3.25

～27 

 

（３）現地指導  

ア  研究成果情報名：大豆の中耕・培土作業を省略できる耕うん同時畝立て狭畦無培土栽培法（平成 27 年度） 

担当部署 

担 当 者 

担当普及指導センター 

対象農業者 
実施場所 

実施回数 

年月日 
指 導 内 容 

栽培科 

藤田与一 

新潟普及指導センター 

（株）白銀カルチャー 

 

新潟市秋葉区 

新関地区 

４回 

平 29. 4. 4 

平 29. 4.21 

平 29. 7.11 

平 29.12.21 

・狭畦無培土栽培技術の特性及び機械、

播種密度の設定と除草体系の確認 

・播種１ヶ月後頃の茎葉処理除草剤散布

計画 

・技術導入効果の検証 
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３  技術援助及び行政対応活動 

（１）指針及び行政資料の執筆 

発 行 誌 名 発 行 者 発行年月 執 筆 者 

稲作経営への多収性品種導入のすすめ 新潟県農林水産部 平29.12 土田 徹・古川勇一

郎 

平成29年度稲作概況と課題 新潟県農林水産部 平30. 3 東 聡志 

平成30年度農作物病害虫雑草防除指針 新潟県農林水産部 平30. 3 石本万寿広・堀 武

志・東 聡志 

 

（２）成果発表会、研修会、関係会議等 

開催年月日 成果発表会・研修会・会議等の名称 
参集人数

（人） 
講 師 等 

平 29. 7. 6 作物関係研究成果発表会 104 作研研究員 

平 29.10.21 農業総合研究所・作物研究センター「ふれあいデー」 786 全職員 

 

（３）農業大学校 

なし 

 

（４）農業大学校研究科 

教 科 名 
授業時間（時間） 

講    師 
講義 演習 実習 計 

稲作特論Ⅰ 44   44 

石崎和彦・松井崇晃・板谷越重人・佐藤 徹・

南雲芳文・石本万寿広・土田 徹・東 聡志・

中村正明・黒田智久・藤田与一 

稲作専門演習Ⅰ  16  16 黒田智久・堀 武志・岩田大介 

 

（５）その他講師派遣 

年月日 主 催 者 行  事 内  容 講  師 

平29. 6.17 新潟県友会南新潟支部 総会記念講演会 新潟の新しい米「新之助」 石﨑和彦 

平29. 7. 7 全農にいがた 平成29年度水稲穂肥診

断研修会 

品質向上に向けた中後期

の栽培管理について 

東 聡志 

平29.10. 5 新潟県新たな米産業創

出技術研究会 

新潟県新たな米産業創

出技術研究会第２回技

術セミナー 

新潟県が育成した水稲品

種の紹介 

石﨑和彦 

平29.10.10 長岡市役所市民協働推

進部市民協働課 

まちなかキャンパス長

岡・まちなかカフェ 

「コシヒカリ」の開発経緯

と特性等について 

有坂通展 

平29.10.28 首都圏新潟県人会 第一回大新潟県人会 2

017 in 新宿 

新潟の新しい米「新之助」 石﨑和彦 

平29.10.31 長岡市役所市民協働推

進部市民協働課 

まちなかキャンパス長

岡・まちなかカフェ 

新潟の新しい米「新之助」 石﨑和彦 

平29.11.29 ライス・エキスポ・ジ

ャパン キックオフセ

ミナー実行委員会 

ライス・エキスポ・ジ

ャパン キックオフセ

ミナー  

新潟県の新品種｢新之助｣

の育成とその特徴につい

て（育種と食味） 

石﨑和彦 

平29.12.12 長岡地域農業振興協議

会 

平成29年度長岡地域新

潟米総括検討会 

平成29年度産米の作柄概

況とその要因について 

東 聡志 

平30. 1.22 新潟県種子協会 稲採種事業実績検討会 コシヒカリBLと原種生産

について 

岩津雅和 
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年月日 主 催 者 行  事 内  容 講  師 

平30. 1.31 新潟県 平成29年度新潟県農薬

管理指導士養成研修 

農薬に関する関係法令や

安全使用、危被害防止対策

等 

佐藤 徹 

平30. 2. 2 植物防疫魚沼地域協議

会 

 

平成29年度魚沼地域病

害虫防除事業反省検討

会 

2種カスミカメ類と雑草の

関係について 

岩田大介 

平30. 2.15 日本労働組合総連合会

新潟県連合会 

新潟県・食と環境ネッ

トワーク第11回総会 

新潟の新しい米「新之助」 石﨑和彦 

平30. 2.27 柏崎農業協同組合 新品種「葉月みのり」

誕生祭 

極早生新品種「葉月みのり

」 

石﨑和彦 

平30. 3.13 上越病害虫防除協議会 病害虫防除研修会 2種カスミカメ類と雑草の

関係について 

岩田大介 

平30. 3. 1 北陸農政局 平成29年度北陸地域大

豆セミナー 

新潟県の大豆情勢と多収

阻害要因の状況 

藤田与一 

平30. 3. 6 全農にいがた 平成29年度土壌診断講

習会 

新潟県土壌の現状と課題

について 

南雲芳文 

平30.3.21 まちなかキャンパス長

岡栃尾分校 

まちなかキャンパス長

岡栃尾分校講座 

「コシヒカリ」の開発経緯

と特性等について 

佐藤 徹 

 

（６）研修生受け入れ 

氏 名 所  属 研修目的 受け入れ期間 受け入れ部・科 

柴田直彦 新潟大学農学部農業生

産科学科 

インターンシップ研修 平29. 8.21～ 9. 1 栽培科 

本間守玲 新潟大学農学部農業生

産科学科 

インターンシップ研修 平29. 8.21～ 9. 1 栽培科 

松永謙太郎 全農新潟県本部肥料農

薬推進課 

作物における栽培・施

肥・防除技術の習得 

平29. 7.18～ 7.28 

平29. 9. 4～ 9.15 

栽培科 

 

（７）取材対応 

年月日 取材機関 取 材 内 容 応対者 報道日 

平29. 8. 4 日経BP社日経ビジネス 「新之助」の開発について 石﨑和彦 平29. 9. 4 

平29. 9.25 日本経済新聞社新潟支

局 

「新之助」の開発について 石﨑和彦 平29.10. 4 

平29.11.21 共同通信社富山支局 「新之助」の開発について 石﨑和彦 平30. 1. 1 

平29.12. 1 毎日新聞社新潟支局 新潟県の品種開発について 石﨑和彦 平30. 1. 1 

平29.12. 6 世界文化社富士フィル

ム会員誌「いろどり」

担当 

「新之助」の開発について 石﨑和彦 平30. 3 

平30. 3.22 十勝毎日新聞社 「新之助」の開発について 石﨑和彦 平30. 4 
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４ 総 務 報 告 

（１）施設（農業総合研究所・作物研究センター） 

所 在 地 長岡市長倉町 857 番地 

建物面積 延 10,268 ㎡ 

圃場面積 田 14.51ha、畑 4.25ha 

 

（２）事業予算 （単位：千円） 

科    目 予算額 
財     源 

国補 手数料 財産収入 その他 一般財源 

運営費 3,018        2,131  887  

維持管理費 0          0  

経常研究費 4,127          4,127  

ほ場・飼育管理費 5,465        5,465  0  

受託試験費 5,881        5,881  0  

食品生産改善事業 0          0  

政策研究費 35,107        13,067  22,040  

備品整備費 6,178          6,178  

施設整備費 0          0  

庁舎修繕費 5,600          5,600  

その他 0          0  

その他（他課事業） 21,552          21,552  

合   計 86,928  0  0  0  26,544  60,384  

注）その他（他課事業費）は農業総合研究所費以外の予算 

 

（３）職員一覧 

所  属 職  名 氏  名 所  属 職  名 氏  名 

 
育種科 
（新品種開発） 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
（原種生産管理） 

センター長 
育種科長 
専門研究員 
 〃 
主任研究員 
 〃 
 〃 
技術員 
 〃 
 〃 
 〃 
 〃 
22条職員 
 〃 
専門研究員 
主任研究員 
 〃 
 〃 
技術員 
 〃 
 〃 
 〃 
 〃 
 〃 

有坂 通展 
石崎 和彦 
橋本 憲明 
重山 博信 
神戸 崇 
板谷越 重人 
石橋 俊明 
伊東 一彦 
石原 義弘 
星野 勝 
川瀨 守 
塙  良輔 
小川 龍雄 
五井 潔 
岩津 雅和 
竹内 睦 
福嶋 朗山 
高添 由起子 
目黒 秀二 
佐藤 久男 
竹田 守人 
高橋 浩之 
諸橋 歩武 
大渕 昇 

栽培科 
（高品質栽培） 
 
 
 
 
（水田高度利用） 
 
 
 
 
 
（病害虫） 

栽培科長 
専門研究員 
 〃 
 〃 
主任研究員 
技術員 
専門研究員 
 〃 
 〃 
主任研究員 
技術員 
 〃 
専門研究員 
 〃 
 〃 
主任研究員 
技術員 

佐藤 徹 
土田 徹 
東  聡志 
中村 正明 
古川 勇一郎 
飯濱 康輔 
川上 修 
南雲 芳文 
樋口 泰浩 
藤田 与一 
中村 信之 
武田 英夫 
石本 万寿広 
黒田 智久 
堀  武志 
岩田 大介 
土田 正一 
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（４）職員の異動 

発令月日 転出入 氏 名 新所属・職名 旧所属・職名 

平成29年 

４月１日付 

転出 

 

 

 

転入 

 

 

採用 

 

阿部 聖一 

佐藤 徹 

白矢 武士 

長谷川 裕 

土田 徹 

古川 勇一郎 

伊東 一彦 

小川 龍雄 
五井 潔 

新潟農林部・参事 

栽培科長 

バイオ・主任研究員 

基盤・技術員 

栽培科・専門研究員 

栽培科・主任研究員 

育種科・技術員 

育種科・技術員（22条職員） 

 〃 

栽培科長 

栽培科・専門研究員 

栽培科・主任研究員 

育種科・技術員 

基盤・専門研究員 

基盤・主任研究員 

基盤・技術員 

 

 

（５）購入研究備品 

なし 

 

（６）派遣研修者 

なし 

 

（７）参観者数 

農 業 者 行政関係 そ の 他 合    計 

－回 －回 －回 32回 

－人 －人 －人 563 人 

 

（８）無体財産権など 

ア 特許権 

発 明 の 名 称 発明者 
出願番号 

年月日 

公開番号 

年月日 

登録番号 

年月日 

稲の同質遺伝子系統の DNA 系統識別技

術及び当該識別技術を利用した米の産

地識別技術 

石崎和彦・松井崇晃

・星 豊一 

特願 

2002-310616 

平 14.10.25 

特開 

2004-141079 

平 16. 5.20 

特許 

4072610 

平20. 2. 1 

アカヒゲホソミドリカスミカメ捕獲装

置 

石本万寿広・望月文

昭 

特願 

2011-158952 

平 23. 7.20 

特開 

2013-21958 

平 25. 2. 4 

特許 

5931364 

平28. 5.13 

 

イ  実用新案権 

なし 

 

ウ 意匠権 

意 匠 の 名 称 創作者 
出願番号 

年月日 

登録番号 

年月日 

害虫捕獲器具 石本万寿広・望月文

昭 

意願 

2012-007984 

平 24. 4. 4 

意匠 

1454640 

平 24.10. 5 

害虫捕獲器具 石本万寿広・望月文

昭 

意願 

2012-007985 

平 24. 4. 4 

意匠 

1454641 

平 24.10. 5 
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エ  登録品種 

農林水産植物の種類 登録品種の名称 登録番号・年月日 

稲 

〃 

〃 

〃 

〃 

〃 

〃 

〃 

〃 

〃 

〃 

〃 

〃 

〃 

〃 

〃 

〃 

〃 

〃 

〃 

〃 

〃 

〃 

〃 

〃 

〃 

〃 

なごりゆき 

コシヒカリ新潟BL１号 

コシヒカリ新潟BL２号 

コシヒカリ新潟BL３号 

コシヒカリ新潟BL４号 

コシヒカリ新潟BL５号 

コシヒカリ新潟BL６号 

こしいぶき 

かほるこ 

秋雲（あきぐも） 

夏雲（なつぐも） 

紫宝（しほう） 

紅香（べにか） 

紅更紗（べにさらさ） 

稚児のほほ（ちごのほほ） 

越佳香（えっかこう） 

越車（こしぐるま） 

コシヒカリ新潟BL９号 

コシヒカリ新潟BL10号 

越淡麗 

コシヒカリ新潟BL11号 

コシヒカリ新潟BL12号 

ゆきん子舞 

こしのめんじまん 

新潟次郎 

コシヒカリ新潟BL13号 

新之助 

第8538号  平12.12.22  

第8539号  平12.12.22 

第8540号  平12.12.22 

第8541号  平12.12.22 

第10237号 平14. 6.20 

第10874号 平14.12.16 

第10960号 平15. 2.20 

第11357号 平15. 8.19 

第11843号 平16. 3. 9 

第11844号 平16. 3. 9 

第11845号 平16. 3. 9 

第11846号 平16. 3. 9 

第11847号 平16. 3. 9 

第11848号 平16. 3. 9 

第12702号 平17. 2. 7 

第12703号 平17. 2. 7 

第12704号 平17. 2. 7 

第15531号 平19. 8. 7 

第15532号 平19. 8. 7 

第15536号 平19. 8. 7 

第15647号 平19.10.22 

第15648号 平19.10.22 

第16012号 平20. 2.22 

第19411号 平22. 3.17 

第22426号 平25. 3.14 

第23135号 平26. 3. 6 

第26276号 平30. 1.16 

 

（９）栄 誉 

部科名・職名 氏 名 栄誉名 受賞年月日 栄誉の概要 

栽培科・主任研究員 藤田与一 北陸作物・育種学会奨励

賞 

平29. 7.14 畑作物の品質・収量の向上及び

作業省力体系に関する研究 
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（10）主要農作物種子対策事業 

ア 水稲の原原種，原種の維持と増殖 

 

表１ 原原種栽培 

品 種 名 採種面積(a) 生産数量(kg) 

なごりゆき  6.0  80 

越路早生  7.0 140 

トドロキワセ 8.0 240 

ゆきの精 12.8 440 

コシヒカリ新潟 BL10 号  8.0 100 

新潟次郎  7.0 220 

いただき  5.1 140 

たかね錦 12.0 212 

わたぼうし  8.0 160 

ゆきみのり 12.0 164 

合 計 85.9 1,896 

 

表２ 原原種貯蔵数量 

品 種 名 採種年次 貯蔵数量(kg) 

なごりゆき 平 29 80 

 〃 平 26 40 

越路早生 平 29 140 

 〃 平 26 60 

ゆきん子舞 平 26 140 

トドロキワセ 平 29 240 

 〃 平 24 60 

こしいぶき 平 28 340 

 〃 平 25 140 

ゆきの精 平 29 440 

コシヒカリ 平 26 160 

コシヒカリ新潟 BL１号 平 27 80 

 〃 平 23 180 

コシヒカリ新潟 BL２号 平 28 380 

 〃 平 25 100 

 〃 平 21 140 

コシヒカリ新潟 BL３号 平 27 100 

 〃 平 24 220 

 〃 平 23 100 

コシヒカリ新潟 BL４号 平 28 220 

 〃 平 25 80 

 〃 平 22 160 

コシヒカリ新潟 BL10 号 平 29 100 

 〃 平 25 200 

コシヒカリ新潟 BL11 号 平 28 340 

 〃 平 25 60 

コシヒカリ新潟 BL13 号 平 27 300 

 〃 平 24 360 

新之助 平 28 200 

 〃 平 26 60 
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新潟次郎 平 29 220 

 〃 平 23 20 

いただき 平 29 140 

 〃 平 27 120 

五百万石 平 26 20 

たかね錦 平 29 212 

越淡麗 平 26 20 

 〃 平 24 60 

わたぼうし 平 29 140 

こがねもち 平 28 180 

 〃 平 25 20 

ゆきみのり 平 29 164 

 〃 平 28 120 

合 計  6,656 

 

表３ 原種生産数量 

区  分 品 種 名 採種面積(ａ) 生産数量(kg) 

作研（所内） ゆきん子舞 32 4,360 

 こしいぶき 122   940 

 新之助 48 1,600 

 新潟次郎 10   400 

 いただき 18.9   680 

 五百万石 32 1,120 

 わたぼうし 24   920 

 こがねもち 32 1,200 

委託 コシヒカリ新潟 BL１号 104 4,120 

(JA 越後中央) コシヒカリ新潟 BL３号 185 9,160 

 コシヒカリ新潟 BL13 号 151 7,400 

 合 計 758.9 31,900 

 

表４ 原種の貯蔵数量 

区  分 品 種 名 採種年次 貯蔵数量(kg) 

作研（所内） ゆきん子舞 平 29 940 

   〃 平 28 480 

   〃 平 27 660 

 トドロキワセ 平 27 160 

 こしいぶき 平 29 4,360 

   〃 平 28 3,360 

   〃 平 27 180 

 ゆきの精 平 27 420 

   〃 平 25 100 

 コシヒカリ BL 混合 － 320 

 新之助 平 29 1,600 

   〃 平 28 2,280 

   〃 平 27 520 

 五百万石 平 29 1,120 

   〃 平 28 900 

   〃 平 27 940 

 たかね錦 平 28 320 
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 越淡麗 平 28 340 

 わたぼうし 平 29 920 

   〃 平 28 1,300 

   〃 平 27 20 

 こがねもち 平 29 1,200 

   〃 平 28 1,120 

 新潟次郎 平 29 20 

   〃 平 28 400 

   〃 平 27 220 

 いただき 平 29 680 

委託(新潟) コシヒカリ新潟 BL１号 平 29 4,120 

   〃 平 27 2,000 

 コシヒカリ新潟 BL２号 平 28 2,080 

 コシヒカリ新潟 BL３号 平 29 3,980 

 コシヒカリ新潟 BL４号 平 28 6,540 

   〃 平 27 80 

 コシヒカリ新潟 BL11 号 平 28 2,120 

 コシヒカリ新潟 BL13 号 平 29 7,400 

   〃 平 27 3,720 

 合 計  56,920 

 

表５ 指定採種ほへの配付数量と発芽率 

品 種 名 
配付数量 

(kg) 

 発芽率 

(％)  

なごりゆき 10  99 
越路早生 20  98 
トドロキワセ 50  96 
こしいぶき 4,520  96 
ゆきの精 60  98 
ゆきん子舞 980  94 
コシヒカリ BL 混合 14,540  97 
新之助 740  99 
五百万石 500  95 
たかね錦 40  99 
越淡麗 60  95 
わたぼうし 600  98 
こがねもち 650  95 
ゆきみのり 70  97 
新潟次郎 480  95 
いただき 140  99 

合 計 23,460  - 

注）コシヒカリBL混合は、BL１：BL２：BL３：BL11 ＝ 10：20：35：35 

 

イ 大豆原原種，原種の維持と増殖 

表１ 原原種栽培 

品 種 名 採種面積(a) 生産量(kg) 

エンレイ 10.0 185 

あやこがね 10.0  176 

里のほほえみ 28.0 648 

合 計 48.0 1,009 
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表２ 原原種貯蔵数量 

品 種 名 採種年次 貯蔵数量(kg) 

エンレイ 平 29 180 

 〃 平 28 140 

 〃 平 27 20 

あやこがね 平 29 160 

 〃 平 28 160 

 〃 平 27 60 

 〃 平 26 280 

里のほほえみ 平 29 640 

 〃 平 28 320 

合 計  1,960 

注）あやこがねは原種兼用 

 

表３ 原種生産数量 

区  分 品 種 名 採種面積(ａ) 生産数量(kg) 

委託(JA 津南町) エンレイ 100 940 

 里のほほえみ 200 5,860 

  300 6,800 

 

表４ 原種の貯蔵数量 

区  分 品 種 名 採種年次 貯蔵数量(kg) 

委託(津南) エンレイ 平 29 940 

  〃 平 27 2,980 

 里のほほえみ 平 29 4,840 

 合 計  8,760 

 

表５ 指定採種ほへの配付数量と発芽率 

品 種 名 
配付数量(kg)  発芽率(％) 

貯蔵種子 当年種子 計  貯蔵種子 当年種子 

エンレイ 1,340 0 1,340  83 - 

あやこがね 40 0 40  95 - 

里のほほえみ 2,780 920 3,700  88 89 

 

ウ 大麦・小麦の原原種，原種の維持と増殖 

表１ 原種生産数量 

種 別 区  分 品 種 名 採種面積(a) 生産数量(kg) 

大麦 作研（所内） ミノリムギ 50 1,326 

 

表２ 原種の貯蔵数量 

区  分 品 種 名 採種年次 貯蔵数量(kg) 

作研 ミノリムギ 平 28 620 

 ミノリムギ 平 29 1,320 

 合 計  1,940 
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表３ 指定採種ほへの配付数量と発芽率 

品 種 名 配付数量(kg)  発芽率(％) 

 貯蔵種子 当年種子 計  貯蔵種子 当年種子 

ミノリムギ 760 0 760  94 - 
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１ 研 究 概 要 

（１）研究課題及び調査事業一覧  

予算 

区分 
課  題  名 年 次 分  担 

県単経常  

 

401 

402 

403 

404 

405 

406 

407 

408 

(1) にいがたオリジナル園芸品種の開発育成 

ア 新品種開発育成 

(ア) イチゴ 

(イ) エダマメ 

(ウ) 加工原料用野菜（ナス） 

(エ) ニホンナシ 

(オ) セイヨウナシ 

(カ) チューリップ 

(キ) ユリ 

(ク) アザレア 

平21～30 

 

 〃 

 〃 

 〃 

 〃 

 〃 

 〃 

 〃 

 〃 

育種栽培科 

 

 〃 

 〃 

 〃 

 〃 

 〃 

 〃 

 〃 

 〃 

県単経常  

 

409 

 

 

 

410 

 

411 

412 

(2) 新潟産果実のブランド力向上と新展開に向けた技術開発 

 

ア ブランド力向上に向けた品質向上、安定生産技術の開

発 

イ 水稲との複合経営や生産拡大に寄与できる新たな栽培

方式の開発 

（ア）モモ植栽１年目から収穫できるシンプル栽培技術の

開発 

（イ）水稲育苗ハウスを利用した高品質生産技術開発 

ウ 果樹生産の新展開に向けた新品目選定、シーズ技術開

発 

平27～29 

 

〃 

 

 

 

〃 

 

〃 

〃 

育種栽培科、環境・施設

科 

育種栽培科 

 

 

 

育種栽培科 

 

環境・施設科 

育種栽培科 

県単経常  

 

 

 

413 

 

414 

 

 

415 

 

 

 

416 

(3) 花きの産地強化とブランド化を推進する生産・流通技術

の開発 

ア 県推進品目の高品質・低コスト・省力・安定生産技術

の開発 

（ア）ユリ切り花の高温期における品質低下防止技術の確 

   立 

（イ）アザレア鉢花の低コスト・安定生産技術の確立 

イ ブランド切り花の品質保持のための出荷・流通技術の

開発 

（ア）チューリップ切り花の日持ち保証販売に向けた品質

保持技術の確立 

ウ 園芸導入のための有望品目・品種の選定および栽培技

術の開発 

（ア）切り花・鉢花の有望な品目・品種・作型の選定 

平27～29 

 

 

 

 〃 

 

 〃 

 

 

 〃 

 

 

 

 〃 

育種栽培科、環境・施設

科 

 

 

育種栽培科、環境・施設

科 

育種栽培科 

 

 

 〃 

 

 

 

 〃 
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予算 

区分 
課  題  名 年 次 分  担 

県単経常  

 

 

 

417 

418 

419 

420 

 

421 

 

422 

 

 

423 

 

424 

 

425 

(4) 野菜生産を取り巻く様々な環境に適応した生産方式、作

型の再構築 

ア 温暖化及び品種の変化に伴う作型変動幅の解明及び作

型の再構築 

(ア) 葉菜類の定植限界の解明と適応品種の検討 

(イ) 根菜類のは種限界の解明と適応品種の検討 

(ウ) イチゴの花芽分化安定化技術の開発 

(エ) いちご「越後姫」の育苗期におけるLED照射の検討 

イ 出荷ロスに結びつく生育障害及び生育阻害要因の解明 

(ア) 高温期における生理障害の発生誘因の解明と軽減対

策の検討 

(イ) 高温期育苗における人口光利用による苗障害回避技

術の検討 

ウ 単位面積当たり収量向上技術の検討 

(ア) 単位面積あたり収量２割アップ技術の検討 

 

(イ) 果菜類のコンテナ栽培における安定生産技術の検討 

エ 本県の環境に適した優良品種の選定 

(ア) 耐候性・安定した品質を有する品種の選定 

平27～29 

 

 

 

 〃 

 〃 

 〃 

 〃 

 

 〃 

 

 〃 

 

 

 〃 

  

 〃 

  

 〃 

育種栽培科、環境・施設

科 

 

 

 〃 

 〃 

 〃 

環境・施設科 

 

育種栽培科 

 

 〃 

 

 

育種栽培科、環境・施設

科 

環境・施設科 

 

育種栽培科 

県単経常  

 

 

426 

427 

 

 

428 

 

429 

 

430 

 

 

431 

 

432 

 (5) 環境にマッチする園芸病害虫および土壌・栄養の効率的

制御技術の確立 

ア 総合防除を実践するための技術の開発 

(ア) 物理的・耕種的及び生物的防除技術の開発 

(イ) 化学合成農薬の効率的な利用技術の開発 

イ 新規侵入・難防除病害虫の被害の顕在化に対応した防

除技術の確立 

(ア) 新規侵入病害虫の県内発生実態および防除技術の確

立 

(イ) 難防除病害虫の発生生態の把握と防除技術の確立 

ウ 園芸作物の生理障害と対策技術の確立 

(ア) ユリ、トマト等の生理障害の原因解明と対策技術の

確立 

エ 低コスト・低投入な栽培管理技術の開発 

(ア) 新たな土壌中リン酸含料の評価手法を活用した合理

的施肥方法の確立 

(イ) 施設栽培における低コスト・低投入な栽培管理技術

の確立 

平27～29 

 

 

 〃 

 〃 

 

 

〃 

 

 〃 

 

 〃 

 

 

 〃 

 

〃 

環境・施設科 

 

 

 〃 

 〃 

 

 

〃 

 

 〃 

 

 〃 

 

 

 〃 

 

〃 

県単政策  

 

 

 

433 

434 

(6) 「ル レクチエ」ブランドの強化拡大に向けた安定生産技

術の開発 

ア わかりやすく、早期成園化が可能な「ル レクチエ」

新樹形、栽培技術の開発 

(ア) 大型苗木大量生産技術 

(イ) 現地ほ場での実証試験 

平27～29 

 

 

 

 〃 

 〃 

育種栽培科 

 

 

 

 〃 

 〃 
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予算 

区分 
課  題  名 年 次 分  担 

県単経常  

 

 

435 

 

436 

 

437

438 

 

439 

440 

 

(7) 砂丘地すいかの６月出荷作型における増収技術の開

発 

ア 密植型省力整枝栽培法の開発 

(ア) ３本２果どり栽培法の検討 

 

(イ) 早期主つる確保技術の検討 

イ 主要病害対策技術の開発 

(ア) 温床内底面吸水技術の開発 

(イ) 急性萎凋症対策技術の開発 

ウ 着果安定技術の開発 

(ア) 交配用花粉確保技術の開発 

(イ) 植物調節剤の利用方法が果実品質に及ぼす影響の解

明 

平28～30 

 

 

 〃 

 

 〃 

 

 〃 

 〃 

 

 〃 

〃 

育種栽培科、環境・施設

科 

 

育種栽培科、環境・施設

科 

 〃 

 

 〃 

 〃 

 

 〃 

 〃 

県単政策  

 

441 

442 

443 

444 

 

445 

(8) ユリオオバコモザイクウイルス対策技術の開発 

ア 現地実態調査 

(ア) 現地での識別技術の開発 

（イ）現地実態調査 

(ウ) 球根消毒による感染の有無 

(エ) 流通中の発症の有無  

イ 発病抑制技術の開発 

(ア) 感染時期と発症の関係 

平29 

 

 〃 

 〃 

 〃 

 〃 

 

 〃 

環境・施設科 

 

 〃 

 〃 

 〃 

 〃 

 

 〃 
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（２）研究成果及び調査事業概要 

(1) にいがたオリジナル園芸品種の開発育成 

研究の背景と目的 

激化する国内外の産地間競争のなかで園芸産地の体

制強化と多様な産地の育成が急務である。そこで、本

県の優位性を確保するため、早急に消費ニーズに応え

うるにいがたオリジナル園芸品種の開発育成と優良品

種を育成する。 

 

401 イチゴ （濱登・田崎） 

2015 年交配系統から９系統を二次選抜した。また、

2012～2013 年交配の７系統について促成栽培におけ

る実用性を検討し、３系統について３次選抜を継続す

る事とした。 

 

402 エダマメ （佐藤淳・田崎・濱登） 

供試した６系統は晩酌茶豆とほぼ同時期に収穫と

なる系統であり、特に 13-1a-24-48 および 14-14-17

の食味評価が高かった。しわのない種子数の多い系

統は 2013 年交配系統では株番号 28、36、48、2014

年交配系統では株番号 25、74、96 であった。 

 

403 加工原料用野菜（ナス） （濱登・田崎） 

県内在来品種と単為結果性系統の交配後代について、

選抜を行った。丸ナス系の戻し交配系統自殖第４世代

から15系統を選抜し、維持および採種を行った。また、

試交 F1 系統の３系統について特性調査および現地試

験（露地栽培）を行い、１系統を有望であると判断、

新潟交１号の系統名を付した。引き続き品種化に向け

た現地試験および栽培試験を継続する。 

 

404 ニホンナシ （松本・根津） 

前年に交雑した実生からダイレクト PCR 手法によ

り自家和合性個体の選抜を実施した。自家結実性、

黒斑病抵抗性の選抜系統、新園 11～14 号の特性調査

を継続した。 

 

405 セイヨウナシ （松本・根津） 

「ル レクチエ」より早く収穫できる選抜系統新園

６号の特性調査を継続実施した。 

 

406 チューリップ （渡邉・小池） 

新たな交配を行い、71 交配組合せで有配種子が得

られた。また、選抜系統および育成系統の中から有

望系統の選抜、特性調査を実施した。 

 

407 ユリ （小池・渡邉） 

2016 年に選抜した LA1601 は今年度も花粉が見ら

れず形質が安定していた。次年度も形質の安定性を

確認する。 

 

408 アザレア （小池・渡邉） 

16組合せの交配から10組合せの種子が得られた。

2015 年交配系統から 11 系統を一次選抜し、2014 年

交配系統から２系統を二次選抜した。また、促成栽

培検定を行った 12 系統のうち８系統を次年度以降

継続する。 

 

 

(2) 新潟産果実のブランド力向上と新展開に向けた

技術開発 

研究の背景と目的 

産地の衰退に歯止めをかけ、農業経営安定を実現

するために、ブランド力のさらなる向上に寄与でき

る安定生産技術開発や、農業者の新たなチャレンジ

を喚起できる新技術開発により産地の活性化と農業

所得確保を実現する。 

 

409 ブランド力向上に向けた品質向上、安定生産技

術の開発 （松本・榎田） 

新潟県オリジナルニホンナシ品種「新美月」、「新

王」の果実成熟特性を明らかにし、果実袋の種類に

よる果実品質への影響を明らかにした。また、「新

美月」では５～７番果、「新王」では４～６番果を

利用することにより優れた品質の果実生産が可能と

なることを明らかにした。 

  

410 モモ植栽１年目から収穫できるシンプル栽培技

術の開発 （松本・榎田） 

１年目から収穫できるモモのシンプル栽培技術に

ついて、５年生樹における収量や果実品質が慣行栽

培よりも優れることを明らかにした。また、台木で

は半わい性の４号台での生産効率が高く、品種とし

ては「つきかがみ」が収量・品質で安定しているこ

とが明らかとなった。 

 

411 水稲育苗ハウスを利用した高品質生産技術開発

 （若桑・種村・遠藤） 
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イチジク「桝井ドーフィン」の循環型コンテナ栽

培技術の確立では、原因不明の生育不良が発生した

ことから、循環方式は現時点では困難と考えられた。

肥効調節型肥料を用いたイチジクコンテナ栽培技術

の確立では、定植時の施肥方法を検討した結果、エ

コロングトータル 140 日タイプを植穴または株上に

局所施用することにより１年目でも十分な生育を確

保でき、株当たり１kg 以上の収量が得られ、品質も

良好であった。本試験では定植に新聞の箱を用いた

が、局所施用におけるその必要性について今後検討

する必要がある。 

 

412 果樹生産の新展開に向けた新品目選定、シーズ

技術開発 （榎田・松本） 

カキ「突核無」の安定供給を図るため、最適な貯

蔵技術について検討したところ、OPP 袋を利用して

０℃での貯蔵により、１月上旬まで貯蔵可能である

ことが明らかとなった。 

 

 

(3) 花きの産地強化とブランド化を推進する生産・流

通技術の開発 

研究の背景と目的 

産地強化のための高品質安定生産技術、低コス

ト・省エネ栽培技術やブランドに見合う品質確保に

向けた出荷・流通技術等の開発に加え、園芸導入の

ための新たな花き品目・品種の選定や栽培技術を開

発する。 

 

413 ユリ切り花の高温期における品質低下防止技術

の確立 （種村・渡邉・小池） 

生育前期の夜間冷房は切り花ボリュームを増大さ

せるが花蕾の向きを改善する効果は期待できないと

考えられた。また、生育後半の高温遭遇と花蕾の向

きの関係については品種間差があると考えられた。 

 

414 アザレア鉢花の低コスト・安定生産技術の確立 

 （小池・渡邉） 

アザレア培土の低コスト化にもみ殻を利用できる

ことが確認できた。また、アザレア 63 品種の促成栽

培検定を行ったところ年内に開花したのは 38 品種

であり、これらの品種を組み合わせることで寄せ植

えアザレアを 12 月に出荷できると思われた。 

 

415 チューリップ切り花の日持ち保証販売に向けた

品質保持技術の確立 （渡邉・小池） 

チューリップ切り花を２週間程度湿式保管するた

めの最適保管温度は０℃または２℃が適していた。

採花時期が遅いと流通終了時に花蕾が開いてしまい、

早いと観賞中に花のボリューム感が劣るため、収穫

は花蕾の先端が赤色に着色したステージが適当であ

ると考えられた。また、観賞中の切り花品質や、花

の日持ち等に効果が認められないため、保管中の中

間処理剤の添加は不要であると考えられた。 

 

416 切り花・鉢花の有望な品目・品種・作型の選定 

 （渡邉・小池） 

チューリップ「クリスマスドリーム」は、本冷

5W-15℃区は年内開花したが、その他の区では、開花

は１月以降となった。スイセン「テータテート」お

よび「レモンセイルボード」は、6W-15℃区および

7W-15℃区で年内開花したが、それ以外の区では１月

上旬に開花した。スイセン「マルチネット」は、年

内には開花せず、１月中～下旬に開花した。 

アスターおよびストックの置き肥によるボックス

栽培の適応性を確認した。施肥量は N成分で 0.83～

1.25g/株、培土はヤシガラ：モミガラ＝１：３が適

していると考えられた。 

 

 

(4) 野菜生産を取り巻く様々な環境に適応した生産方

式、作型の再構築 

研究の背景と目的 

園芸導入による複合営農の安定化を図るため、遊

休畑・施設を利用した新作型の開発、出荷ロスを軽

減する技術改善、単位面積・投下労力あたりの収益

性向上を図る栽培技術の開発や適品種検索を行う。 

 

417 葉菜類の定植限界の解明と適応品種の検討 

  （佐藤淳・田崎） 

本年度の秋季は低温で推移し、いずれの品目も生

育遅延による収穫遅れとなった。キャベツでは、供

試４品種中「YR 苗場」が最も安定していたが、結球

肥大性・収量とも低く、８月 25 日以降の定植は過大

なリスクを伴うと思われた。 

カリフラワーでは、供試３品種中「ホワイトパラ

ソル」が最も安定していたが、９月５日以降の定植

では、花蕾重・収量とも低く８月 25 日頃が定植の限
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界と思われた。 

ブロッコリーでは、供試３品種内の調整重には品

種・定植日による差は見られなかった。８月 25 日か

ら９月５日までの間に定植する品目としては、ブ

ロッコリーが最も安定した品目と思われた。 

 

418 根菜類のは種限界の解明と適応品種の検討 

  （田崎・佐藤秀） 

加工ダイコンでは、「新八洲」の現実的な生育肥

大有効地温は 10℃以上・30℃未満と考えられ、有効

積算地温 1500℃・日で概ね 1500ｇの根重が得られる

と考えられた。「漬誉」では、過去２年間との誤差

がやや大きく、更に検討が必要であった。これまで

の地温による肥大特性からは種限界は、「新漬誉」

で９月５日「新八洲」で９月 11 日と推定された。 

５寸ニンジンでは、３年間の気象変動が大きく、

年次による根部肥大の傾向が異なっており、年次を

重ねて安定した根部肥大の条件を検討する必要があ

ると考えられた。 

 

419 イチゴの花芽分化安定化技術の開発 

  （濱登・遠藤・相川） 

花芽分化期の気温が低く推移したため、明確な差

は認められなかったものの、苗の乾燥（萎れ）は、

処理効果を低くする可能性が高いと考えられた。 

複数年の試験結果から、「越後姫」、「新潟 S3

号」どちらも間欠冷蔵処理による花芽分化促進技術

の効果は安定しており、「越後姫」は８月 31 日処理

開始、「新潟 S3 号」は８月 19 日または 25 日処理開

始が適していると考えられた。 

 

420 いちご「越後姫」の育苗期における LED 照射の

検討 （相川・遠藤） 

育苗期間に青 LED または赤 LED を照射した。温室

内遮光条件では 8:00～18:00 に照射し、露地では日

没前１時間～日没後２時間に照射したが、育苗期の

LED 補光はいちご「越後姫」の花芽分化の前進化に

明確な効果は認められなかった。 

 

 

421 高温期における生理障害の発生誘因の解明と軽

減対策の検討 （田崎・佐藤秀） 

加工ダイコンでは、線状黒芯症及びひげ根黒変症

については、生育適温域での発生も多く、高地温以

外の要因が関わっているものと思われた。扇状黒変

症は、「新八洲」において高温期は種で発生が多く、

高地温による生理障害の可能性が示唆された。 

夏ネギのえり裂け症では、施肥量を増加させても

収量は増加したが、えり裂け症に差は見られなかっ

た。品種では、供試４品種の内「夏山一本太」が「夏

扇パワー」よりえり裂け症は少なかったが、収量は

やや低かった。 

 

422 高温期育苗における人口光利用による苗障害回

避技術の検討 （田崎・遠藤） 

高温期におけるキュウリ断根挿し接ぎ接ぎ木育苗

では、養生時に４日間連続照射することにより、接

ぎ木部の癒合促進と台木の発根促進効果が見られ、

養生期間が３日程度短縮することが可能と考えられ

た。また、新潟電子（株）と共同開発した「育苗専

用耐湿ランプ」は 7600 時間の長期動作試験において

も何ら異常は確認されなかった。 

 

423 単位面積あたり収量２割アップ技術の検討 

  （田崎・佐藤淳・相川・遠藤） 

促成伏せ込みアスパラガスでは、株当たり収量が

概ね300gと安定する根株重は概ね1.7kgと推定され、

目標養成根株重は 2.0kg と考えられた。 

いちご「越後姫」における循環型養液管理では、

EC値が0.8を越えない程度に施肥量を増やすことで

収量が向上すると考えられた。一方、施肥量の制限

は収量減の原因となる可能性が示唆された。 

 

424 果菜類のコンテナ栽培における安定生産技術の

検討 （相川） 

ナス「越の丸」のコンテナ栽培に培地として用い

るココピートの割合を検討した。培地をココピート

100％とすることで収量が向上する傾向があったが、

規格外果の発生が多かった。 

 

425 耐候性・安定した品質を有する品種の選定 

 （佐藤淳・田崎） 

「晩酌茶豆」を対照として、中晩生作型で「新潟

系 14 号」を栽培したところ、両品種とも晩生になる

ほど減収することが明らかになった。また、「新潟

系 14 号」は「晩酌茶豆」よりも収量が少なかったが、

その割合は最大でも１割程度であった。よって、晩

酌茶豆の代わりに「新潟系 14 号」を用いる場合、課
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題は収量面ではなく、食味面であることが示唆され

た。 

 

 

(5) 環境にマッチする園芸病害虫および土壌・栄養の

効率的制御技術の確立 

研究の背景と目的 

新発生病害虫や生理障害の総合的な防除技術等及び

作物や土壌の実態に則した合理的な施肥技術や有機質

資材の活用技術を開発する。 

 

426 物理的・耕種的及び生物的防除技術の開発 

  （棚橋・宮嶋） 

 ナシ黒斑病菌の胞子飛散消長は、生育期のほぼ全

期間に見られるのに対し、セイヨウナシ黒斑病菌は

生育期後半に飛散が多かった。 

 

427 化学合成農薬の効率的な利用技術の開発 

  （小池・渡邉・棚橋・宮嶋） 

マイナー作物であるアザレアの農薬登録拡大のた

めの殺虫剤の薬害試験を実施し、供試薬剤では薬害

が生じないことを明らかにした。QoI 剤耐性のセイ

ヨウナシ黒斑病が高率分離されたため、QoI 剤単剤

の使用を控えて多作用点接触活性を示す殺菌剤を使

用する必要があると考えられた。 

 

428 新規侵入病害虫の県内発生実態および防除技術

の確立 （堀川・棚橋） 

産雄単為生殖型が優占するのネギアザミウマに対

して、既登録の３種の粒剤は効果がやや低かった。

散布剤では種類により効果の差が顕著であった。 

 

429 難防除病害虫の発生生態の把握と防除技術の確

立 （堀川・相川・棚橋） 

カキのフジコナカイガラムシについて交信撹乱剤

の防除効果を検討したが、処理区、無処理区ともに

密度が低く、評価できなかった。 

カキのカキサビダニは、果実上での密度は６月下

旬以降低下し、９月下旬調査ではわずかになった。

８月上旬にはサビ傷に至る被害も観察された。 

 

430 ユリ、トマト等の生理障害の原因解明と対策技

術の確立 （長谷川・相川・遠藤） 

ユリスミ症の発生要因は土壌pHの低下によるFe、

Mn、Zn の過剰吸収が考えられた。しかし、苦土石灰

による酸度矯正は低く、スミ症発生度とそれら含量

濃度との関係は判然としなかった。トマトの着色不

良果の発生は樹勢低下により増加し，K追肥により

軽減できる可能性が示された。 

 

431 新たな土壌中リン酸含量の評価手法を活用した

合理的施肥方法の確立 （長谷川・相川） 

９年間リン酸無施用でも慣行と比較して作物の生

育・収量への影響はなく、７年間リン酸全量施用、

２年間無施用区と比較すると有効態リン酸は３割程

度減少しただけであった。 

 

432 施設栽培における低コスト・低投入な栽培管理

技術の確立 （遠藤・相川） 

「越後姫」の循環型養液栽培において、冬季は

EC1.0 程度、春季は EC0.5 程度の追肥培養液を補給

することで、春季の草高を極端に増加させずに、収

量を増加できる可能性が示された｡ 

 

 

(6) 「ル レクチエ」ブランドの強化拡大に向けた安定

生産技術の開発 

研究の背景と目的 

「ル レクチエ」について省力可能で単純化した整

枝せん定等の栽培技術を確立し早急に普及させる必

要がある。さらに褐色斑点病の発生が県内全産地に

拡大し、甚大な被害が発生しているそのため、栽培

方法の見直しを含めた効果的な防除対策技術を確立

する。 

 

433 大型苗木大量生産技術 （松本・根津） 

前年は９リットルの不織布ポットを用いた育苗に

より、目標の 3.5m 以上の大型苗木の生産が可能で

あったが、本年は褐色斑点病の発生により目標とす

る 3.5m に到達することができなかった。 

 

434 現地ほ場での実証試験 （松本・根津） 

現地ほ場並びに園芸研究センターほ場において植

栽３年目から初収穫が可能となり、現地ほ場でも技

術の有効性が明らかとなった。植栽間隔による収量

の違いは植栽３年目では判然としなかったが、植栽

間隔や植栽場所による影響は少ないと考えられた。 
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(7) 砂丘地すいかの６月出荷作型における増収技術

の開発 

研究の背景と目的 

６月出荷は他県主力産地との競合が少なく収益性

は高いが、栽培の装備や資材が高額で手間もかかり

安易な規模拡大は難しい。そこで、個別生産者の単

位面積当たりの作業労力や投資を最小限とし、出荷

玉数を３割増加させる新たな栽培方法を開発する。 

 

435 ３本２果どり栽培法の検討 （田崎・佐藤秀） 

 株間 60cm、慣行４本２果改良整枝に対し基肥 20％

増、追肥 20％増とすることにより、概ね目標に近い

平均果重 7.3kg の果実を得ることができ、空洞果の

発生も少なかった。品種では、「NK643」が「祭ばや

し RG」に比べて果実肥大が良く、空洞果も少なかっ

た。 

 

436 早期主つる確保技術の検討 （田崎・佐藤秀） 

 育苗後期における LED ランプの連続照射は、慣行

区に比べて、つる決め時点での第１葉子つるの葉数

が多くなったが、その後、差は見られなくなった。

つる揃いは、慣行区が優っていた。育苗後期におけ

る LED ランプの連続照射は、早期つる確保に対する

効果は期待できないと考えられた。 

 

437 温床内底面吸水技術の開発 

        （田崎・佐藤秀） 

少量かん水方法では、親水性不織布を温床床面に

敷設することにより、ポット当たり 100ml 程度でも

均一にかん水することが可能であった。また、苗の

揃いも PO フィルムのみに比べて温床内ポット位置

による差が僅かであった。 

底面かん水による炭疽病発生への効果は、罹病株

配置後、頭上かん水では、他健全株への感染が確認

されたが、底面かん水では、発生が極めて少なく、

親水性不織布の敷設では、感染は確認されなかった。 

 

438 急性萎凋症対策技術の開発 （佐藤秀・田崎） 

台木 10 品種を供試して、炭腐病の耐性を比較した

結果、「つわもの」「鉄壁」において発病が他の品

種に比べて少なかった。 

 

439 交配用花粉確保技術の開発 （田崎・佐藤秀） 

家庭用冷蔵庫の冷凍室で保管した貯蔵花粉を用い

た交配では、貯蔵日数の経過と共に花粉発芽率が低

下し、当日花粉の 12.3％に対し、３日後 3.6％、５

日後 1.5％と急激な低下が見られた。しかし、着果

補助剤との併用した使用方法により着果は 95％以

上と安定していた。 

 

440 植物調節剤の利用方法が果実品質に及ぼす影響

の解明 （田崎・佐藤秀） 

 貯蔵花粉と着果補助剤を併用して着果させた果実

は、当日開花花粉に比べて、黒色種子の数が明らか

に少なく、果実当たり当日花粉着果で 350 個に対し、

37～52 個であった。糖度や果肉硬度には差は見られ

なかったが、食味調査においては、摂食時の食感が

やや柔らかいとの評価が多かった。 

 

 

(9) ユリオオバコモザイクウイルス対策技術の開発 

研究の背景と目的 

ユリで問題となっているオオバコモザイクウイル

ス（PlAMV）の発生実態の解明と感染防止、発病抑制

のための手法を検討する。 

 

441 現地での識別技術の開発 （宮嶋・棚橋） 

PCR の診断結果から、さび状えそ斑により PlAMV、

さび状えそ斑とモザイク症状により PlAMV とユリ

モットルウイルス（LMoV）の重複感染として、現地

診断可能と考えられた。 

 

442 現地実態調査 （宮嶋・棚橋） 

抑制作型では定植日が遅いほど、さび状えそ斑の

発病リスクが高まる傾向が認められた。一方で、調

査には球根の来歴などを揃えないと判断できないこ

とが分かった。 

 

443 球根消毒による感染の有無 （宮嶋・棚橋） 

粉砕した PlAMV 感染球を加えた浸漬液に健全球根

を 30 分浸漬したところ、球根収穫期までに 98％(49

球中 48 球)が発病した。球根消毒により感染が拡大

することが判明した。 

 

444 流通中の発症の有無 （宮嶋・棚橋） 

採花時に１枚でもさび状えそ斑が発病していた切

花は発病葉を全て除去しても、流通・観賞中に病徴
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が進展することが明らかになった。 

 

445 感染時期と発症の関係 （宮嶋・棚橋） 

球根養成で発芽直後の汁液接種では、茎葉枯れ上

がり期までほとんど発症しなかった（最終発症率

91％）。また PCR で PlAMV が検出できたのは調査 73

株中 48 株（65％）であった。球根浸漬では開花前に

33％が発症し、最終的に 98％が発症した。PCR でも

調査８株中８株全てで PlAMV が検出された。 
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２ 研 究 成 果 

（１）新技術情報 

ア 研究成果情報 

本県農林水産業経営や食品産業の生産現場において、直接的な導入効果が期待される技術、又は普及指導や

企業の生産活動において活用できる情報（平成30年度新潟県農林水産業研究成果集に掲載） 

No. 成  果  名 担 当 

 

１ 

 

２ 

３ 

 

４ 

５ 

６ 

（複合営農推進に向けた技術） 

いちご「越後姫」の間欠冷蔵処理による早期収穫技術 

 

いちご「越後姫」における CO2 の日中低濃度施用による収量向上 

「接ぎ木育苗専用 LED ランプ」の開発ときゅうり抑制栽培「断根挿し接ぎ」

育苗での照射効果 

セイヨウナシ褐色斑点病に対する落葉除去の効果と効率的処理法 

早期収穫開始を可能にする「ル レクチエ」のジョイント栽培 

秋植え球根の鉢花栽培における栽培作型及び寄せ植えによる高付加価値化 

 

園研育種栽培科、環境・施

設科 

園研環境・施設科 

園研育種栽培科 

 

園研環境・施設科 

園研育種栽培科 

園研育種栽培科 

 

イ 参考情報 

研究を進める上での基礎的知見等 

なし 

 

（２）研究発表 

ア  学会誌等投稿 

論  文  名 

（執筆者名） 
掲載誌名等 発行年月 

ＬＡユリ切り花の開花率および日持ち性の向上（小池洋介） 農耕と園芸 平 29. 7 

カキ 春・夏施肥による施肥量削減と大玉生産（堀川拓未） 最新農業技術 果樹vol.10 平 29. 7 

300 種超、30 余年の予察灯記録を整理・視覚化しました。（堀川拓未） にいがた植防だより148号 平 29. 9 

今年の発生状況を踏まえた来年の病害虫防除（堀川拓未、棚橋 恵） 果樹にいがた.第598号 平 29.11 

近年多く見られるユリのウイルス症状について（宮嶋一郎） にいがた植防だより149号 平 30. 1 

モモせん孔細菌病の防除対策と研究の取組状況（棚橋 恵） にいがた植防だより150号 平 30. 3 

スイカ接ぎ木育苗時における人工光利用技術（田崎義孝） 農耕と園芸 平 30. 3 

 

イ  講演発表 

発 表 題 名 

（発表者名） 

学会・研究会名 

（掲載誌名等） 
開催年月日 

セイヨウナシ褐色斑点病に対する有効薬剤の選定（２）（棚橋 恵・

堀川拓未・佐藤秀明・藤巻伸一・大崎（岡）久美子） 

平 29 年日本植物病理学会 平29. 4.26

～28 

キュウリの循環型養液栽培における日射量を指標とする養分供給量

の検討（遠藤昌伸・相川敏之・種村竜太） 

平 29 年園芸学会秋季大会

（園芸学研究.16(別 2) 

平29. 9. 2 

～ 3 

人工光リーフレタス栽培における有機質肥料活用技術の開発（種村竜

太・大竹憲邦・安藤晃規・篠原 信） 

平 29 年園芸学会秋季大会

（園芸学研究.16(別 2) 

平29. 9. 2 

～ 3 

セイヨウナシジョントV字樹形における側枝候補枝の発生位置がその

後の生育に及ぼす影響（根津 潔・松本辰也） 

平 29 年園芸学会秋季大会

（園芸学研究.16(別 2) 

平29. 9. 2 

～ 3 

ナシ自家和合性品種‘なるみ’における除芽が結実と作業時間に及ぼ

す影響（松本辰也・根津 潔） 

平 29 年園芸学会秋季大会

（園芸学研究.16(別 2) 

平29. 9. 2 

～ 3 

イチゴ‘越後姫’の循環型養液栽培における補給培養液濃度が生育・

収量に及ぼす影響（遠藤昌伸・相川敏之・種村竜太） 

平 29 年園芸学会北陸支部

大会（研究発表要旨） 

平29.12. 1 

～ 2 
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高温期の接ぎ木育苗における人工光照射の効果と育苗専用光源の開

発（田崎義孝・遠藤昌伸・青柳一郎） 

平 29 年園芸学会北陸支部

大会（研究発表要旨） 

平29.12. 1 

～ 2 

平成 29 年台風 18 号によるナシ落果被害状況について（根津 潔・松

本辰也・榎田暢美） 

平 29 年園芸学会北陸支部

大会（研究発表要旨） 

平29.12. 1 

～ 2 

多目的防災網の設置がモモほ場内の微気象に及ぼす影響（松本辰也・

棚橋 恵・榎田暢美・根津 潔） 

平 29 年園芸学会北陸支部

大会（研究発表要旨） 

平29.12. 1 

～ 2 

切り花栽培に適した赤色一重咲きのチューリップ新系統‘新潟 19 号’

の育成（渡邉祐輔・中野太佳司・宮島利功・小泉 薫・宮嶋一郎・大

塚英昭） 

平 29 年園芸学会北陸支部

大会（研究発表要旨） 

平29.12. 1 

～ 2 

ハナハスにおける収穫後の品質管理技術の開発（第 1報）糖の後処理

が日持ち性に及ぼす影響と水分動態の把握（種村竜太・渡邉祐輔・小

池洋介・宮島利功・森田 渉・大竹憲邦） 

平 29 年園芸学会北陸支部

大会（研究発表要旨） 

平29.12. 1 

～ 2 

水稲育苗ハウスを活用した高付加価値ブドウの生産（根津 潔） 平 29 年園芸学会北陸支部

大会（シンポジウム講演要

旨） 

平29.12. 1 

～ 2 

セイヨウナシ褐色斑点病に対する落葉除去の効果（棚橋 恵・堀川拓

未・宮嶋一郎・藤巻伸一・大崎久美子） 

平 30 年日本植物病理学会 平30. 3.25

～27 

育苗時の水ストレスがイチゴ‘越後姫’および‘新潟 S3 号’の間欠

冷蔵処理効果に及ぼす影響（濱登尚徳・遠藤昌伸・相川敏之 ・吉田

裕一） 

平 30 年園芸学会春季大会

（園芸学研究.17(別 1) 

平 30. 3.24 

～25 

クラウン温度制御期間の違いがイチゴ‘越後姫’の生育・収量に及ぼ

す影響（遠藤昌伸・相川敏之・種村竜太） 

平 30 年園芸学会春季大会

（園芸学研究.17(別 1) 

平 30. 3.24 

～25 

多目的防災網の設置がモモせん孔細菌病の発生や収量， 品質に及ぼ

す影響（松本辰也・棚橋 恵・榎田暢美・根津 潔） 

平 30 年園芸学会春季大会

（園芸学研究.17(別 1) 

平 30. 3.24 

～25 

モモの盛土式根圏制御栽培による生育及び収量（若桑咲子・種村竜

太・遠藤昌伸） 

平 30 年園芸学会春季大会

（園芸学研究.17(別 1) 

平 30. 3.24 

～25 

ユリ切り花におけるエチレン感受性と STS 処理効果の品種間差異（種

村竜太・渡邉祐輔・小池洋介・宮島利功） 

平 30 年園芸学会春季大会

（園芸学研究.17(別 1) 

平 30. 3.24 

～25 

新潟県の促成イチゴ栽培における天敵カブリダニ類を用いたナミハ

ダニ防除（堀川拓未・相川敏之・濱登尚徳・沼沢健一） 

第 62 回日本応用動物昆虫

学会大会 

平30. 3.25

～27 

 

（３）現地指導 

ア  研究成果情報名：たまねぎのセル成形苗を用いた春植えによる６月下旬から７月上旬どり作型（平成 28

年度） 

担当部署 

担 当 者 

担当普及指導センター 

対象農業者 
実施場所 

実施回数 

年月日 
指 導 内 容 

育種栽培科 

田崎義孝 

三条普及指導センター 

巻普及指導センター 

JA越後中央営農指導員 

 

燕市 

燕営農ｾﾝﾀｰ 

新潟市 

鏡潟生産組合 

４回 

平28.10. 7 

平29. 2. 3 

平29. 2.27 

平29. 5. 9 

春植えたまねぎにおけるJA委託苗につい

て，448穴セルトレイに適した管理技術の

指導及び定植後のかん水・除草を中心と

した管理方法。 

 

 

イ 研究成果情報名：LAユリ「アラジンズデジール」切り花の開花率及び日持ち性の向上（平成28年度） 

担当部署 

担 当 者 

担当普及指導センター 

担当農業者 
実施場所 

実施回数 

年月日 
指導内容 

育種栽培科 

小池洋介 

魚沼農業普及指導セン

ター 

魚沼花き園芸組合 

魚沼市 

堀之内地区 

（JA北魚沼

園芸特産課） 

３回 

平29. 4.11 

平29. 4.28 

平28. 6.26 

 

・指導計画打合せと成果内容の説明 

・成果内容の説明 

・前処理剤調と処理方法の説明 
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ウ 研究成果情報名：いちご「越後姫」の促成栽培におけるクラウン加温の効果（平成28年度） 

担当部署 

担 当 者 

担当普及指導センター 

担当農業者 
実施場所 

実施回数 

年月日 
指導内容 

環境・施設科 

遠藤昌伸 

新潟農業普及指導セン

ター 

白根グレープガーデン

ハウス・JA新潟みらい

しろねいちご部会など 

・新潟市南区

白根地区 

・下越地区 

５回 

平28. 7.15 

平28.12.15 

平28.12～

29. 7 

平30. 3. 6 

 

平30. 1.18 

 

・成果内容の説明、導入方法の検討 

・運用状況の確認、改善点の検討 

・生育状況や収穫後分解調査結果を紹介 

 

・下越ブロック野菜技術検討会で実証ほ

の視察と生育状況の視察 

・実証ほの視察と生育状況の視察 

 

エ 研究成果情報名：いちご「越後姫」の促成栽培におけるクラウン加温の効果（平成28年度） 

担当部署 

担 当 者 

担当普及指導センター 

担当農業者 
実施場所 

実施回数 

年月日 
指導内容 

環境・施設科 

遠藤昌伸 

巻農業普及指導センタ

ー 

(有)ワイエスアグリプ

ラント・ＪＡ越後中央

いちご部会員 

・新潟市西蒲

区西川地区 

・新潟市西蒲

区潟東地区 

４回 

平28. 7.22 

平28.10.17 

平28.12.15 

平29. 1.20 

 

・成果内容の説明、導入方法の検討 

・加温部位、温度等の技術指導 

・運用状況の確認、改善点の検討 

・効果試験結果を情報提供 

 

オ 研究成果情報名：いちじくの養液コンテナ栽培における肥効調節型肥料への変更によるコスト低減（平

成28年度） 

担当部署 

担 当 者 

担当普及指導センター 

担当農業者 
実施場所 

実施回数 

年月日 
指導内容 

環境・施設科 

若桑咲子 

村上農業普及指導セン

ター 

イチジク養液コンテナ

栽培導入３年目 １経

営体、ほか１経営体 

・新潟市西蒲

区西川地区 

・新潟市西蒲

区潟東地区 

５回 

平29. 5.24 

平29. 7.24 

平29. 8.28 

平29. 9.13 

 

・成果内容の管理方法の説明 

・園研の生育、管理を説明 

・株枯れ病の説明 

・株枯病対策と今後の対応について検討 
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３  技術援助及び行政対応活動 

（１）指針及び行政資料の執筆 

発 行 誌 名 発 行 者 発行年月 執 筆 者 

平成30年度版果樹病害虫防除ハンドブッ

ク 

新潟県果樹振興協会 平30. 2 棚橋 恵・堀川拓未

・宮嶋一郎・松本辰

也・榎田暢美・根津 

潔 

平成30年度農作物病害虫雑草防除指針 新潟県農水産部 平30. 3 藤巻伸一・棚橋 恵

・宮嶋一郎・堀川拓

未 

 

（２）成果発表会、研修会、関係会議等 

開催年月日 成果発表会・研修会・会議等の名称 
参集人数

（人） 
講 師 等 

平29. 6. 1 セイヨウナシ褐色斑点病対策研修会 新発田地区 23 棚橋 恵 

平29. 6.15 第 29 回 新潟県病害虫シンポジウム 50 松本辰也・棚橋 恵 

平29. 7. 3 セイヨウナシ褐色斑点病現地研修会 200 棚 橋  恵 ・ 根 津 

潔・堀川拓未 

平29. 7.13 

平29. 9.27 

平29.11.20 

平30. 1.25 

平成 29 年度越後姫栽培技術向上研修会 20 宮嶋一郎・濱登尚徳 

平29. 8. 2 有機農業研究者会議 2017 150 長谷川雅明 

平29. 8. 8 おけさ柿現地研修会 150 榎田暢美 

平29. 8.22 もも高度技術研究会 51 松本辰也・棚橋 恵 

平29.10. 2 セイヨウナシ褐色斑点病対策検討会 40 棚 橋  恵 ・ 根 津 

潔・堀川拓未 

平29.10.12 平成 29 年度「ル レクチエ」追熟研修会並びにセイヨウナシ褐

色斑点病対策研修会 

73 根津 潔・棚橋 恵 

平29.11.14 八色西瓜生産組合すいか育苗指導会 25 田崎義孝 

平29.11.17 第 57 回新潟県施設園芸研究大会 100 遠藤昌伸 

平30. 1.18 施設園芸野菜相互視察研修会（いちご） 50 遠藤昌伸 

平30. 1.25 新潟砂丘地園芸振興協議会砂丘地園芸研修会 68 田崎義孝 

平30. 3.20 施設園芸野菜相互視察研修会（トマトきゅうり） 60 遠藤昌伸 

平29. 5.23 

平29. 6.30 

平29. 7.26 

平29. 9. 4 

平30. 2. 1 

平成 29 年度セイヨウナシ褐色斑点病ワーキングチーム会議 12 棚 橋  恵 ・ 根 津 

潔・堀川拓未 

平30. 2.16 セイヨウナシ褐色斑点病対策会議 33 棚 橋  恵 ・ 根 津 

潔・堀川拓未 

 

（３）農業大学校 

  学生氏名 卒業論文テーマ 指導担当者 

千代恵介 ニホンナシ自家和合性品種における結実性の品種間差異 松本辰也 
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（４）農業大学校研究科 

教 科 名 
授業時間（時間） 

講    師 
講義 演習 実習 計 

園芸特論Ⅰ 10  

 

 10 田崎義孝・根津 潔・渡邉祐輔・小池洋介・長

谷川雅明・堀川拓未・棚橋 恵 

園芸専門演習Ⅰ 

 

 

 

22 

 

 

 

22 田崎義孝・根津 潔・渡邉祐輔・小池洋介・長

谷川雅明・堀川拓未・棚橋 恵・宮嶋一郎 

園芸特論Ⅱ 16   16 榎田暢美・小池洋介・田崎義孝・藤巻伸一 

卒業論文  300 450 750 遠藤昌伸・松本辰也 

 

（５）その他講師派遣 

年月日 主 催 者 行  事 内  容 講  師 

平29.10.26 新潟大学農学部 特別講義 新潟の園芸 宮島利功 

 

（６）研修生受け入れ 

氏 名 所  属 研修目的 受け入れ期間 受け入れ部・科 

斉藤 翔 

今井惇司 

遠山駿斗 

新潟中央青果株式会社 園芸作物全般の肥培管

理及び病害虫防除等の

作業体験 

平29.10.16～20 育種栽培科・環境・施

設科 

石澤菜緖 

丸山 遥 

新潟薬科大学応用生命

科学部 

園芸作物の育種・栽培

・病害虫・土壌肥料及

び省エネ生産技術の実

習 

平29. 8.21～25 育種栽培科・環境・施

設科 

須貝郷史 法政大学生命科学部 病害虫防除その他園芸

作物栽培に関わる研修 

平29. 8.17～30 育種栽培科・環境・施

設科 

小川将志 全国農業協同組合連合

会新潟県本部 

園芸品目における栽培

・施肥・防除技術 

平29. 7. 3～14 

平29. 9.25～10. 6 

育種栽培科・環境・施

設科 

 

（７）取材対応 

年月日 取材機関 取 材 内 容 応対者 報道日 

平29. 9.14 日本テレビ 日本テレビ「エブリィ」内で新潟県の日本な

し新品種を紹介する。 

松本辰也 平29. 2.25 

 

平29.10.10 FM PORT Mint Conditionで日本なし新品種「新美月

」、「新王」について紹介する 

松本辰也 平29.10.12 

平29.12.14 テレビ局4社、新潟日報

社、読売新聞新潟支局 

アザレア新品種「スノーシャイン」、「ひろ

か」について 

宮島利功・小

池洋介 

平29.12.14 

平29.12.15 

平30. 2. 7 新潟日報 新潟県のいちご栽培の歴史と「越後姫」につ

いて 

倉島 裕 平30. 2.22 

平30. 2.15 日本農業新聞 果樹栽培における雪害について 根津 潔 平30. 2.16 
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４ 総 務 報 告 

（１）施設（園芸研究センター） 

ア 本 場 

所 在 地 北蒲原郡聖籠町大字真野177 

建物面積 延 9,830.07ｍ2 

ほ場面積 果樹畑 4.66ha・野菜・花き畑 1.99ha 

イ 砂丘地ほ場 

所 在 地  新発田市人橋字香郷沢 

建物面積  延 502.52ｍ2 

ほ場面積 野菜・花き畑 1.20ha 

 

（２）事業予算 （単位：千円） 

科    目 予算額 
財     源 

国補 手数料 財産収入 その他 一般財源 

運営費 6,257        111  6,146  

維持管理費 26,161        87  26,074  

経常研究費 7,327        2,479  4,848  

ほ場・飼育管理費 7,124          7,124  

受託試験費 2,792        2,792  0  

食品生産改善事業 0          0  

政策研究費 25,791        20,376  5,415  

備品整備費 9,428          9,428  

施設整備費 0          0  

庁舎修繕費 27,036          27,036  

その他 1,701        450  1,251  

その他（他課事業） 7,133          7,133  

合   計 120,750  0  0  0  26,295  94,455  

注）その他（他課事業費）は農業総合研究所費以外の予算 

 

（３）職員一覧 

所  属 職  名 氏  名 所  属 職  名 氏  名 

 

総務課 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

育種栽培科 

センター長 

総務課長 

主任 

技術員 

 〃 

 〃 

 〃 

 〃 

 〃 

 〃 

 〃 

 〃 

育種栽培科長 

専門研究員 

 〃 

 〃 

倉島 裕 

碓氷 和志 

齋藤 敬明 

小柴 孝文 

小川 孝二 

丹後 精一 

横山 利孝 

近  勝也 

飯田 嘉夫 

臼井 一栄 

武田 隆一 

本間 龍一 

宮島 利功 

田崎 義孝 

松本 辰也 

榎田 暢美 

育種栽培科 

 

 

 

 

 

環境・施設科 

専門研究員 

主任研究員 

 〃 

 〃 

 〃 

 〃 

参事（環境・施設

科長） 

専門研究員 

 〃 

 〃 

主任研究員 

 〃 

 〃 

 〃 

 〃 

根津 潔 

佐藤  秀明 

渡邉 祐輔 

小池 洋介 

濱登 尚徳 

佐藤 淳 

藤巻 伸一 

 

長谷川 雅明 

棚橋 恵 

種村 竜太 

宮嶋  一郎 

遠藤 昌伸 

若桑 咲子 

堀川  拓未 

相川 敏之 
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（４）職員の異動 

発令月日 転出入 氏 名 新所属・職名 旧所属・職名 

平成29年 

４月１日付 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

転出 

 

 

 

 

 

転入 

宮下 敦 

藤巻 伸一 

高橋 聡 

 

宮島 利功 

 

藤巻 伸一 

碓氷 和志 

宮島 利功 

根津 潔 

種村 竜太 

 

宮嶋 一郎 

新発田竹俣特別支援学校 事務長 

参事（環境・施設科長） 

農業総合研究所 企画情報部企画

調整室長 

育種栽培科長 

 

参事（環境・施設科長） 

総務課長 

育種栽培科長 

育種栽培科専門研究員 

環境・施設科専門研究員 

 

環境・施設科主任研究員 

総務課長 

環境・施設科長 

育種栽培科長 

 

育種栽培科専門研究員 

 

環境・施設科長 

森林研究所 総務課長 

育種栽培科専門研究員 

育種栽培科主任研究員 

工業技術総合研究所 下越技術支

援センター 専門研究員 

新潟農林振興部 普及第２課主査

普及指導員 

 

（５）購入研究備品 

備 品・施 設 名 型 式・規 格・規 模 

恒温恒湿槽 KCSLPH-1400-CT 

トラクター ﾔﾝﾏｰ YT463,YUQH2 (深耕ﾛｰﾀｰ,ﾌﾛﾝﾄﾛｰﾀﾞｰ,ﾊﾞｹｯﾄ,ｳｴｲﾄｹｰｽ含) 

 

（６）派遣研修者 

なし 

 

（７）参観者数 

農 業 者 行政関係 そ の 他 合    計 

44回 5回 27回 76回 

626 人 117 人 443 人 1186 人 

 

（８）無体財産権など 

ア 特許権 

発 明 の 名 称 発明者 
特許出願 

番号・年月日 

特許出願公開 

番号・年月日 

特許登録 

番号・年月日 

サトイモの栽培方法 竹田宏行 特願 

2006-281116 

平 18.10.16 

特開

2008-92907 

平 20. 4.24 

特許 

5771791 

平 27. 7.10 

 

イ 実用新案権 

なし 

  

ウ 意匠権 

なし 
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エ 育成者権（登録品種） 

農林水産植物の種類 登録品種の名称 登録番号・年月日 

いちご 新潟S3号 第 22112号 平 24.12.28 

ユ リ さど美人 第10576号 平14. 9. 4 

チューリップ 新潟１号 第15823号 平19.12.17 

新潟２号 第15824号 平19.12.17 

新潟３号 第17454号 平21. 2.24 

新潟４号 第17455号 平21. 2.24 

新潟６号 第17688号 平21. 3. 2 

新潟７号 第17689号 平21. 3. 2 

新潟８号 第17690号 平21. 3. 2 

新潟９号 第17691号 平21. 3. 2 

新潟10号 第 17692号 平21. 3. 2 

新潟11号 第 17693号 平21. 3. 2 

新潟13号 第 20371号 平23. 2.15 

新潟14号 第 20372号 平23. 2.15 

雪うさぎ 第24594号 平27.11.10 

雪の華 第25432号 平28. 9.27 

雪紫 第25433号 平28. 9.27 

西洋なし 越さやか 第6867号  平 10.10.29 

つつじ 越の淡雪 第11563号 平15.11.18 

越の舞姫 第11564号 平15.11.18 

ほほえみ 第12949号 平17. 3.14 

ももか 第12950号 平17. 3.14 

ダンシングスノー 第12951号 平17. 3.14 

かき 朱鷺乙女 第11372号 平15. 8.19 

日本なし 新王 第22540号 平25. 3.25 

新美月 第22541号 平25. 3.25 

大豆（えだまめ） 新潟系14号 第 22414号 平25. 3.14 

 

（９）栄 誉 

部科名・職名 氏 名 栄誉名 受賞年月日 栄誉の概要 

環境・施設科・専門

研究員 

種村竜太 園芸学会北陸北陸支部

学術賞 

平29.12. 2 園芸作物の養液栽培技術に関す

る研究 

 



 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

V 畜産研究センター  
 

組織構成図 

総 務 課 

酪農肉牛科 

生産・環境科 

畜産研究センター長 

養豚養鶏チーム 

資源循環チーム 

大家畜栄養生理チーム 

繁殖工学チーム 
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１ 研 究 概 要 

（１）研究課題及び調査事業一覧 

予算 

区分 
課  題  名 年 次 分  担 

県単経常  

 

501 

502 

503 

(1) 酪農・肉用牛経営の収益向上に結びつく生産性向上基盤

技術開発 

ア 未利用遺伝資源の有効活用方法検討 

イ 稲わら等の栄養価と嗜好性改善技術検討 

ウ 肥育牛のビタミンＡ制御技術検討 

平27～29 

 

 〃 

 〃 

 〃 

酪農肉牛科 

 

 〃 

 〃 

 〃 

県単経常  

 

504 

505 

 

 

506 

507 

 

508 

509 

(2) 中小家畜と自給飼料の生産及び畜産環境に関する研究 

ア  地域資源活用技術の検討 

(ア) 技術改善による飼料作の生産性向上 

(イ) エコフィードの生産・利用拡大技術の開発 

イ 豚・鶏の生産性向上技術の検討 

(ア) 豚への飼料用米等の簡易な給与方法の検討 

ａ 繁殖豚への飼料用米等の簡易な給与方法の検討 

ｂ 肥育前期豚への飼料用米等の簡易な給与方法の検

討 

ｃ 舎内設置型飼料用米添加装置の開発 

(イ) 採卵鶏への飼料用米等の省力的給与による影響の検

討 

平27～29 

 

 〃 

 〃 

 

 

 〃 

平 29 

 

 〃 

平 27～29 

生産・環境科 

 

 〃 

 〃 

 

 

 〃 

 〃 

 

 〃 

 〃 

県単政策  

511 

512 

(3) 黒毛和種体外受精卵の活用技術開発 

ア フィールドでの卵子採取法、処理法、輸送法の確立 

イ 体外受精卵の耐凍性向上技術の確立 

平28～30 

 〃 

 〃 

酪農肉牛科 

 〃 

 〃 

県単政策  

513 

 

514 

(4) ウシ受精卵の受胎成績向上技術の確立 

ア 修復培養法の改良によるバイオプシー胚の耐凍性およ

び受胎性の向上 

イ 急速ガラス化保存胚ダイレクト移植の実証試験 

平28～30 

 〃 

 

 〃 

酪農肉牛科 

 〃 

 

 〃 

県単政策  

 

515 

516 

517 

(5) 黒毛和種の出荷月齢早期化のための飼養管理技術の確立 

ア 早期肥育に適合する飼料増給方法の検討 

(ア) 枝肉重量及び肉質の改善 

イ 枝肉の肉質「しまり」の客観的評価方法の検討 

ウ 早期肥育マニュアル作成 

平29～32 

 

 〃 

平 29～31 

平 29～32 

酪農肉牛科 

 

 〃 

 〃 

 〃 

県単政策  

518 

519 

520 

(6) 家畜改良増殖対策事業 

ア 優良和牛受精卵供給 

イ 高能力乳用牛受精卵供給 

ウ 乳用牛群検定普及定着化 

平27～ 

 〃 

 〃 

 〃 

酪農肉牛科 

 〃 

 〃 

 〃 

県単政策  

521 

(7) 飼料生産給与技術改善対策事業 

ア 飼料作物品種適性調査 

昭52～ 

平 24～ 

生産・環境科 

 〃 

県単政策  

522 

(8) にいがた地鶏振興事業 

ア にいがた地鶏経営改善促進事業 

平25～ 

 〃 

生産・環境科 

 〃 

県単政策  

523 

(9) 畜産物需給調整対策事業 

ア  にいがた地鶏普及推進 

平25～ 

 〃 

生産・環境科 

 〃 

県単政策  

524 

(10) 畜産環境改善指導事業 

ア 畜産環境改善指導事業 

平27～29 

 〃 

生産・環境科 

 〃 
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（２）研究成果及び調査事業概要 

(1) 酪農・肉用牛経営の収益向上に結びつく生産性

向上基盤技術開発 

研究の背景と目的 

輸入飼料価格の高止まりや口蹄疫等の発生リスク

の増大とその対策等により畜産経営の収益性は低下

している。そこで、意欲ある酪農経営や肉用牛経営

が安定的に畜産経営を継続していけるよう優良後継

牛の確保や生産コストの低減、生産物の品質向上に

向けた生産性向上技術の開発を推進する。 

 

501 未利用遺伝資源の有効活用方法検討 （山家） 

生存性及び受胎性が高く、農場で融解後直接移植が

可能な低ランク胚の緩慢凍結法を開発する。 

 不凍ポリアミノ酸で低ランク胚を緩慢凍結すること

で、凍結融解後の生存性が向上する傾向にあり、有意

な差はないものの、受胎率の向上が認められた。 

 

502 稲わら等の栄養価と嗜好性改善技術検討 （荒木） 

嗜好性が低いと言われているリードカナリグラス２

番草の嗜好性を改善するために２水準の水分域に対し

て乳酸菌資材を添加し、その発酵品質及び採食量に関

する知見を得た。 

 

503 肥育牛のビタミンＡ制御技術検討 （関﨑） 

飼料由来のビタミンＡ前躯物質であるβ－カロテン

を多く含む粗飼料の摂取量の違いが肥育前、中期の血

中ビタミンＡ濃度の変化に及ぼす影響を調査したとこ

ろ、粗飼料多給区でβ－カロテン濃度が高く、ビタミ

ンＡ濃度が緩やかに下降した。 

 

 

(2) 中小家畜と自給飼料の生産及び畜産環境に関す

る研究 

研究の背景と目的 

飼料自給率の向上による畜産物の安定供給や、飼

料費の低減による畜産経営の安定化を図るため、自

給粗飼料や飼料用米、エコフィードの生産・利用拡

大が望まれている。これらの県産飼料を活用して生

産コストを低減し高品質畜産物を生産するため、飼

料作物の生産性向上技術、食品加工残さの飼料化と

品質管理方法、豚や鶏への低コスト給与技術を開発

する。 

 

504 技術改善による飼料作の生産性向上 

  （小柳・長谷川） 

永年牧草の草種特性、品種特性、播種法、施肥量

等に関する知見を得た。 

 

505 エコフィードの生産・利用拡大技術の開発 

  （小橋） 

県内に存在するさつまいも残さ、生豆腐粕、酒粕、く

ず小麦、エダマメ茎葉残さ等の未利用エコフィードの飼

料評価を行い、飼料化方法の検討を行った。また、一

部のエコフィードは、センター内の家畜に給与し、問題

なく利用できることが確認できた。 

 

506 繁殖豚への飼料用米等の簡易な給与方法の検討 

 （藤井） 

２産以降の授乳中の繁殖雌豚に、配合飼料の３分

の１量をアミノ酸等が添加された飼料用玄米に置き

換え、配合飼料と混合せずに給与することで、繁殖

成績を維持しながら飼料費が低減できた。 

 

507 肥育前期豚への飼料用米等の簡易な給与方法の

検討 （藤井） 

配合飼料を自由採食する肥育前期豚に、週に１回、

１頭あたり 2.5 ㎏の破砕処理した飼料用玄米を混合

せずに給与することで、発育成績を維持しながら、

飼料費が低減できた。 

 

508 舎内設置型飼料用米添加装置の開発 （藤井） 

舎内設置型の安価な飼料用玄米添加装置を市販の

材料で開発した。一般的な養豚経営の配合飼料の自

動給餌ラインに接続することで、労力及び飼料費の

低減が期待できる。 

 

509 採卵鶏への飼料用米等の省力的給与による影響

の検討 （鈴木） 

籾米の省力的給与方法として、採卵鶏に週２回籾

米のみを給与する方法は、配合飼料のみを給与した

場合と比較して飼料採食量及び産卵成績に影響する

ことなく給与することができ、飼料費の低減もでき

る結果となった。 

 

 

(3) 黒毛和種体外受精卵の活用技術開発 

研究の背景と目的 
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「にいがた和牛」の素牛確保のためには、受精卵

移植が有用な技術であるが、受精卵の供給量不足が

想定される。一方、体外受精卵技術は受精卵確保に

は有効である。しかし、現場の農場では卵子の採取

が困難なことや畜研センターへの卵子移送時に活力

が低下することから活用できていない。そこで、獣

医師が体外受精卵技術を現場の農場で実施できるよ

うな手法を開発し、高能力な遺伝子を有する受精卵

の確保を図る。 

 

511 フィールドでの卵子採取法、処理法、輸送法の

確立 （中川） 

低気温時に OPU を実施する場合、卵子回収用

チューブを保温チューブで囲うことにより、保温処

置をしない場合よりも体外受精後 48 時間の分割率

及び最終的に作出された胚の高ランク胚率が有意に

高くなることが明らかとなった。また、OPU による

卵子回収後、卵子を炭酸ガス培養器内で培養するま

で６時間経過する場合は、１時間経過する場合と比

べ有意に胚発生率が低下するため、炭酸ガス培養に

入る以前の早い段階で空気中で使用可能な培養液に

回収卵子を移す等、他の培養法が必要であることが

明らかとなった。 

 

512 体外受精卵の耐凍性向上技術の確立 （中川） 

試験検体数を増やすため、昨年に引き続き発生培

地へのリファンピシン及びフォルスコリン添加の効

果について検討した。発生培地に IVF 胚を移した後

24 時間後の分割胚率は試験区でやや高い値であっ

たが有意な差は無く、その他の項目についても有意

な差はみられなかった。凍結保存した低ランク IVF

胚の融解後の生存性の比較では 72 時間後の生存率

が試験区対照区ともに 50％となり、こちらも有意な

差はみられていない。 

 

 

(4) ウシ受精卵の受胎成績向上技術の確立 

研究の背景と目的 

性判別のため、細胞の一部を切除された胚（バイ

オプシー胚）は、耐凍性および受胎性が低下するこ

とが知られている。そのため、バイオプシー胚の凍

結保存には、超急速ガラス化法が用いられているが、

一般的には農場で直接移植ができない。そこで、バ

イオプシー胚の耐凍性向上や農場で直接移植が可能

な超急速ガラス化保存法の確立を目指す。 

 

513 修復培養法の改良によるバイオプシー胚の耐凍

性および受胎性の向上 （山家） 

バイオプシー胚の修復培養液にリファンピシン及

びフォルスコリンを添加し、エチレングリコールと

プロピレングリコールを用いて緩慢凍結することで、

凍結融解後の生存性が従来の方法よりも向上する可

能性が示唆された。 

 

514 急速ガラス化保存胚ダイレクト移植の実証試験

 （篠川） 

ストローキャップを用い、と場胚や凍結保存胚等

をガラス化保存した後の融解・生存性比較で従来の 

GESX 法と同等の生存性が確認された。 

 

 

(5) 黒毛和種の出荷月齢早期化のための飼養管理技術

の確立 

研究の背景と目的 

県内黒毛和種肥育牛の出荷月齢は約29～30か月齢

で全国平均と同様であるが、飼料及び素牛費の高騰を

考慮すると、肥育期間短縮の検討が必要である。そこ

で、27か月齢の早期出荷で各種技術を組み立てること

により、通常出荷と比較し、重量及び肉質を低下させ

ない飼養管理体系の確立を目指す。 

 

515 枝肉重量及び肉質の改善 （関﨑） 

粗飼料多給区、濃厚飼料多給区ともに全国和牛登

録協会による正常発育曲線の上限以上の良好な発育

を示した。７～11 か月齢における肥育の進展や血液

性状は、粗飼料多給区も濃厚飼料多給区と同様、良

好に推移した。 

 

516 枝肉の肉質「しまり」の客観的評価方法の検討 

  （関﨑） 

肉質等級が上昇する牛肉ほど、「しまり」の数値

は上昇し、ロース芯中の水分含量は低下する傾向が

認められた。 

 

517 早期肥育マニュアル作成 （関﨑） 

通常の素牛導入より早い時期から肥育を開始する

ことで、出荷月齢が若くても通常出荷と遜色ない枝

肉重量の確保ができる可能性があり、マニュアル作
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成に向け引き続き検討する。 

 

 

(6) 家畜改良増殖対策事業 

事業の背景と目的 

「にいがた和牛」の増頭及び乳牛の資質向上のた

め、当センターで飼養する高能力の和牛および乳牛

から採取した受精卵を県内に供給する。また、酪農

経営の発展のため牛群検定データを利用した指導を

行う。 

 

518 優良和牛受精卵供給 （篠川） 

しげやす×満開１：３個、まな 15×花国安福：20

個、ちさと×美津照重：14 個、りえ×花国安福：７

個、みく×花国安福：１個、やすひめ×諒太郎：３

個、ふくさかえ 10×幸紀雄 IVF 胚：１個、ふくさか

え 10×諒太郎 IVF 胚：18 個、きたやす 575×幸紀雄

IVF 胚：９個、きたやす 575×諒太郎 IVF 胚：３個、

くにひで×諒太郎 IVF 胚：２個、ゆりこ×琴照重 IVF

胚：５個の合計 86 個の優良ブランド胚を県内受精卵

移植協議会等に配布した。H27ET 調査：胚数 53 個、

ET 数 50 個、受胎率 42.0％、雌産子２頭保留。 

 

519 高能力乳用牛受精卵供給 （中川） 

高能力乳用供卵牛５頭からそれぞれ１回ずつ採卵

を行い、正常な受精卵 25 個を採取した。このうち、

移植に適した A、A’卵は 20 個あり、性判別を行う

ことで販売用雌胚 10 個を確保した。その他に経腟採

卵を延べ 10 頭で行い、正常な体外受精卵を 48 個生

産した。このうち移植に適した A、A’卵は 27 個で

あった。また、県内酪農家供給用の性判別雌受精卵

として２期に分けて総数 38 個を県内８戸の酪農家

に県酪連を通じて譲渡した。 

 

520 乳用牛群検定普及定着化 （宮腰） 

県農業普及指導センター及び家畜保健衛生所等か

ら要望のあった牛群検定情報について情報提供する

とともに、各指導機関で検定データを Web 上で閲覧

できる指導体制を整備した。延べ 44 戸の検定データ

が指導機関で閲覧可能となった。 

 

 

(7) 飼料生産給与技術改善対策事業 

事業の背景と目的 

県内に適する飼料作物の優良品種を選定するため。

飼料用とうもろこし等について検討する。 

 

521 飼料作物品種適性調査 （長谷川） 

とうもろこしは、収量性から｢スノーデント 125T｣

が優れており奨励品種候補とした。えん麦の極早生

品種は差がなかった。 

 

 

(8) にいがた地鶏振興事業 

事業の背景と目的 

「にいがた地鶏」生産者の所得向上を図るため、

需要の確保及び、低コスト生産体制の構築を推進す

る。 

 

522 にいがた地鶏経営改善促進事業 （鈴木） 

フレッシュ販売の需要に対応するための供給計画

を作成し、計画的な生産を行った。また、品質向上

のための生産者への技術指導を実施した。 

 

 

(9) 畜産物需給調整対策事業 

事業の背景と目的 

畜産物の需給調整と流通改善を図り、安定的な生

産と供給に資する。 

畜産研究センターにおいては、「にいがた地鶏」

の円滑な生産・普及を目的に、安定的なヒナ供給の

ための種鶏を整備し、初生ヒナを生産者に供給する。 

 

523 畜産物需給調整推進事業（③にいがた地鶏普及

推進） （鈴木） 

平成 29 年度は、にいがた地鶏初生ヒナを県内６生

産者に対し、合計 4,310 羽を供給した。 

 

 

(10) 畜産環境改善指導事業 

事業の背景と目的 

畜産経営の維持拡大の妨げとなる家畜排せつ物に

起因する環境問題に対応し、畜産の地域との共存を

実現するため、家畜排せつ物の適正管理、臭気発生

状況の点検、調査と改善指導等を実施する。 

 

524 畜産環境改善指導事業 （藤井・小柳） 

村上地域内３戸の養豚団地で臭気低減のための豚
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舎内での水のミスト散布による実証を村上農業普及

指導センター等と実施した。いずれの農場でも 50％

前後の臭気低減効果は確認できたが、より効率的な

間欠ミストの使用方法についての検討が必要性と考

える。 
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２ 研 究 成 果 

（１）新技術情報 

ア 研究成果情報  

本県農林水産業経営や食品産業の生産現場において、直接的な導入効果が期待される技術、又は普及指導や企

業の生産活動において活用できる情報（平成30年度新潟県農林水産業研究成果集に掲載） 

No. 成  果  名 担 当 

 

１ 

 

２ 

３ 

４ 

（複合営農推進に向けた技術） 

黒毛和種去勢肥育牛の肥育中期におけるビタミンＡ投与量に応じたビタミ

ンＡ欠乏時期の推定方法 
授乳中の繁殖雌豚への低コストで省力的な飼料用玄米の給与方法 
肥育前期豚への低コストで省力的な飼料用玄米の給与方法 
採卵鶏への省力的な飼料用米の給与方法 

 

畜研酪農肉牛科 

 

畜研生産・環境科 

畜研生産・環境科 

畜研生産・環境科 

 

イ 参考情報 

研究を進める上での基礎的知見等 

No. 参  考  情  報  名 担 当 

 

１ 

（複合営農推進に向けた技術） 

自作可能な舎内設置型低コスト飼料用玄米添加装置 

 

畜研生産･環境科 

 

（２）研究発表 

ア  学会誌等投稿 

     なし 

 

イ  講演発表 

発 表 題 名 

（発表者名） 

学会・研究会名 

（掲載誌名等） 
開催年月日 

AD可溶窒素とアンモニア態窒素を指標とした有機質資材の窒素肥効

評価法第2報 適用性の拡大と速効性窒素推定について（小柳 渉） 

日本土壌肥料学会 2017 年

度仙台大会 

平29. 9. 5

～ 7 

積雪地におけるアルファルファの播種時期（小柳 渉・長谷川昌伸） 平成 29 年度北信越畜産学

会 

平29. 9. 7

～ 8 

畜舎から発生する臭気を低減する除去装置の開発（藤井 崇・小柳 

渉） 

平成 29 年度北信越畜産学

会 

平29. 9. 7

～ 8 

飼料用米ならびにトウモロコシの外皮の有無が離乳子豚の発育，消化

率等におよぼす影響（藤井 崇・柴田宏志） 

日本養豚学会 107 回大会 平29.10.26

～27 

有機質資材全般に適用できる窒素肥効評価法（小柳 渉） 委託プロ「生産コスト、有

機質資材」中間成果発表会 

平29.11.24 

採卵鶏への省力的な飼料用米給与方法の検討（鈴木ひろみ） 第 56 回北信越畜産学会新

潟県分会 

平30. 3.16 

黒毛和種去勢肥育牛の肥育中期におけるビタミンＡ投与量に応じた

欠乏時期の推定方法（関﨑幸一） 

第 56 回北信越畜産学会新

潟県分会 

平30. 3.16 

泌乳牛への生稲ワラサイレージの給与方法の検討（小橋有里・北村 

亨） 

2018 年度日本草地学会熊

本大会 

平30. 3.24

～26 

 

（３）現地指導 

なし 
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３  技術援助及び行政対応活動 

（１）指針及び行政資料の執筆 

発 行 誌 名 発 行 者 発行年月 執 筆 者 

新潟県飼料作物生産・利用マニュアル 新潟県農林水産部 平30. 3 柴 田 宏 志 ・ 小 柳 

渉・長谷川昌伸・小

橋有里・宮腰雄一・

荒木 創 

 

（２）成果発表会、研修会、関係会議等 

開催年月日 成果発表会・研修会・会議等の名称 
参集人数

（人） 
講 師 等 

平29. 4.13 試験設計検討会 20 全員、新潟大学他 

平29. 6.13 試験研究発表会 57 全員 

平29. 7. 4 畜産関係研究成果説明会 17 玉木 勇・宮腰雄

一・小柳 渉・藤井 

崇 

平29.11.22 研究方向検討会 20 全員 

平30. 2.15

～16 

試験成績検討会 20 全員 

平30. 2.21 成果候補検討会 19 全員 

 

（３）農業大学校 

専   攻 学 年 教 科 名 
授業時間 

（時間） 
講    師 

畜産経営科 1学年 家畜育種学 14 関﨑幸一 

畜産経営科 2学年 繁殖工学 8 中川 浩 

 

（４）農業大学校研究科 

なし 

 

（５）その他講師派遣 

年月日 主 催 者 行  事 内  容 講  師 

平29. 4.28 にいがた地鶏生産普及

研究会 

研究会総会 地鶏肉の食味の検討 鈴木ひろみ 

平29. 6.23 新潟県学校農業クラブ

連盟 

家畜審査競技大会 乳牛及び肉牛の審査競技会

審査員 

玉木 勇・荒木 創・

関﨑幸一 

平29. 6.27

～29 

平29. 7.14 

新潟県畜産協会 畜産経営コンサル 乳用牛経営指導 小柳 渉 

平29. 7.26

～27 

平29. 8.21 

新潟県畜産協会 畜産経営コンサル 肉用牛経営指導 小柳 渉 

平29. 8. 3 新潟地域振興局巻農業

振興部 

畜産環境改善研修会 畜産悪臭マスキング資材「デ

オマジック」の実演 

藤井 崇 

平29. 8.21 

～ 9.15 

畜産課 家畜人工授精師養成講

習会 

家畜人工授精師免許取得

のための講習会 

宮腰雄一・関﨑幸一

・中川 浩・篠川 

温・山家 崇・市川

雄紀 
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年月日 主 催 者 行  事 内  容 講  師 

平29. 9.22 上越農業普及指導セン

ター 

肉用牛農家指導 超音波肉質診断 宮腰雄一・関﨑幸一 

平29. 9.26 JA全農にいがた 共進会審査員 子牛共進会審査 宮腰雄一 

平29.10.26 TPPC TPPCバローショー 肥育豚審査 柴田宏志 

平29.11.27

～29 

平29.12.15 

新潟県畜産協会 畜産経営コンサル 肉用牛経営指導 小柳 渉 

平29.11.27

～29 

新潟県畜産協会 畜産経営コンサル 乳用牛経営指導 荒木 創 

平29.11.28 新潟県家畜商協同組合 肉用牛共進会 肉牛審査 小潟信雄・宮腰雄一

・関﨑幸一 

平29.12.14 上越地域振興局農林振

興部 

上越地域肉質向上研修

会 

飼料用米を給与した畜産

物の食味向上の可能性 

藤井崇 

平29.12.18

～20 

平30. 1.16 

新潟県畜産協会 畜産経営コンサル 肉用牛経営指導 宮腰雄一 

平30. 1.17

～19 

平30. 2.20 

新潟県畜産協会 畜産経営コンサル 肉用牛経営指導 関﨑幸一 

平30. 1.24

～26 

平30. 3. 6 

新潟県畜産協会 畜産経営コンサル 養豚経営指導 藤井 崇 

平30. 2. 1

～ 2 

（公社）におい・かお

り環境協会 

臭気対策セミナー 新潟県における畜産臭気

対策に関する研究内容と

現地での取り組み事例 

藤井 崇 

平30. 2.14

～15 

平30. 3. 2 

新潟県畜産協会 畜産経営コンサル（畜

特資金） 

養豚経営指導 藤井 崇 

平30. 2.19 

22～23 

新潟県畜産協会 畜産経営コンサル 肉用牛経営指導 関﨑幸一 

平30. 2.26

～27 

平30. 3.14 

新潟県畜産協会 畜産経営コンサル 養豚経営指導 藤井 崇 

 

（６）研修生受け入れ 

氏 名 所  属 研修目的 受け入れ期間 受け入れ部・科 

大平拓也 

安達萌花 

笹原光平 

新潟大学農学部 インターンシップ 平29. 8.21～25 酪農肉牛科、生産･環境

科 

 

（７）取材対応 

年月日 取材機関 取 材 内 容 応対者 報道日 

平29. 8.22 三条新聞社 牛舎の暑熱対策 宮腰雄一 平29. 8.29 
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４ 総 務 報 告 

（１）施設（畜産研究センター） 

   所 在 地 三条市棚鱗178 

   建物面積 10,943.94ｍ2 

   圃場面積 26.2ha 

 

（２）事業予算 （単位：千円） 

科    目 予算額 
財     源 

国補 手数料 財産収入 その他 一般財源 

運営費 11,790          11,790  

維持管理費 18,537          18,537  

経常研究費 2,220          2,220  

ほ場・飼育管理費 35,266        34,778  488  

受託試験費 1,560        1,560  0  

食品生産改善事業 0          0  

政策研究費 17,311        13,148  4,163  

備品整備費 15,198          15,198  

施設整備費 0          0  

庁舎修繕費 29,122          29,122  

その他 932        150  782  

その他（他課事業） 17,520          17,520  

合   計 149,456  0  0  0  49,636  99,820  

注）その他（他課事業費）は農業総合研究所費以外の予算 

 

（３）職員一覧 

所  属 職  名 氏  名 所  属 職  名 氏  名 

総 務 課 センター長 

総務課長 

主査 

技術員 

 〃 

 〃 

 〃 

 〃 

 〃 

 〃 

 〃 

 〃 

 〃 

 〃 

 〃 

 〃 

小潟 信雄 

西方 隆広 

大橋 岳志 

目黒 正介 

高山  肇 

渋谷  誠 

土佐 康政 

酒井 直樹 

長谷川 元 

若林 祐志 

高橋 稔郎 

上村 次郎 

渡辺 太一 

石月 一夫 

皆木 里志 

飯塚 光夫 

酪農肉牛科 

 

 

 

 

 

 

 

生産・環境科 

酪農肉牛科長 

専門研究員 

  〃 

  〃 

主任研究員 

  〃 

  〃 

研究員 

生産・環境科長 

専門研究員 

  〃 

  〃 

主任研究員 

  〃 

玉木  勇 

宮腰 雄一 

中川  浩 

荒木  創 

関﨑 幸一 

篠川  温 

山家  崇 

市川 雄紀 

柴田 宏志 

鈴木 ひろみ 

小柳  渉 

長谷川 昌伸 

小橋 有里 

藤井  崇 
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（４）職員の異動 

発令月日 転出入 氏 名 新所属・職名 旧所属・職名 

平成29年 

３月31日付 

 

 

 

 

 

 

平成29年 

４月１日付 

転 出 

 

 

 

 

 

 

 

転 入 

佐藤 義弘 

佐藤 勝典 

大矢 俊行 

高橋 英太 

 

安野 僚太郎 

ﾍﾟﾚﾝﾚｲ ｶﾞﾝｻﾞ

ﾔ 

小潟 信雄 

西方 隆広 

玉木 勇 

関﨑 幸一 

市川 雄紀 

退職 

退職 

農業大学校・教授兼畜産経営科長 

魚沼農業部企画振興課・主査普及指

導員 

中越家保・主任 

退職 

 

センター長 

総務課長 

酪農肉牛科長 

酪農肉牛科・主任研究員 

酪農肉牛科・研究員 

センター長 

総務課長 

酪農肉牛科長 

酪農肉牛科・主任研究員 

 

酪農肉牛科・主任研究員 

酪農肉牛科・主任研究員 

 

農業大学校・教授兼畜産経営科長 

吉田高校・事務長 

柏崎農業部・企画振興課長 

村上農林部・主査普及指導員 

中越家保・獣医師 

 

（５）購入研究備品 

備 品・施 設 名 型 式・規 格・規 模 

細断型ロールベーラ (株)タカキタ製 細断型ロールベーラ MR-820 

2.5t級フォークリフト ロジスネクストユニキャリア(株)製 FD25T5 

ブームスプレーヤ ＩＨＩアグリテック ブームスプレーヤ MSP0410-10 

食肉用pH計 HANNA 食肉用 pH 計 HI98163・電極 FC2323・ステンレス刃 FC09S 他 

水分計 Kett ユニバーサル水分計 HB-300・四針センサー 

舟底型ベビーコンベア 光洋機械産業社製 KLU1-55N（ウインチ脚・テール車輪・全面スカート付） 

UV検出器 島津 LC 用 UV 検出器 SPD-20AV 

浸漬型ルーメン内pH測定装置 pH 測定装置 SPPH 型・バーダイヤモンド社製ルーメンカニューレ 

和牛供卵牛 黒毛和種雌牛「ぽっきぃ」（15110-0296-5） 

孵卵機（セッター） (株)昭和フランキ製 SS-7 

孵卵機（ハッチャー） (株)昭和フランキ製 SH-3 

育雛器（バタリーブルーダー） (株)昭和フランキ製 バタリーブルーダ T53 

 

（６）派遣研修者 

研 修 名 研修者名 研 修 目 的 期 間 講 師 

農林水産関係中堅研究

者研修 

小橋有里 中堅研究者として必要

な知見習得及び企画・

立案能力の開発 

H29.12.20～12.22 農林水産技術会議他 

 

（７）参観者数 

農 業 者 行政関係 教育関係 一般県民 開放デー 合    計 

－回 －回 ３回 １回 １回 ５回 

－人 －人 68 人 21 人 827 916 人 

 

（８）無体財産権など 

ア 特許権 

なし 

 

イ  実用新案権 

なし 
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ウ 意匠権 

なし 

 

（９）栄 誉 

部科名・職名 氏 名 栄誉名 受賞年月日 栄誉の概要 

生産・環境科・主任

研究員 

藤井 崇 日本養豚学会奨励賞 平30. 3.15 離乳子豚への飼料米給与ならび

に豚舎由来臭気の特徴に関する

研究 

 

 



 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

VI 食品研究センター  組織構成図 

蛋白菓子食品チーム 

米穀食品チーム 

園芸利用食品チーム 

微生物利用食品チーム 

生産工学チーム 

生物機能工学チーム 

食品工学科 

園芸特産食品科 

総 務 課 

穀類食品科 

食品研究センター長 

水産加工食品科（新潟分室） 
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目 次 
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 （５） その他講師派遣 ······································································· VI-10 

 （６） 研修生受け入れ ······································································· VI-12 

 （７） 取材対応 ············································································· VI-13 
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１ 研 究 概 要 

（１）研究課題及び調査事業一覧 

予算 

区分 
課  題  名 年 次 分  担 

県単経常  

 

601 

602 

603 

 

604 

 

(1) 競争力、優位性のある県特産品創出に向けた流通、製造

技術の開発 

ア 金糸瓜の流通貯蔵技術の検討 

イ 非加熱による味噌の香味増強方法の検討 

ウ 乳酸菌ウオヌマ株が産生する抗菌性物質の同定と食品

加工への応用 

エ α-グルコシダーゼ阻害活性能を有する新潟オリジナ

ル微生物の探索 

平 27～29 

 

 〃 

 〃 

 〃 

 

 〃 

園芸特産食品科 

 

 〃 

 〃 

 〃 

 

 〃 

県単経常  

 

 

605 

606 

607 

 

608 

(2) 競争力のある機能性素材と品質管理に向けた技術開発 

ア 競争力の高い機能性食品開発のための成分検索と素材

化の検討 

(ア) 微細藻類からの機能性成分の探索 

(イ) 柿機能性成分含量に対する加工条件の検討 

イ 超音波処理による脱塩調味技術の開発 

ウ 機器分析による原料及び加工品の評価や解析法の検討 

(ア) 非接触分析法による食品の成分分析手法の開発 

平 27～29 

 

 

 〃 

平 29 

平 28～29 

 

平 27～29 

食品工学科 

 

 

 〃 

〃 

 〃 

 

 〃 

県単経常  

 

609 

610 

 

 

611 

612 

(3) 穀類の高度及び多様な利活用に向けた基盤技術の開発 

ア 穀類食品高付加価値化のための高度加工技術の検討 

(ア) 米粉の難消化性増強技術の開発 

(イ) 米菓製造時の生地及び澱粉の理化学的・構造的変化

の解明 

イ 穀類の用途拡大につながる利活用技術の検討 

(ア) 半糊化粉製造技術の開発 

(イ) 「ゆきちから」の菓子用途への適用の検討 

平 29～31 

 

 〃 

〃 

 

 

 〃 

 〃 

穀類食品科 

 

 〃 

〃 

 

 

 〃 

 〃 

県単経常  

613 

(4) 水産加工連携開発 

ア 無重合リン酸塩冷凍すり身の開発 

平 29～31 

 〃 

水産加工食品科 

 〃 

県単政策  

 

614 

 

(5) 効率的米粉生産のための水蒸気等による米粒処理技術の

開発 

ア 水蒸気処理と米粉特性・加工性の関係解明及び製造コ

ストの試算 

平 29 

 

 〃 

食品工学科 

 

 〃 

県単政策  

 

615 

 

(6) 新たな米産業創出推進事業 

 

ア 生涯健康に貢献できる機能性を有する米の素材化・加

工技術の開発 

平 29～31 

 

 〃 

食品工学科、穀類食品

科、園芸特産食品科 

 〃 

県単政策  

616 

617 

(7) 手軽に使えるお魚ペーストの開発 

ア 低カロリーな魚肉ペーストの開発 

イ 貯蔵性のある魚肉ペーストの開発 

平 29～30 

 〃 

 〃 

水産加工食品科 

 〃 

 〃 
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（２）研究成果及び調査事業概要 

(1) 競争力、優位性のある県特産品創出に向けた流通、

製造技術の開発 

研究の背景と目的 

本県の地域特産品において他県産との差別化や高付

加価値化が求められている。そこで、県特産品の高品

質貯蔵技術や非加熱製造技術、県特産品から分離され

た微生物による健康機能性の付加を検討することで、

県特産品の競争力や優位性を向上させる基盤技術の確

立を目指す。 

 

601 金糸瓜の流通貯蔵技術の検討 

 （佐藤・秋本・奥原） 

金糸瓜貯蔵の前処理は、低湿条件で乾燥効率が高

いことが判明した。また、貯蔵期間の長短は収穫時

の日積算温度で異なり、また、降水量の影響も受け

ることが判明した。 

 

602 非加熱による味噌の香味増強方法の検討 

 （堀井・西脇） 

麹のイノシン酸を分解するホスファターゼ活性

は、ホスファターゼ低生産株の利用とリン酸塩添加

（20mM）で有意に低減した。同麹を用いて生味噌を

試醸した結果、ホスファターゼ活性は、イノシン酸

の残存が期待される値（1U/g 未満）まで低下した。 

 

603 乳酸菌ウオヌマ株が産生する抗菌性物質の同定

と食品加工への応用 （西脇・堀井） 

ウオヌマ１～３株のゲノムから Lactobacillus 

sakei がもつ既知のバクテリオシン（sakacin P）関

連遺伝子と相同性が高い配列が確認されたが、バク

テリオシンの単離には至らなかった。 

 

604 α-グルコシダーゼ阻害活性能を有する新潟オ

リジナル微生物の探索 （奥原・西脇） 

納豆菌様細菌６株は全てビオチン要求性を示さ

なかった。６株全ての培養液上清からα-グルコシ

ダーゼ阻害物質の候補の一つ１－デオキシノジリマ

イシン（DNJ）と思われるピークが検出された。６株

は DNJ 産生菌株で、α-グルコシダーゼ阻害活性の原

因物質は DNJ である可能性が示唆された。 

 

 

(2) 競争力のある機能性素材と品質管理に向けた技

術開発 

研究の背景と目的 

新商品開発につながる原料、素材の開発を行うこと

で、競争力のある製品の製造技術開発を目指す。その

ため、微細藻類の抗ピロリ菌作用などの機能性の探索

や柿機能性成分における加工条件の影響を検証する。

また、原料、生産工程中の加工品や最終製品等の品質

管理技術や光学的手法による農産物・加工品の評価法

を検討する。 

 

605 微細藻類からの機能性成分の探索 

 （小林・太養寺・相原） 

ピロリ菌増殖阻害について、微細藻類菌体を定量

的に評価するとともに、食品由来乳酸菌及び発酵加

工品についても評価した。微細藻類菌体にピロリ菌

増殖阻害の比較的高いものが認められたが、食品由

来乳酸菌及び発酵加工品の抗ピロリ菌作用について

は認められなかった。 

 

606 柿機能性成分含量に対する加工条件の検討 

 （太養寺・小林・相原） 

加工柿中のβ－クリプトキサンチン（Cx）に対す

る原料柿熟度の影響を調べた。その結果、熟度の低

い原料柿を用いた加工柿は Cx 含量が低くなること

が明らかとなった。また、抽出液の吸光度測定によ

り、Cx 濃度が簡易に推定出来る可能性が示唆された。 

 

607 超音波処理による脱塩調味技術の開発 

 （宍戸・土田） 

塩蔵大根に超音波処理を間欠的に行い、オーバー

フロー水量を多くすることで、脱塩時間を短縮でき

た。高出力装置の場合、処理タイミングにより塩分

減少効果が異なることが認められた。また、高出力

処理で危惧された大根の軟化は見られなかった。 

 

608 非接触分析法による食品の成分分析手法の開発

 （土田・宍戸） 

各種異物を封入したフィルムシール部（かみこみ

試料）を作成し、可視光で異物の検出が難しい着色

フィルムのかみこみ試料であっても、異物が不透明

であれば 850nm 光源とカメラで検出できることを見

出した。 
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(3)穀類の高度及び多様な利活用に向けた基盤技術

の開発 

研究の背景と目的 

県内食品業界の発展に資する基盤技術の確立を目

指し、穀類食品分野において高付加価値化につなが

る加工技術の開発や、用途拡大につながる新たな利

活用技術について検討する。 

 

609 米粉の難消化性増強技術の開発（野呂・諸橋） 

澱粉の分子構造が異なる米品種を湿熱処理し、米

の難消化性澱粉（RS）への影響を検討した。湿熱処

理によりすべての米品種で RS が増加し、超硬質米で

は最大で 10％まで増加させることができた。湿熱処

理により米の糊化開始温度が上昇したことが RS 増

加の要因の一つと推察された。 

 

610 米菓製造時の生地及び澱粉の理化学的・構造的

変化の解明 (髙橋・知野・細野） 

蒸練時の蒸気圧が高いと生地は柔らかく、生地の

気泡量は増加した。また米菓比容積は低下し、比容

積が最大となる予熱温度は低下傾向となった。

TG-DTA により、蒸練時の蒸気圧の違いが生地の熱特

性に変化を及ぼしていることを示唆するデータを得

た。 

 

611 半糊化粉製造技術の開発（細野・髙橋・本間） 

糊化度の異なる半糊化粉を米粉ミックスに配合し、

ホームベーカリーを用いて製パン試験を行った。半

糊化粉の糊化度を 45％、米粉ミックスの糊化度を 19

～22％に調製し、製パンすると、作業性の維持及び

パンの物性改良効果が認められた。 

 

612 「ゆきちから」の菓子用途への適用の検討 

（諸橋・本間） 

パン用途向きの「ゆきちから」を菓子製造に用い

るための調整方法を検討した。菓子用途の目安とな

るタンパク質含量 9.0％以下には、粒厚 2.4mm 以上

～2.6mm 未満の小麦を外側から 60～70％削ることで

調製できた。 

 

 

(4)水産加工連携開発 

研究の背景と目的 

練り製品の主原料である冷凍すり身には、貯蔵性

の向上を目的に重合リン酸塩が添加されているが、

消費者や販売店等が敬遠するため県内練り製品企業

は無添加化を望んでいる。そこで本研究では、重合

リン酸塩の代用となる農林水産物等を用いた冷凍す

り身製造技術の開発を目指し、重合リン酸塩の代用

となる有用成分が含まれる農林水産物等の探索およ

び冷凍すり身への添加した場合の代用効果を検証す

る。 

 

613 無重合リン酸塩冷凍すり身の開発 （中尾） 

重合リン酸塩の代替候補として各種農林水産抽出

物を回収した。得られた抽出物を 0.2％添加したす

り身の pH は 6.68～6.80 の間であった。蒲鉾作製時

のポリリン酸塩の添加効果を調べると、直加熱で無

添加区に比べ凹みが増加したが、各種抽出物添加区

でもポリリン酸塩と同様に凹みが増加する傾向がみ

られた。 

 

 

(5) 効率的米粉生産のための水蒸気等による米粒処

理技術の開発 

研究の背景と目的 

米粉の需要が低迷しているが、その原因の一つ

に価格が高いことが挙げられている。その解決手

段の一つとして、製粉工程で使用される水量の抑

制がある。そこで、米粒への中低温水蒸気処理を

回転カゴで行う事により均一に米粒を大量処理で

きるか検討するとともに、本処理で製粉した米粉

品質を明らかにする。あわせて、米粉製造コスト

の試算と米粉パン、中華麺、クッキーの加工性を

明らかにする。 

 

614 水蒸気処理と米粉特性・加工性の関係解明及び

製造コストの試算 （宍戸・土田） 

従来の湿式製粉による米粉の粒度、損傷度に近い

米粉が製造できた。回転カゴ方式の水蒸気処理によ

り１回あたりの処理量が増加し、米粉製造コストを

削減できた。試作米粉パンと米粉クッキーの加工性

は従来の湿式製粉による米粉によるものと同等で、

米粉中華麺は良好な加工性となった。 

 

 

(6) 新たな米産業創出推進事業 

研究の背景と目的 
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玄米には様々な機能性成分や栄養成分が含まれて

いるが、その特徴を利活用した食品開発はほとんど

進んでいない。そこで、新潟米の競争力強化のため、

品種間における成分含量の違いや加工処理の影響な

どを評価し、生涯健康に貢献できる機能性を維持・

富化した米の素材化・加工技術の開発を行う。 

 

615 生涯健康に貢献できる機能性を有する米の素材

化・加工技術の開発 

 （太養寺・小林・相原・髙橋・野呂・奥原） 

県内栽培品種を中心に、玄米の機能性成分として

フェルラ酸及びトリシン、栄養成分としてミネラル

の分析を行った。フェルラ酸とトリシンは品種間に

差が見られたが、ミネラルは大きな差は無かった。

加工による成分変動を調べた結果、フェルラ酸は加

熱や麹菌の発酵によって減少が見られた。 

 

 

(7) 手軽に使えるお魚ペーストの開発 

研究の背景と目的 

新潟県の練り製品生産量は全国の上位に位置して

いるが、単価低下など販売競争が激化している。今

後、県内練り製品業界が優位に販売し続けるために

は、今までの練り製品形態と異なる新たなジャンル

への参入が必要である。そこで、高タンパクで低カ

ロリーである練り製品の特徴を有する魚肉を主原料

とし、クリームのようにパンに塗ることができる等、

多様な利用が期待できるペースト状食品を開発する。 

 

616 低カロリーな魚肉ペーストの開発 （中尾） 

ペーストの低カロリー化のため、油分のかわりに

水分と各種増粘多糖類を添加し、サンプルを作製し

た。その結果、得られたペーストは市販のクリーム

状食品と同程度の粘度であった。また貯蔵期間 28

日に相当する重力を遠心分離で加え分離を確認した

が、得られたペーストの分離はみられなかった。 

 

617 貯蔵性のある魚肉ペーストの開発 （中尾） 

ペーストの貯蔵性について一般生菌数、黄色ブド

ウ球菌、大腸菌群を調べた。その結果、４℃で保管

したペーストは 28 日後の一般生菌数が 100cfu/g 以

下で、黄色ブドウ球菌および大腸菌群も陰性であり、

ペーストは冷蔵で 28 日程度の貯蔵性を有している

ことが明らかとなった。 
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２ 研 究 成 果 

（１）新技術情報 

ア 研究成果情報 

本県農林水産業経営や食品産業の生産現場において、直接的な導入効果が期待される技術、又は普及指導や

企業の生産活動において活用できる情報（平成30年度新潟県農林水産業研究成果集に掲載） 

No. 成  果  名 担 当 

 

1 

2 

（食品産業振興のための技術） 

長期貯蔵できる金糸瓜の収穫期の目安 
定量 PCR による乳酸菌ウオヌマ株菌数の迅速測定法 

 

園芸特産食品科 

園芸特産食品科 

 

イ 参考情報 

研究を進める上での基礎的知見等 

なし 

 

（２）研究発表 

ア 学会誌等投稿 

論 文 名 

（執 筆 者 名） 
掲載誌名等 発行年月 

Metabolite profile of koji amazake and its lactic acid fer- 

mentation product by Lactobacillus sakei UONUMA（小黒芳文・西

脇俊和・信田亮太・小林和也・倉橋 敦） 

Journal of Bioscience 

and Bioengineering 

平 29. 8 

もち（知野秀次） 地域資源活用食品加工総

覧、追録第14号、pp137-139 

平29.11 

Bacterial degradation of spermine and expression of spermidine 

/ spermine acetyltransferase in Bacillus subtilis (natto) under 

liquid cultivation（小林和也・久保雄司・堀井悠一郎・西脇俊和・

神山 伸・曽根英行・渡辺 聡） 

The Journal of General  

a n d Ap pl ie d  Mi c ro - 

biology 

平29.11 

Effects of different heat-moisture treatments on the physic-

chemical properties of brown rice flour（中村澄子・奥村寿子・

菅原正義・野呂 渉・本間紀之・大坪研一） 

Bioscience, Biotech- 

n o l o g y ,  a n d  B i o - 

chemistry 

平 29.12 

大豆大粒品種「里のほほえみ」の生育特性及び加工適性（川上修・

藤田与一・諸橋敬子） 

新潟県農業総合研究所研

究報告、No.16 

平30. 3 

 

イ 講演発表 

発 表 題 名 

（発 表 者 名） 

学会・研究会名 

（掲 載 誌 名 等） 
開催年月日 

新潟県におけるコムギの製パン適性を高める穂揃期追肥（藤田

与一・諸橋敬子・川上 修・樋口泰浩・南雲芳文） 

第54回北陸作物・育種学会

講演会・シンポジウム 

平29. 7.14

～15 

米粒硬度と製粉性の関係について（本間紀之・細野良太・知野秀次・

髙橋 誠・中島正晴） 

日本食品科学工学会第64回

大会 

平29. 8.28

～30 

各種の米およびその糖化発酵物の機能性について（中村澄子・西脇俊

和・渡辺 聡・大坪研一） 

日本食品科学工学会第64回

大会 

平29. 8.28

～30 

糖尿病および認知症の複合予防効果の期待される米飯開発の試み（大

坪研一・池内 健・春日健作・原 崇・山崎 彬・小林 篤・前田 

聡・大原絵里・後藤 博・平山匡男・小出頼子・渡辺賢一・野呂 渉・

大坪貞視・ 中村澄子） 

日本応用糖質科学会平成29

年度大会(第66回） 

平29. 9. 6

～ 8 
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ヨード呈色多波長走査分析およびRVA粘度測定による各種の米試料の

古米化の評価（中村澄子・野呂 渉・本間紀之・奥村寿子・菅原正義・

大坪研一） 

日本応用糖質科学会平成29

年度大会(第66回） 

平29. 9. 6

～ 8 

介護食用途向け米α粉の製造における加熱押出装置の利用（知野秀

次・髙橋 誠・細野良太・野呂 渉・中島正晴） 

日本食品科学工学会平成30

年度関東支部大会 

平30. 3. 3 

米粉の糊化度がパン製造に及ぼす影響（細野良太・髙橋 誠・本間紀

之・中島正晴） 

日本食品科学工学会平成30

年度関東支部大会 

平30. 3. 3 

 

（３）現地指導 

ア 研究成果情報名：米と大豆の組み合わせによるクッキー状完全栄養食品の製造技術（平成28年度） 

担当部署 

担 当 者 

担当普及指導センター 

担当農業者 
実施場所 

実施回数 

年月日 
指導内容 

穀類食品科 

髙橋 誠 

上越農業普及指導センタ

ー 

県内企業 

上越市頸城区 ３回 

平29. 5.12 

平 29. 6. 1 

平 29. 6.14 

米と大豆を用いたクッキー状食品の製造 

 

イ 研究成果情報名：新潟オリジナル乳酸菌を用いた衛生的な非加熱食品素材の製造方法（平成28年度） 

担当部署 

担 当 者 

担当普及指導センター 

担当農業者 
実施場所 

実施回数 

年月日 
指導内容 

園芸特産食品

科 

西脇俊和 

巻農業普及指導センター 

県内企業 

新潟市西蒲区 ６回 

平29. 5.31 

平 29. 6.27 

平 29. 7.12 

平 29. 7.20 

平 29. 9.12 

平 29.10. 2 

乳酸菌ウオヌマ株添加ヨーグルトの試作 

園芸特産食品

科 

西脇俊和 

新潟農業普及指導センタ

ー 

県内企業 

新潟市江南区 １回 

 

平 29. 6. 5 

乳酸菌ウオヌマ株添加ヨーグルトの試作 
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３ 技術援助及び行政対応活動 

 

（１）指針及び行政資料の執筆 

なし 

 

（２）成果発表会、研修会、関係会議等 

担当 開催年月日 名 称 内 容 
参集人数 

（人） 
対応講師等 

穀
類
食
品
科 

米
穀
食
品 

平29. 9.12 

～15 

うるち米菓製造実

技研修会 

ソフトタイプ米菓の製造条件に

関わる諸条件について 

４ 髙橋 誠・知野秀次

・細野良太 

平29. 9.22 餅製造技術講習会 ①新しい除菌剤「過酢酸製剤」

について 

 

 

 

 

②糯粉の粒度が餅物性に及ぼす

影響について 

③長期保存した切り餅の性状に

ついて 

④餅のバラエティ化～異なる製

法による餅製造の試み～ 

20 関東化学（株）高崎

営業所 

山本 賢 

エンビロテックジ

ャパン（株） 

山田直史 

知野秀次 

 

知野秀次 

 

細野良太 

 

平29.10.10 

～13 

もち米菓製造実技

研修会 

もち米菓製造に関わる製造条件

の把握 

７ 髙橋 誠・知野秀次

・細野良太 

平30. 3.16 米菓製造技術講習

会 

①マイクロ波を利用した米菓製

造の可能性について 

②水溶性食物繊維「イソマルト

デキストリン」を添加した米菓

製造について 

③澱粉改質が糯米菓製造に及ぼ

す影響について 

31 知野秀次 

 

髙橋 誠 

 

 

細野良太 

蛋
白
菓
子
食
品 

平30. 3. 6 菓子研修会 ①甘薯を利用した菓子類の老化

防止について 

②グルコマンナンペーストの菓

子類への利用 

26 本間紀之 

 

諸橋敬子 

園
芸
特
産
食
品
科 

園
芸
利
用
食
品 

平29. 5.23 新潟県味噌品評会

審査会 

高品質味噌鑑評及び批評 18 吉井洋一・渡辺 聡

・堀井悠一郎 

微
生
物
利
用
食
品 

平29. 6.13 微生物利用食品講

習会 

①乳酸菌ウオヌマ株の野菜ペー

スト・糠床への活用 

②県産大豆「里のほほえみ」の

味噌加工適性 

18 西脇俊和 

 

堀井悠一郎 
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担当 開催年月日 名 称 内 容 
参集人数 

（人） 
対応講師等 

食
品
工
学
科 

生
産
工
学 

 （なし）    

生
物
機
能 

 （なし）    

水
産
加
工
食
品
科 

 

平30. 3.28 蒲鉾研修会 ①重合リン酸塩を含まない冷凍

すり身の開発 

②凍結粉砕による加工原料化技

術の開発 

16 中尾令子 

 

中尾令子 

 

 

（３）農業大学校 

なし 

 

（４）農業大学校研究科 

教 科 名 
授業時間（時間） 

講    師 
講義 演習 実習 計 

食品加工学Ⅱ 4 

4 

4 

4 

  4 

4 

4 

4 

知野秀次 

諸橋敬子 

西脇俊和 

佐藤嘉一 

 

（５）その他講師派遣 

年月日 主 催 者 行  事 内  容 講 師 

平 29. 4.10 JA全農新潟 第１回おけさ柿

産地会議 

柿の長期貯蔵技術と加工品

について 

佐藤嘉一 

平29. 6. 6 新潟県味噌醤油工業協同組合 醤油官能検査兼

全国醤油品評会

予選会 

審査員 堀井悠一郎・渡辺 

聡 

平 29. 7. 3 社団福祉法人 新潟県社会福

祉協議会 

平成 29 年度新潟

県高齢者大学 

生産量１位新潟のかまぼ

こについて 

海老名 秀 

平29. 7.31 新潟県学校給食会 学校給食用米粉

パン技術講習会 

最近の米粉パン研究開発の

動向について 

野呂 渉 

平29. 8.30 JA全農新潟 第３回おけさ柿

産地会議 

柿の冷蔵柿等長期脱渋技術

について 

佐藤嘉一 

平29. 9. 5 新潟県果樹振興協会 ぎんなん現地検

討会 

緑ぎんなんの収穫適期及び

長期販売方法 

佐藤嘉一 

平29. 9. 5 新潟県製菓衛生師協会 製菓衛生師試験

準備講習会 

製菓理論および製菓実技 

 

本間紀之 

平29. 9. 6 JA全農新潟 枝豆品質評価査

定会 

新潟茶豆の簡易食味判定法

とその実践 

佐藤嘉一 
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年月日 主 催 者 行  事 内  容 講 師 

平 29. 9.19 中央味噌研究所 全国味噌鑑評会

審査会区分リー

ダー会議 

同審査会の運営及び今後

の鑑評会のあり方 

渡辺 聡 

平29. 9.21 JA全農新潟 おけさ柿出荷販

売会議 

本年の柿品質と脱渋につい

て 

佐藤嘉一 

平 29.10. 3 新潟県味噌醤油工業協同組合 全国味噌鑑評会

新潟県予選会 

審査員 渡辺 聡・堀井悠一

郎 

平29.10.10 新潟県食品・流通課 米粉を活用した

商品開発のため

の個別相談会 

米粉利用食品について 本間紀之 

平29.10.10 JA全農新潟 おけさ柿の査定

会 

柿品質からみた脱渋処理の

留意点 

佐藤嘉一 

平29.10.11 新潟県学校給食会 学校給食用米粉

パン品質審査会 

学校給食用米粉パンの品質

について 

野呂 渉 

平29.10.12 新潟県果樹振興協会 西洋なし追熟研

修会 

本年の「ル レクチエ」果実

の追熟管理について 

佐藤嘉一 

平29.10.17 新潟県味噌醤油工業協同組合 県醤連基礎講座 味噌の発酵管理・調整 堀井悠一郎 

平 29.10.24

～25 

中央味噌研究所 全国味噌鑑評会 味噌の鑑評 渡辺 聡 

平29.11.14 新潟県食料産業クラスター協

議会 

食品関係研究成

果普及セミナー 

①エクストルーダーによる

食品加工について 

②麹の機能とその加工品 

③食品の非破壊測定につい

て 

細野良太 

 

堀井悠一郎 

土田知宏 

平29.10.19 新潟大学 講義「新潟の農林

業」 

米の加工技術 髙橋 誠 

平29.11. 7 JA全農新潟 「ル レクチエ」

出荷販売会議及

び目合わせ会 

本年の「ル レクチエ」果実

の追熟傾向と出荷時の果皮

色の進展について 

佐藤嘉一 

平29.11.28 JA全農新潟 「ル レクチエ」

流通品質査定会 

産地毎の追熟傾向と今後の

対策について 

佐藤嘉一 

平29.12. 1 新潟県果樹振興協会 「ル レクチエ」

果実品評会 

「ル レクチエ」の果実品質

の特徴 

佐藤嘉一 

平29.12.19 新潟県学校給食会 学校給食用米粉

麺品質審査会 

学校給食用米粉麺の品質に

ついて 

野呂 渉 

平29.12.22 JAえちご越路 かんしょ加工研

修会 

べにはるかの熟度判定方法

と加工後の品質について 

佐藤嘉一 

平30. 1.29 JA全農新潟 おけさ柿次年度

対策会議 

おけさ柿の脱渋結果と次年

度対策 

佐藤嘉一 

平30. 1.23 新潟県職業能力開発協会 技能検定実技試

験（洋菓子） 

技能検定委員（洋菓子） 本間紀之 

諸橋敬子 

平30. 1.24 新潟県職業能力開発協会 技能検定実技試

験（和菓子） 

技能検定委員（和菓子） 諸橋敬子 

本間紀之 

平30. 1.25 新潟県職業能力開発協会 技能検定実技試

験（製パン） 

技能検定委員（製パン） 本間紀之 

諸橋敬子 
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年月日 主 催 者 行  事 内  容 講 師 

平 30. 1.30 JA全農新潟 枝豆主要産地検

討会 

枝豆の簡易食味判定法の活

用について 

佐藤嘉一 

平30. 2.15 JA全農新潟 もも・ぶどう・日

本なし・西洋なし

取り扱い反省並

びに次年度対策

会議 

「ル レクチエ」の追熟結果

と流通品質について 

佐藤嘉一 

 

（６）研修生受け入れ 

氏名 所属 研修目的 受け入れ期間 受け入れ科 

５名 

 

石黒志実 

梅田将実 

 

 

 

 

 

北原遼一 

渡辺祐希 

 

 

 

 

 

石坂祐子 

長谷川 輝 

県内企業 

 

新潟大学 

 〃 

 

 

 

 

 

新潟薬科大学 

 〃 

 

 

 

 

 

長岡工業高等専門学校 

 〃 

米菓製造技術の習得 

 

①乳酸菌を使用した発

酵食品の評価方法の習

得、②農産物の鮮度保持

方法の習得、③大豆発酵

食品の原料評価方法の

習得 

 

①小麦の品質評価手法

の習得、②めん類の製造

方法とその品質評価手

法の習得、③米粉パン

の製造・品質評価手法

の習得 

 

①漬物の効率的脱塩方

法の試験実習、②非破壊

測定の基礎的知識と実

用技術の習得、③食品中

の機能性成分分析方法

の習得 

平29. 5.15～ 8.14 

 

平 29. 8.28～ 9. 1 

 

 

 

 

 

 

平 29. 8.21～25 

 

 

 

 

 

 

平 29. 9. 4～ 8 

穀類食品科 

 

園芸特産食品科 

 

 

 

 

 

 

穀類食品科 

 

 

 

 

 

 

食品工学科 
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（７）取材対応 

年月日 取材機関 取 材 内 容 応対者 報道日 

平 29. 4.19 日経BP社「日経ヘルス

」編集部 

地方創生事業の一環で開発された「乳酸菌で 

発酵させたあま酒」について 

渡辺 聡 平29. 5.10 

平 29. 8.19 JR東日本企画 トラン

ヴェール編集部 

新潟県による米粉製造技術の開発経緯など

について 

中島正晴 

髙橋 誠 

平29.10. 1 

平 29. 9. 5 滝沢印刷 降雪地帯における食品保存方法、雪室貯蔵

に適する農産物と乳酸菌ウオヌマ株の

特長について 

西脇俊和 平29. 9.16 

平 29.10.24 新潟日報 生柿の脱渋方法やその機構と干し柿の作り

方について 

佐藤嘉一 平29.11.21 

 

（８）実地指導回数 

区 分 工場指導 来所指導 電話・メール指導 合計 

米穀食品 3 104 144 251 

蛋白菓子食品     

植物蛋白食品 

菓子甘味食品 

5 

3 

37 

16 

85 

68 

127 

87 

園芸利用食品     

青果物流通 

園芸利用食品 

32 

7 

59 

33 

248 

88 

339 

128 

微生物利用食品 11 85 80 176 

生産工学 9 19 37 65 

生物機能工学 3 17 20 40 

水産加工食品 13 23 22 58 

合  計 86 393 792 1271 
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４ 総 務 報 告 

（１）施設（食品研究センター） 

    所 在 地 加茂市新栄町 2番 25 号 

    建物面積 延 4068.83ｍ2 

 

（２） 事業予算 （単位：千円） 

科    目 予算額 
財     源 

国補 手数料 財産収入 その他 一般財源 

運営費 2,269      480    1,789  

維持管理費 12,432      8    12,424  

経常研究費 2,716        1,491  1,225  

ほ場・飼育管理費 0          0  

受託試験費 0         0  

食品生産改善事業 358          358  

政策研究費 26,935        5,206  21,729  

備品整備費 1,922          1,922  

施設整備費 0          0  

庁舎修繕費 2,881          2,881  

その他 298          298  

その他（他課事業） 4,451          4,451  

合   計 54,262  0  0  488  6,697  47,077  

注)その他(他課事業費)は農業総合研究所費以外の予算 

 

（３）職員一覧 

所  属 職  名 氏  名 所  属 職  名 氏  名 

総務課 

 

センター長 

総務課長 

主査 

吉井 洋一 

岡村 美知夫 

市川 さとみ 

園芸特産食品科 

 

 

 

 

 

園芸特産食品科長 

専門研究員 

  〃 

  〃 

主任研究員 

  〃 

渡辺 聡 

佐藤 嘉一 

西脇 俊和 

秋本 隆司 

奥原 宏明 

堀井 悠一郎 

穀類食品科 参事(穀類食品科

長) 

専門研究員 

  〃 

主任研究員 

  〃 

  〃 

研究員 

中島 正晴 

 

諸橋 敬子 

本間 紀之 

髙橋 誠 

野呂 渉 

知野 秀次 

細野 良太 

食品工学科 参事(食品工学科

長) 

専門研究員 

  〃 

主任研究員 

  〃 

  〃 

大源 正明 

 

宍戸 功一 

土田 知宏 

太養寺 真弓 

小林 妙子 

相原 浩太郎 

水産加工食品科 

(新潟分室駐在) 

食品水産食品科長 

専門研究員 

主任研究員 

海老名 秀 

片野 卓 

中尾 令子 
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（４）職員の異動 

発令月日 転出入 氏 名 新所属・職名 旧所属・職名 

平成29年 

４月１日付 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

平成29年 

３月31日付 

転 入 

 

 

 

 

 

採 用 

 

 

 

所 内 

転 出 

 

 

大源 正明 

海老名 秀 

 

奥原 宏明 

中尾 令子 

 

相原 浩太郎 

片野 卓 

 

秋本 隆司 

中島 正晴 

大坪 貞視 

下條 明 

佐藤 和人 

小林 和也 

食品工学科・参事（食品工学科長） 

水産加工食品科・水産加工食品科長 

（新潟分室駐在） 

園芸特産食品科・主任研究員 

水産加工食品科・主任研究員 

（新潟分室駐在） 

食品工学科・主任研究員 

水産加工食品科・専門研究員 

（新潟分室駐在） 

園芸特産食品科・専門研究員 

穀類食品科・参事（穀類食品科長） 

バイオ・研究部長 

農業総務課・主査（福島県派遣） 

バイオ・主任研究員 

農業総務課・主任 

企画・企画調整室長 

水海研・加工課長 

 

バイオ・主任研究員 

水海研・主任研究員 

 

新採用 

再任用 

 

再任用 

食品工学科・参事（食品工学科長） 

穀類食品科・参事（穀類食品科長） 

園芸特産食品科・主任研究員 

食品工学科・主任研究員 

園芸特産食品科・研究員 

 

（５）購入研究備品 

備品・施設名 型式・規格・規模 

冷凍サイクル追熟システム 

発酵成分定量分析装置 

生地物性測定装置 

湿熱殺菌処理装置 

振盪器 

３Ｄプリンター 

減圧ニーダー 

分光測色計 

(有)新津冷熱 プレハブ製RH22-AFL-R22A 

(株)島津製作所 発酵成分定量装置一式 

ショパンテクノロジーズ社 Mixoiab2 

(株)タイヨー製作所 AQ-25G-SD5-OH-R 

アズワン(株) 振盪器 SRR-2 

XYZprinting社 ダヴィンチJr.1.0 3-in-1 

梶原工業(株） KQSV-06EL/VP-1 

コニカミノルタ(株) CM-700d 一式 

 

（６）派遣研修者 

  なし 

 

（７）参観者数 

行政関係 食品企業関係 農業関係 ふれあいデー その他 合計 

4回 3回 5回 1回 3回 16回 

57 人 74 人 95 人 130 人 77 人 433 人 

 

（８）無体財産権など 

ア 特許権 

発 明 の 名 称 発明者 
出願番号 

年月日 

公開番号 

年月日 

登録番号 

年月日 

小麦粉の代替品となる米粉の製造方法

及び当該米粉を使用した加工食品 

江川和徳 

他 3名 

平10-358139 

平10.12.16 

2000-175636 

平 12.06.27 

第 3076552 号 

平 12.06.09 

柿渋利用食品の製造方法及び米加工品

の製造方法 

江川和徳 

他 7名 

平10-358871 

平10.12.17 

2000-175639 

平 12.06.27 

第 3086679 号 

平 12.07.07 

粳米加工製品の製造方法、餅状整形体の

製造方法及びα粉の製造方法 

江川和徳 

他 3名 

平10-374365 

平10.12.28 

2000-189086 

平 12.07.11 

第 3295654 号 

平 14.04.05 
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発 明 の 名 称 発明者 
出願番号 

年月日 

公開番号 

年月日 

登録番号 

年月日 

アミノペプチダーゼ及びその製造法（共

同） 

西脇俊和 

他 2名 

平11-355619 

平11.12.15 

2001-169779 

2001.06.26 

第 3388264 号 

平 15.01.17 

米の処理方法 江川和徳 

他 3名 

2000-089096 

平12.03.28 

2001-269127 

2001.10.02 

第 4193924号 

平 20.10.03 

イチゴ培養細胞を用いたアントシアニ

ンの製造方法 

浅野 聡 

他 5名 

2000-99688 

平12.03.31 

2001-275694 

2001.10.09 

第 4491655 号 

平 22.04.16 

高機能食品及びその製造方法 諸橋敬子 

他 3名 

2000-99689 

平12.03.31 

2001-275612 

2001.10.09 

第 3425406 号 

平 15.05.02 

豆乳カードの製造方法 金井政人 

他 7名 

2000-124440 

平 10.12.17 

2000-312564 

2000.11.14 

第 3533144 号 

平 16.03.12 

マイタケを用いた高機能食品の製造方

法 

吉水 聡 

他 5名 

2000-156548 

平 12.05.26 

2001-333732 

2001.12.04 

第 3748360 号 

平 17.12.19 

大豆粉砕物の製造方法及び大豆含有食

品 

中村幸一 

他 1名 

2001-218512 

平 13.07.18    

2003-023989 

2003.01.28 

第 3590951 号 

平 16.09.03 

沢庵臭の減少方法 西脇俊和 

他 1名 

2002-208202 

平 14.07.17 

2004-049040 

2004.02.19 

第 3909384 号 

平 19.02.02 

焼菓子の製造方法 中村幸一 

他 3名 

2002-221757 

平 14.07.30 

2004-057110 

2004.02.26 

第 3944604 号 

平 19.04.20 

柿渋の製造方法 佐藤嘉一 

他 1名 

2002-231968 

平 14.08.08 

2004-065174 

2004.03.04 

第 3629563 号 

平 16.12.14 

抗歯周病剤 佐藤和人 

他 4名 

2002-364053 

平 14.12.16 

2004-196672 

2004.07.15 

第 4514181 号 

平 22.05.21 

パン製造用の米粉及び米粉を用いたパ

ンの製造方法 

中村幸一 

他 1名 

2004-64815 

平 16.03.08 

2005-245409 

2005.09.15 

第4451167号 

平 22.02.05 

米麺及びその製造方法（共同） 吉井洋一 

他 4名 

2007-152578 

平 19.06.08 

2008-301769 

2008.12.18 

第 4528994 号 

平 22.06.18 

プロテアーゼ阻害剤ならびに抗菌剤（共

同） 

太養寺真弓 

他 2名 

2007-251996 

平 19.09.27 

2009-84161 

2009.04.23 

第4982908号 

平 24.05.11 

麺の製造に用いる原料粉の製造方法及

び麺の製造方法 

野呂 渉 

他 3名 

2010-148136 

平 22.06.29 

2012-10617 

2012.01.19 

第5077601号 

平 24.09.07 

米粉の製造方法並びに米粉並びに米粉

加工品（共同） 

本間紀之 

他 6名 

2012-166121 

平 24.07.26 

2013-66457 

2013.04.18 

第5326147号 

平 25.08.02 

新規乳酸菌およびこの乳酸菌を利用し

た発酵食品の製造方法 

西脇俊和 

他 1名 

2012-113007 

平 24.05.17 

2013-236604 

2013.11.28 

第5577559号 

平 26.07.18 

大豆発酵食品及びその製造方法（共同） 渡辺 聡 

他 2名 

2012-242765 

平 24.11.02 

2014-090693 

2014.05.19 

第5919457 

平 28.04.22 

 

（９）栄 誉 

  なし 
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１ 研 究 概 要 

（１）研究課題及び調査事業一覧  

予算 

区分 
課  題  名 年 次 分  担 

県単経常  

 

 

 

 

701 

 

702 

 

703 

704 

 

705 

 

706 

707 

708 

709 

(1) 高標高・雪等地域資源を活用した新規品目・出荷差別化技

術の開発 

ア 高標高・雪等を活用した新規品目・出荷差別化技術の開

発 

(ア) 軟弱野菜・アブラナ科等野菜の生産技術の確立 

a 初夏どりカリフラワーの安定栽培方法の検討 

(イ) 果菜類安定生産技術の開発 

a 中玉トマトのコンテナ栽培の検討 

(ウ) 一年草切花、宿根草切花の生産技術の確立 

a アスターの彼岸向け栽培技術の検討 

b 高標高畑を活用した宿根草切花の作型検討 

イ 地域特産ブランド品目の安定生産技術の開発 

(ア) アスパラガスの経済性評価の継続試験 

(イ) エダマメの作期拡大技術の開発 

a 新潟系14号の標準栽培調査 

b 新潟系14号の直播栽培への適応性検討 

c 新潟系14号の晩播栽培の検討 

(ウ) ユリの切花品質向上技術の検討 

平27～29 

 

 

 

 

 〃 

 

 〃 

 

 〃 

 〃 

 

 〃 

 

 〃 

 〃 

 〃 

 〃 

 

県単政策  

710 

 

 

711 

 

712 

 

 

 

713 

 

714 

715 

 

716 

717 

(2) 有害鳥獣の食害を受けにくい園芸品目の生産技術の開発 

ア 有害鳥獣の食害を受けにくい品目の選定と効果的利用法

の知見収集 

イ 高冷～中山間地域での栽培適性評価 

(ア) こんにゃくの栽培適性評価 

(イ) にんにく・その他品目の栽培法の検討と問題点の抽出 

a にんにくの栽培法の検討 

ウ こんにゃくの高冷～中山間地域における安定生産技術の

開発 

(ア) 雑草対策等を兼ねた培土やマルチングの検討 

a 黒マルチの効果 

(イ) 施肥の省力化と施肥技術の開発 

a 全量基肥の検討 

b 追肥時期の検討 

(ウ) 種いもの乾燥・貯蔵方法の開発 

a ほ場越冬の検討 

b 乾燥方法の検討 

平27～30 

平 27～29 

 

 

平 28～29 

 

 〃 

 

 

 

平 28～30 

 

 〃 

 〃 

 

 〃 

 〃 
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（２）研究成果及び調査事業概要 

(1) 高標高・雪等地域資源を活用した新規品目・出

荷差別化技術の開発 

研究の背景と目的 

高標高開発畑における夏季冷涼な気候や雪等を活

用した新規品目・出荷差別化技術の開発を進めると

ともに、既存の地域ブランド品目の生産安定に寄与

する技術開発を行う。 

 

701 初夏どりカリフラワーの安定栽培方法の検討 

 （加納・渡邉） 

「雪まつり」を用いた初夏どり栽培は３月末～

４月中旬播種－６月中旬～７月上旬収穫が適応す

る作型と判断した。３月末播種ではベタガケ被覆

により、収量が安定した。 

 

702 中玉トマトのコンテナ栽培の検討 

 （渡邉・加納） 

小型ポンプとタンクを組み合わせた簡易な装置に

よる、中玉トマトのコンテナ栽培は可能であった。 

 

703 アスターの彼岸向け栽培技術の検討 

 （大塚・渡邉） 

「ステラトップローズ」は育苗時にシェード処理

を行うことにより、開花時期が遅くなることが明ら

かになった。 

 

704 高標高畑を活用した宿根草切花の作型検討 

 （大塚・渡邉） 

リアトリスは開花時期の異なる系統および標高の

異なるほ場で栽培することにより、７月第１半旬か

ら８月第２半旬まで採花可能であった。また、標高

の異なるほ場で栽培することにより、オミナエシで

は７月第２半旬から第６半旬、アガパンサスでは７

月第４半旬から８月第１半旬まで採花可能であった。 

 

705 アスパラガスの経済性評価の継続試験 

 （渡邉・加納） 

「スーパーウェルカム」は太物が多く、「ウェル

カム」と比較して 12 年間常に収量も多かった。 

 

706 新潟系 14号の標準栽培調査 （加納・渡邉） 

４月１日～６月１日に段階播種し、生育・収量を評

価した。６月の低温の影響により、４月播種では平年

より収量が低下した。５月１日～６月１日播種では平

年と同等以上の収量となった。 

 

707 新潟系 14号の直播栽培への適応性検討  

（加納・渡邉） 

５月１日～６月１日に直播し、無マルチの移植栽

培と比較したところ、生育量が同等以上、収量性は

同程度確保した。マルチ移植栽培に比べ収量性がや

や劣った。 

 

708 新潟系 14 号の晩播栽培の検討 （加納・渡邉） 

６月１日～８月１日に段階的に直はしたところ、

７月中旬播種まで一定の収量水準を確保し、品質も

保持されることが確認された。８月播種は秋冷によ

り減収した。２粒播種は収量の安定に有効と思われ

た。 

 

709 ユリの切花品質向上技術の検討 （大塚・渡邉） 

夏期間の切花品質改善に効果が認められたミスト

散水処理を現地で検討した。天候の影響によりミス

ト散水稼働日数が少なく、花蕾の向きなど切花品質

に及ぼす影響は判然としなかった。 

 

 

(2) 有害鳥獣の食害を受けにくい園芸品目の生産技術

の開発 

研究の背景と目的 

鳥獣害の食害を受けにくい品目の選定とその効果

的利用法の知見収集を行う。こんにゃく、さといも、

にんにく、ごぼう等の高冷～中山間地域における栽

培適正について評価するとともに、こんにゃくの安

定生産技術の開発を行う。 

 

710 有害鳥獣の食害を受けにくい品目の選定と効果

的利用法の知見収集 （大塚・渡邉） 

スイートコーン、エダマメはクマなどによる食害

を受けた。こんにゃく、さといも、かぐらなんばん、

オミナエシ、リアトリス、アガパンサスは食害を受

けず、獣害を受けにくい品目と思われた。 

 

711 こんにゃくの栽培適性評価 （渡邉・大塚） 

生子の肥大性について、重さ 20～24ｇと 25～29

ｇ、30～34ｇ及び裁植密度 833 株/a と 1,111 株/a

を検討した。球茎の肥大には裁植密度の影響が大き

く、833 株/a の肥大がよかった。 

 

712 にんにくの栽培法の検討 （渡邉・大塚） 

標高 452m の多雪地において、りん片の重さ 7～10
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ｇと 10～14ｇ及び定植期について検討した。９月上

旬定植では７～14ｇのりん片を植えるとＬサイズの

にんにくが収穫でき、９月中旬定植では 10～14ｇの

大きいりん片を植えるとＬサイズのにんにくが収穫

できた。 

 

713 黒マルチの効果 （渡邉・大塚） 

こんにゃくの２年生種イモ栽培において、生育期

間中の黒マルチ被覆は初期生育を促し、球茎の肥大

に効果があった。 

 

714 全量基肥の検討 （渡邉・大塚） 

こんにゃくの２年生種イモ栽培において、LP-U 人

参肥料を用いた全量基肥栽培は、基肥と追肥による

栽培と比べ肥大性は劣るが、全量基肥栽培の可能性

が示唆された。 

 

715 追肥時期の検討 （渡邉・大塚） 

こんにゃくの２年生種イモ栽培において、定植３

週後及び６週後、９週後の追肥について検討した。

球茎の肥大は追肥が早いほどよく、出芽前の定植３

週後の追肥で肥大が最も良かった。 

 

716 ほ場越冬の検討 （渡邉・大塚） 

前年５月 27 日に定植した生子を収穫せずほ場に

据え置き、11 月 21 日に黒マルチ被覆区と無被覆区

を設定した。５月 31 日にほ場に据え置いたこんにゃ

くを掘りとったが、両区ともこんにゃくは半数以上

腐敗していた。多雪地におけるこんにゃくのほ場越

冬は困難であった。 

 

717 乾燥方法の検討 （渡邉・大塚） 

11 月の４週間、無加温ハウス内にトンネルを設置

し、収穫した球茎の保管と乾燥を試みた。ハウスに

設置したトンネル内の保管することにより、ハウス

内の保管と比べ球茎は乾燥していた。 
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２ 研 究 成 果 

（１）新技術情報 

ア 研究成果情報 

本県農林水産業や食品産業の生産現場において、直接的な導入効果が期待される技術、又は普及指導や企業

の生産活動において活用できる情報（平成30年度新潟県農林水産業研究成果集に掲載） 

No. 研  究  成  果  情  報  名 担 当 

 

１ 

（中山間地域に対応した技術） 

準高冷地におけるえだまめ早生茶豆品種「新潟系14号」の直播栽培技術 

 

高冷地 

 

イ 参考情報 

研究を進める上での基礎的知見等 

なし 

 

（２）研究発表 

ア  学会誌等投稿 

なし 

 

イ  講演発表 

なし 

 

（３）現地指導 

なし 
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３  技術援助及び行政対応活動 

（１）指針及び行政資料の執筆 

なし 

 

（２）成果発表会、研修会、関係会議等 

開催年月日 成果発表会・研修会・会議等の名称 
参集人数

（人） 
講 師 等 

平29. 4.27 津南町改良会議 24 阿部徳文・渡邉 勧 

平29. 4.28 津南町改良会議十日町農業振興協議会園芸振興部会 20 大塚英昭 

平29. 8. 9 参観案内デー 35 阿部徳文・渡邉 勧 

大塚英昭・加納義高 

平29.11.20 十日町地域園芸中間検討会 17 加納義高 

平30. 2. 1 津南町地域農業再生協議会 27 阿部徳文 

平30. 2. 1 H29 試験研究成績検討会 13 阿部徳文・渡邉 勧 

大塚英昭・加納義高 

平30. 3. 2 にいがた蒟蒻生産者会議 22 渡邉 勧 

 

（３）農業大学校 

なし 

 

（４）農業大学校研究科 

なし 

 

（５）その他講師派遣 

年月日 主 催 者 行  事 内  容 講  師 

平29. 4.12 南魚沼地域農業振興協

議会 

第１回耕作放棄地対策

こんにゃく研修会 

こんにゃくの栽培方法に

ついて 

渡邉 勧 

 

（６）研修生受け入れ 

氏 名 所  属 研修目的 受け入れ期間 受け入れ部・科 

王 海濱 

魯 緒才 

黒龍江生物科技職業学院 当センターの研究内

容・地域の農業概要 

平29. 9.26 全員 

 

（７）取材対応 

なし 
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４ 総 務 報 告 

（１）施設（高冷地農業技術センター） 

所 在 地 中魚沼郡津南町大字中深見乙7910 

建物面積 1,452.79ｍ2 

圃場面積 3.35ha 

 

（２）事業予算 （単位：千円） 

科    目 予算額 
財     源 

国補 手数料 財産収入 その他 一般財源 

運営費 2,214        912  1,302  

維持管理費 3,745        26  3,719  

経常研究費 1,080        700  380  

ほ場・飼育管理費 442          442  

受託試験費 2,370        2,370  0  

食品生産改善事業 0          0  

政策研究費 1,200          1,200  

備品整備費 1,717          1,717  

施設整備費 0          0  

庁舎修繕費 238          238  

その他 204          204  

その他（他課事業） 327          327  

合   計 13,537  0  0  0  4,008  9,529  

注）その他（他課事業費）は農業総合研究所費以外の予算 

 

（３）職員一覧 

所  属 職  名 氏  名 所  属 職  名 氏  名 

 

（庶務） 

（研究） 

センター長 

副 参 事 

専門研究員 

  〃 

主任研究員 

技 術 員 

  〃 

阿部 徳文 

桑原 伸行 

渡邉 勧 

大塚 英昭 

加納 義高 

樋口 晴人 

桑原 義久 
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（４）職員の異動 

発令月日 転出入 氏 名 新所属・職名 旧所属・職名 

平成29年 

４月１日付 

転入 

転出 

桑原 伸行 

渡邊 和之 

副参事 

十日町整備部・用地課長 

南魚沼地域振興局県税部 

副参事 

 

（５）購入研究備品 

備 品・施 設 名 型 式・規 格・規 模 

除雪機 SX2211W・22 馬力 

 

（６）派遣研修者 

研 修 名 研修者名 研 修 目 的 期 間 講 師 

依頼研究員 大塚英昭 植物ホルモンの分析手

法の習得等 

平29.11. 1～12.31 農研機構 

 

（７）参観者数 

農 業 者 行政関係 そ の 他 合    計 

10回 2回 5回 17回 

150 人 12 人 52 人 214 人 

 

（８）無体財産権など 

ア 特許権 

なし 

 

イ  実用新案権 

なし 

 

ウ 意匠権 

なし 

 

（９）栄 誉 

なし 

 



 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

VIII 中山間地農業技術センター  組織構成図 

中山間地農業技術センター長 

庶  務 

地域農業研究 
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１ 研 究 概 要 

（１）研究課題及び調査事業一覧 

予算 

区分 
課  題  名 年 次 分  担 

県単経常  

 

 

 

 

 

801 

802 

 

803 

 

804 

 

805 

 

806 

807 

808 

(1) 魅力ある中山間地域の創出のための多様な農業生産技術

の確立 

ア 中山間地域における中核的品目の産地維持・発展のた

めの技術確立 

(ア) 既存野菜等の中核的品目の気象変動に対応した安定

生産技術の確立 

a カリフラワーの初夏取り栽培法 

b かぐらなんばんの完熟果における養液コンテナ栽

培の検討 

c ねぎの早期栽培法 

(イ) 中核的花き品目の高品質安定生産技術の確立 

a もの日向けの一年草栽培技術 

(ウ) 特産的品目の品目選定および特性把握 

a 西洋野菜の品目探索および栽培法 

(エ) 山菜類の探索及び作型開発 

a たらの芽の腐敗防止対策の検討 

b ワラビの少量栽培方法 

(オ) 水稲育苗ハウスの高度利用 

平28～30 

 

 

 

 

 

 〃 

 〃 

  

 〃 

  

 〃 

 

 〃 

 

 〃 

 〃 

 〃 
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（２）研究成果及び調査事業概要 

(1) 魅力ある中山間地域の創出のための多様な農業

生産技術の確立 

研究の背景と目的 

県内中山間地域農業で課題となっている農業所得

確保のため、特に園芸を中心とした生産の安定や個

性ある新規品目の開発、都市・農村交流を促進する

ための農業技術研究を推進する。 

 

801 カリフラワーの初夏取り栽培法 （野本） 

中山間地域での６月下旬収穫を目的に、生育初期の

初期保温法及び定植時期の検討を行った。マルチや不

織布被覆による簡易な保温で生産が可能なことが示唆

された。 

 

802 かぐらなんばんの完熟果における養液コンテナ

栽培の検討 （野本） 

土壌病害対策を目的に養液コンテナ栽培を検討した。

養液コンテナ栽培では、土壌病害発生の危険が少なく、

収穫物のほとんどが可販品となることが判った。 

 

803 ねぎの早期栽培法 （坂牧） 

越冬苗の栽植密度を高めた栽培法について検討し

た。９月まきの越冬苗でも定植時には、葉鞘径が５

mm 弱の十分な大きさの苗が得られた。また、収穫物

も対照区と同様に２L 規格が多かった。ただし、越

冬時のカビの発生が課題となった。 

 

804 もの日向けの一年草栽培技術 （諸橋） 

あずみ系のアスターを中心に播種日と開花日の関

係を調べた。冷夏の年のデータとして解析を行い、

白は ４月 13 日ころ、赤、紫（青）は、４月３日か

ら 13 日ころ、桃は４月 10 日から 13 日頃に播種する

とお盆に開花することが判った。 

 

805 西洋野菜の品目探索および栽培法 （坂牧） 

西洋野菜のうち西洋ねぎ（ポロネギ）について検

討した。品種比較では、11 月収穫作型ではメガトン

がよかった。葉腋への土壌混入防止を目的とした軟

白作成法の比較（フィルム使用・土寄せ）では、違

いはなかった。 

 

806 たらの芽の腐敗防止対策の検討 （野本） 

促成期間中の腐敗発生防止対策として、駒木の水

浸漬処理による効果の検討を行ったが、無処理区で

の腐敗の発生が無かったため、効果は判然としなか

った。 

 

807 ワラビの省力的栽培方法 （坂牧） 

わらびの成園化に向けた省力栽培について、栽植

密度による収量物比較とモミガラ被覆におよる雑草

対策、及び地下茎の直接定植について検討した。栽

植密度による収穫物比較についは次年度以降の継続

した検討が必要、モミガラ被覆による雑草防止効果

は示唆された。地下茎の直接定植では次年度の継続

した調査が必要。 

 

808 水稲育苗ハウスの高度利用 （坂牧） 

水稲育苗ハウスの高度利用として、水稲のプール

育苗を利用にした栽培法で、中玉トマトの高糖度栽

培、及びヒマワリ・パクチー・ミニレタスの施肥量

について検討した。 中玉トマトではシンディースイ

ートでプールに食塩を添加することにより果実糖度

が高まり、高品質トマトの生産が可能であることが

示唆された。施肥量についてはパクチーやミニレタ

スでは少量の施肥量での栽培が可能なことが示唆さ

れた。 
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２ 研 究 成 果 

（１）新技術情報 

ア 研究成果情報  

本県農林水産業経営や食品産業の生産現場において、直接的な導入効果が期待される技術、又は普及指導や

企業の生産活動において活用できる情報（平成30年度新潟県農林水産業研究成果集に掲載） 

なし 

 

イ 参考情報 

研究を進める上での基礎的知見等 

なし 

 

（２）研究発表 

ア  学会誌等投稿 

なし 

 

イ  講演発表 

なし 

 

（３）現地指導 

なし 
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３  技術援助及び行政対応活動 

（１）指針及び行政資料の執筆 

なし 

 

（２）成果発表会、研修会、関係会議等 

開催年月日 成果発表会・研修会・会議等の名称 
参集人数

（人） 
講 師 等 

平29. 6.29 中山間地農業技術センター研究推進に係る情報交換会 23 人 全員 

 

（３）農業大学校 

なし 

 

（４）農業大学校研究科 

なし 

 

（５）その他講師派遣 

なし 

 

（６）研修生受け入れ 

なし 

 

（７）取材対応 

なし 
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４ 総 務 報 告 

（１）施設（中山間地農業技術センター） 

所 在 地 長岡市川口牛ヶ島 135-1 

    敷地面積 56,693 ㎡ 

    圃場面積 31,226 ㎡ 

 

（２）事業予算 （単位：千円） 

科    目 予算額 
財     源 

国補 手数料 財産収入 その他 一般財源 

運営費 3,956        135  3,821  

維持管理費 3,270        110  3,160  

経常研究費 990          990  

ほ場・飼育管理費 1,050          1,050  

受託試験費 487        487  0  

食品生産改善事業 0          0  

政策研究費 2,700        2,200  500  

備品整備費 1,404          1,404  

施設整備費 8,883        8,000  883  

庁舎修繕費 1,517          1,517  

その他 217          217  

その他（他課事業） 1,128          1,128  

合   計 25,602  0  0  0  10,932  14,670  

注）その他（他課事業費）は農業総合研究所費以外の予算 

 

（３）職員一覧 

所  属 職  名 氏  名 所  属 職  名 氏  名 

中山間地農業

技術センター 

センター長 

 

副参事 

 

専門研究員 

 

専門研究員 

 

専門研究員 

浅野 聡 

 

大竹 薫 

 

諸橋修一 

 

坂牧 惣 

 

野本 英司 

中山間地農業

技術センター 

技術員 

 

技術員 

小林 勝 

 

新保 武 
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（４）職員の異動 

発令月日 転出入 氏 名 新所属・職名 旧所属・職名 

平成29年 

４月１日付 

転出 青木 忠 退職 技術員 

 

 

（５）購入研究備品 

なし 

 

（６）派遣研修者 

研 修 名 研修者名 研 修 目 的 期 間 講 師 

短期集合研修（数理統

計応用編） 

諸橋修一 統計解析手法の学習 平29.11.13～17 農研機構・山村他 

 

（７）参観者数 

農 業 者 行政関係 そ の 他 合    計 

8回 6回 1回 15回 

81 人 17 人 22 人 120 人 

 

（８）無体財産権など 

ア 特許権 

なし 

 

イ  実用新案権 

なし 

 

ウ 意匠権 

なし 

 

（９）栄 誉 

なし 

 



 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

IX 佐渡農業技術センター  組織構成図 

佐渡農業技術センター長 

庶  務 

地域農業研究 



136 

－ IX - 2 － 

目 次 

１ 研究概要 

（１） 研究課題及び調査事業一覧 ····························································· IX- 3 

（２） 研究成果及び調査事業概要 ····························································· IX- 4 

 

２ 研究成果 

（１） 新技術情報 

ア 研究成果情報 ·········································································· IX- 6 

イ 参考情報 ········································································· IX- 6 

（２） 研究発表 

ア 学会誌等投稿 ·········································································· IX- 6 

イ 講演発表 ·············································································· IX- 6 

（３） 現地指導 ············································································· IX- 6 

 

３ 技術援助及び行政対応活動 

（１） 指針及び行政関係資料の執筆 ··························································· IX- 7 

（２） 成果発表、研修会、関係会議等 ························································· IX- 7 

（３） 農業大学校 ··········································································· IX- 7 

（４） 農業大学校研究科 ····································································· IX- 7 

（５） その他講師派遣 ······································································· IX- 7 

（６） 研修生受け入れ ······································································· IX- 7 

（７） 取材対応 ············································································· IX- 7 

 

４ 総務報告 

（１） 施 設 ··············································································· IX- 8 

（２） 事業予算 ············································································· IX- 8 

（３） 職員一覧 ············································································· IX- 8 

（４） 職員の異動 ··········································································· IX- 9 

（５） 購入研究備品 ········································································· IX- 9 

（６） 派遣研修者 ··········································································· IX- 9 

（７） 参観者数 ············································································· IX- 9 

（８） 無体財産権など ······································································· IX– 9 

（９） 栄 誉 ··············································································· IX– 9 

 

５ 気 象 ···················································································· IX-10 

  



137 

－ IX - 3 － 

１ 研 究 概 要 

（１）研究課題及び調査事業一覧 

予算 

区分 
課  題  名 年 次 分  担 

県単政策  

901 

(1) 水稲奨励品種決定調査 

ア 水稲奨励品種決定調査 

昭35～ 

 〃 

 

県単政策  

902 

(2) 大豆奨励品種決定調査 

ア 大豆奨励品種決定調査 

昭52～ 

 〃 

 

県単経常  

 

 

903 

 

904 

(3) 生物多様性を保全する環境保全型農業における佐渡産作物

の高品質安定栽培技術 

ア 環境保全型稲作の適正栽培管理技術 

(ア) 佐渡における晩生新品種の生育 

イ 高品質・良食味米の安定生産 

(ア) 気象感応調査による気象条件と水稲生育量との関係解

明 

平27～29 

 

 

 〃 

 

 〃 

 

県単経常  

 

 

 

 

905 

(4) 佐渡におけるかき及び園芸作物の地域条件に適合した安

定生産及び生産性向上技術の確立 

ア 佐渡地域振興園芸品目の栽培法確立と新規品目の発掘 

（ア）高品質安定生産に対応した栽培技術の確立 

a 佐渡園芸振興品目（野菜）の安定生産技術の検討 

(a) 「越後姫」の無加温ハウスにおけるクラウン部

局部加温栽培の検討 

平26～28 

 

 

 

 

 〃 

 

県単経常  

 

 

 

906 

 

 

 

 

907 

908 

 

909 

910 

 

 

 

911 

 

 

912 

913 

(5) 佐渡の地域条件に適合した園芸作物の安定生産及び生産性

向上技術の確立 

ア 直売所向け、及び稲作後の水田高度利用作物の検討 

(ア) 土地利用型作物の検討 

a キャベツ品種特性比較栽培試験 

イ 水稲育苗ハウスを利用した園芸導入推進のための技術の

開発 

(ア) コンテナ栽培に適した品目の高品質安定生産技術の確

立 

a レモン及び晩柑類の安定生産技術の確立 

b トキ色メロンの安定生産技術の検討 

ウ かきの生産性向上のための栽培技術の開発 

(ア) 古木再生や新・改植に適した簡易仕立て技術の検討 

(イ) 病害虫発生予察 

エ 佐渡園芸振興品目の栽培法確立と新規品目の発掘 

(ア) 高品質安定生産に対応した栽培技術の確立 

a 佐渡園芸振興品目の安定生産技術の検討 

(a) アスパラガスの品種比較 

(イ) 多様な品目、品種の導入と生育特性の解明 

a かき生態生育調査 

(a) 「平核無」「刀根早生」の生態生育調査 

(b) 「平核無」枝変わり系統の生態生育調査 

平29～31 

 

 

 

 〃 

 

 

 

 

 〃 

 〃 

 

 〃 

 〃 

 

 

 

 〃 

 

 

 〃 

 〃 
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（２）研究成果及び調査事業概要 

(1) 水稲奨励品種決定調査 

研究の背景と目的 

佐渡地域を含む新潟県で普及奨励する水稲優良品

種を選定する。 

 

901 水稲奨励品種決定調査 （金井・中野） 

水稲奨励品種決定調査で３系統を供試し、中晩生

でコシヒカリ環１号をやや有望とした。 

 

 

(2) 大豆奨励品種決定調査 

研究の背景と目的 

佐渡地域を含む新潟県に適する大豆の優良系統を

選定する。 

 

902 大豆奨励品種決定調査 （金井） 

２系統を供試した。本年は、葉の黄化、落葉の始

まりが非常に遅く成熟期も 10 月末以降となった。外

観品質は不良であった。東山 238 号は再検討、東山

231 号は収量がやや多かったのでやや有望と評価し

た。 

 

 

(3) 生物多様性を保全する環境保全型農業における

佐渡産作物の高品質安定栽培技術 

研究の背景と目的 

地域特有の気象条件と５割減減栽培における収

量・品質の関係を明らかにし、高品質・良食味米安

定生産のための栽培技術を検討する。 

 

903 佐渡における晩生新品種の生育 （金井） 

晩生新品種「新之助」について、適正籾数に誘導

するための穂肥量を検討した。穂肥量は窒素 1.5kg/

回では過剰で特に化成肥料で顕著であった。出穂期

８日後の止葉葉色と玄米タンパク質含有率との相関

がやや高かった。 

 

904 気象感応調査による気象条件と水稲生育量との

関係解明 （金井） 

「こしいぶき」、「コシヒカリ」更に本年度から

「新之助」と遅植「コシヒカリ」も含め気象感応調

査を行い、作柄概況の資料とした。６月の生育は停

滞した。夏季低温多雨により成熟期は遅かった。基

部未熟以外の白未熟粒が多かった。 

 

 

(4) 佐渡におけるかき及び園芸作物の地域条件に適合

した安定生産及び生産性向上技術の確立 

研究の背景と目的 

佐渡は離島という立地条件から、島外への青果物

出荷にはハンディを伴うが、かきをはじめ島外出荷

される園芸品目も多く栽培され、安定生産技術及び

生産性向上技術の確立が求められる。そこで、かき

の生産性向上や環境保全型栽培技術の開発、佐渡特

産園芸品目の探索と安定生産技術の確立を目指す。 

 

905 「越後姫」の無加温ハウスにおけるクラウン部

局部加温栽培の検討（平成 28 年度） （西澤） 

クラウン部局部加温することで低温期の出葉日数

が早くなり、第１次腋果房以降の開花日及び収穫日

は前進する。収穫果房数が多くなることで増収し、

３月中旬から４月中旬の収穫の中休みもないことか

ら、継続的な収穫となる。クラウン部局部加温にか

かる年間コストよりも増収が上回る。また、３月以

降の草丈を低く維持することが可能となる。 

 

 

(5) 佐渡の地域条件に適合した園芸作物の安定生産及

び生産性向上技術の確立 

研究の背景と目的 

佐渡は離島というハンディを伴うが、かきをはじ

め島外出荷される園芸品目は多く、安定生産及び生

産性向上に向けた技術確立が望まれる。そこで、米

に次ぐ重要な農産物であるかきの産地維持・発展の

ための技術確立や佐渡特産園芸品目の探索と地域農

業活性化に寄与する栽培技術の確立を目指す。 

 

906 キャベツ品種特性比較栽培試験 （西澤） 

佐渡地域における８月中旬は種、９月中旬定植作

型では、品種「初恋」、「YR 春系 305 号」が年内収

穫可能だった。 

 

907 レモン及び晩柑類の安定生産技術の確立 

 （伊藤） 

リスボンレモン、不知火、南津海のコンテナ栽培

について検討した。各品種とも苗木定植後の強風に

より約約 70％落葉したが、主幹１ｍ当たり 21～26



139 

－ IX - 5 － 

本（目標 14 本）の側枝候補を確保した。 

 

908 トキ色メロンの安定生産技術の検討 （西澤） 

メロンの品種「グランドール４号」において、メ

ロンえそ斑点病抵抗性台木品種「ダブルガード EX」、

「ダブルガードパワー」、「ワンツーシャット」を

台木として栽培しても、自根による栽培と同等の果

実品質が得られたが「ワンツーシャット」で裂果に

伴う腐敗が多い傾向であった。 

 

909 古木再生や新・改植に適した簡易仕立て技術の

検討 （伊藤） 

高樹齢樹の簡易仕立てについて検討した。２本主

枝による既存樹更新では更新後の年数が経過するほ

ど主枝伸長量が減少し、樹冠拡大が遅延することが

推察された。 

 

910 病害虫発生予察 （伊藤） 

チョウ目（チャハマキ、チャノコカクモンハマキ、

ハスモンヨトウ）、カメムシ類（チャバネアオカメ

ムシ）をフェロモントラップで調査した。チャハマ

キは平年並み、チャノコカクモンハマキ、ハスモン

ヨトウ、カメムシ類は平年より発生が少なかった。 

 

911 アスパラガスの品種比較 （西澤） 

定植２年目の春季及び夏秋季収穫では、品種「ガ

インリム」が穂先の開きなどによりＢ品が多く、「ウ

エルカム」及び「グリーンタワー」よりもＡ品の収

量が少なかった。 

 

912 「平核無」「刀根早生」の生態生育調査 

 （伊藤） 

平年と比較して「平核無」、「刀根早生」とも初

期の生育進展はやや遅かったが、その後平年並みと

なった。果実重は平年並みからやや大きく、糖度は

平年よりやや低く、硬度は高かった。 

 

913 「平核無」枝変わり系統の生態生育調査 

 （伊藤） 

前年と比較して初期生育は遅れたが、後半は前年

並みだった。葉色は淡く、着色進展はやや遅れ、果

重は減少したが、果実重分布のバラツキは少なかっ

た。 
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２ 研 究 成 果 

（１）新技術情報 

ア 研究成果情報 

本県農林水産業経営や食品産業の生産現場において、直接的な導入効果が期待される技術、又は普及指導や企

業の生産活動において活用できる情報（平成30年度新潟県農林水産業研究成果集に掲載） 

なし 

 

イ 参考情報 

研究を進める上での基礎的知見等 

なし 

 

（２）研究発表 

ア  学会誌等投稿 

なし 

 

イ  講演発表 

発 表 題 名 

（発表者名） 

学会・研究会名 

（掲載誌名等） 
開催年月日 

水稲有機栽培においてポット成苗を利用した省力的な雑草抑草技術

（金井政人・堀川拓未・中嶋健一・土田 徹） 

有機農業研究者会議 2017 平29. 8. 2

～ 3 

 

（３）現地指導 

なし 
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３  技術援助及び行政対応活動 

（１）指針及び行政資料の執筆 

発 行 誌 名 発 行 者 発行年月 執 筆 者 

おけさ柿調査ほ・展示ほ成績書 佐渡農業振興連絡会園芸振興

会 

平30. 1 伊藤公一 

佐渡の稲作 佐渡農業振興連絡会稲作振興

会 

平30. 3 金井政人 

佐渡の園芸 佐渡農業振興連絡会園芸振興

会 

平30. 3 西澤靖樹 

 

（２）成果発表会、研修会、関係会議等 

開催年月日 成果発表会・研修会・会議等の名称 
参集人数

（人） 
講 師 等 

平29. 4.10 

（計４回） 

園芸振興会担当者会議及び幹事会、成果集編集会議 15 伊藤公一・西澤靖樹 

平29. 4.10 

（計10回） 

佐渡米戦略会議 30 金井政人 

平29. 4.13 

（計４回） 

柿ジョイント栽培研修会 20 中野耕栄・伊藤公一 

平 29. 6. 5 試験成績説明会（佐渡普及指導センター対象） 16 全研究員 

平29. 7. 8 佐渡米現地研修会 100 金井政人 

平 29. 8. 1 一般公開 52 全職員 

平 29. 8.10 佐渡指導農業士会夏季研修会 28 中野耕栄 

平 29.12.14 試験研究に対する要望等検討会 21 全研究員・技術員 

平30. 2. 9 おけさ柿生産者大会 120 伊藤公一 

 

（３）農業大学校 

なし 

 

（４）農業大学校研究科 

なし 

 

（５）その他講師派遣 

年月日 主 催 者 行  事 内  容 講  師 

平 29. 4. 6 

（計４回） 

佐渡農業振興連絡会園

芸振興会 

JA 佐渡メロン倶楽部栽

培及び採種検討会 

メロンに関する試験研究

の取り組みについて等 

西澤靖樹 

平29. 8.25 

（計３回） 

佐渡農業振興連絡会園

芸振興会 

JA 佐渡フレッシュいち

ご倶楽部現地指導会 

いちごに関する試験研究

の取り組みについて 

西澤靖樹 

平29.11.20 

（計１回） 

佐渡農業振興連絡会園

芸振興会 

JA 佐渡キャベツ現地指

導会 

キャベツに関する試験研

究の取り組みについて 

西澤靖樹 

 

（６）研修生受け入れ 

なし 

 

（７）取材対応 

年月日 取材機関 取 材 内 容 応対者 報道日 

平29. 8. 1 日本農業新聞 一般公開デーの概況について 中野耕栄 平29. 8. 8 

平29. 8. 1 新潟日報 一般公開デーの概況について 中野耕栄 平29. 8.11 



142 

－ IX - 8 － 

４ 総 務 報 告 

（１）施設（佐渡農業技術センター） 

    所 在 地 佐渡市中興甲 351 番地 

    建物面積 延 1,686.62 ｍ2 

    圃場面積 田 12,900ｍ2、畑 27,052ｍ2 

 

（２）事業予算 （単位：千円） 

科    目 予算額 
財     源 

国補 手数料 財産収入 その他 一般財源 

運営費 2,450          2,450  

維持管理費 1,714          1,714  

経常研究費 1,191          1,191  

ほ場・飼育管理費 3,623        2,872  751  

受託試験費 1,736        1,736  0  

食品生産改善事業 0          0  

政策研究費 860          860  

備品整備費 166          166  

施設整備費 0          0  

庁舎修繕費 8,921          8,921  

その他 0          0  

その他（他課事業） 391          391  

合   計 21,052  0  0  0  4,608  16,444  

注）その他（他課事業費）は農業総合研究所費以外の予算 

 

（３）職員一覧 

所  属 職  名 氏  名 所  属 職  名 氏  名 

 

(庶務)  

 

(研究)  

センター長 

庶務係長 

主査 

専門研究員 

中野 耕栄 

阿部 尉二（兼務） 

三條 則子（兼務） 

伊藤 公一 

(研究)  専門研究員 

  〃 

技術員 

    〃 

西澤 靖樹 

金井 政人 

赤塚 良和 

山川 利喜 
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（４）職員の異動 

発令月日 転出入 氏 名 新所属・職名 旧所属・職名 

平成29年 

４月１日付 

転入 

転出 

三條 則子 

川﨑 浩樹 

佐渡・主査(兼務) 

佐渡中等教育学校・主任 

新星学園・主査 

佐渡・主任(兼務) 

 

（５）購入研究備品 

備 品・施 設 名 型 式・規 格・規 模 

育苗器 スチーム発芽器 ICX-180L 

 

（６）派遣研修者 

    なし 

 

（７）参観者数 

農 業 者 行政関係 そ の 他 合    計 

1回 2回 2回 5回 

13 人 8 人 6 人 27 人 

 

（８）無体財産権など 

    ア  特許権 

なし 

 

    イ  実用新案権 

なし 

 

ウ 意匠権 

なし 

 

エ  登録品種 

なし 

 

（９）栄 誉 

なし 

 


